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先進技術研究所 5G推進室 
室長  中村

なかむら
 武宏
たけひろ
 

LTE導入後まもなく，我々は2020年代の移動通信システ

ムとして，第5世代移動通信方式「5G」の検討を開始しまし

た．新たな世代の移動通信システムを準備するには，10年

くらい前から検討を開始する必要があることは，過去の経験

から感じていましたので，そろそろ始めなければと思い立っ

たわけです．しかし当時はLTE-Advancedの実用化に向けた

機運が世間でようやく盛り上がり始めた状況でしたので，さ

らに先の5Gについての関心は低く，話を切り出してもあま

り相手にされませんでした． 

しかし幸いにして，同じようなことを考える技術者や企業

は世界にはいるもので，彼らとの意見交換をしながら社内検

討を進め，基本的なコンセプトを練り上げました．そして，

第4世代に関する学会や講演の場においても5Gに関する内容

も盛り込むなど，できる限り多くの場でコンセプトを説明し

ました．その甲斐もあって，徐々に5Gに関する関心が高ま

り，議論する場も増えてきました．特にここ2年くらいで，

急激に議論が活発となり，世界中に検討団体が立ち上がり，

学会では5Gに関するセッションが数多く開催される状況に

なりました．早期に5Gの検討を始め，実験を開始していた

我々としては，いろいろな場でイニシアチブをとることがで

きたと自負しています．一緒にがんばってきたグループ内の

メンバや，社内外関係者に感謝です． 

しかし，ここで落ち着いている場合では全くなく，検討は

コンセプト確立の段階からすでに，標準化とコンセプトの技

術的な実証（PoC：Proof of Concept）の段階に入っていま

す．標準化は2016年から本格的に始まりますが，その準備

は2015年から進められています．PoCも，我々は世界の主

要13社と協力して，実験や技術検討を進めており，多くの

場で，その結果の発表や展示をしています．今後もより高機

能化を図った技術内容で，PoCを進めていく必要があります． 

特に，日本は2020年にオリンピック・パラリンピックが

控えており，その機会をとらえて日本の技術の先進性を訴え

ようと，国内の産学官でいろいろなテーマで検討が進められ

ています．その1つが5Gとなっており，2020年にその商用導

入が求められています．ドコモとしても，過去よりほぼ10

年間隔で新たな世代の移動通信システムを導入して，お客様

のご要望に応えることができる移動通信サービスを提供して

きました．その意味では2020年は5G導入の適切なタイミン

グです．しかし2020年までの4年余りでは，今後の標準化，

PoC，さらには本格的なシステム開発に要する期間を考える

と，非常にタイトなスケジュールです．2016年以降，さら

なる努力をする必要があると覚悟しています． 

さらに5Gの導入に向けては，移動通信システムの開発だ

けでなく，実際のユースケースやサービスの提案および開発

を平行して進める必要があると認識しています．そのため，

社内で2020年代に実現すべき世界を踏まえ，具体的なアイ

デアを募っていますが，多種多様でかつ優れたアイデアを創

出すべく，アイデアソン・ハッカソンも企画して多くの異な

る分野の方々からのご意見も伺っているところです．今年か

らは，それらアイデアの優れたものに関して少しでもPoCを

実施することを検討しています． 

以上述べたとおり，5Gの導入に向け多くの課題解決と作

業が必要です．当社のスローガンの1つである「協創」によ

り，社内外の多くの関係者の方々と協力して，5Gによるよ

りよい世界の実現をめざしたいと思います． 

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al



 

 2  

Vol.23 No.4 Jan. 2016 
  

5Gの実現に向けて  中村 武宏 ··································································  1 

 

若い方へのメッセージ  樋口 健一 ···························································  4 

 

 2020年のサービス実現に向けた5G技術特集 
 ドコモの5Gに向けた取組み ―2020年での5Gサービス実現に向けて― ·····  6 

  

 5G無線アクセス技術·························································································  18 
  

 

 

5Gマルチアンテナ技術 ····················································································  30 
  

 5Gのための電波伝搬·························································································  40 
  

 5G時代に向けた将来コアネットワーク ·······················································  49 
  

 世界主要ベンダとの5G伝送実験 ····································································  59 
  

標準化戦略 要求条件 5Gサービス 

NOMA 信号波形 無線アクセス技術（RAT） 

ビームフォーミング 超多素子アンテナ 5G 

電波伝搬特性 高周波数帯 5G 

ネットワークスライシング 将来コアネットワーク 5G 

高周波数帯 実験協力 伝送実験 

UE1 UE2
BS

BS Antenna

 
（P.18） 

アンテナ素子

 
（P.30） 

 
（P.59） 

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al



 

  3

 

 Twitterを用いた地域イベント発見技術 ·······················································  69 
  

 端末種別に基づいてトラフィック分離を実現するDedicated Core Network ····  76 
  

 LTE上でNWサービスのメニュー操作を実現するUSSIの開発···············  85 
  

 

 

DOCOMO R&D Open House2015開催 ······················································  88 

 

 

第48回電気通信産業功労賞受賞 ·····································································  90 

 

 

自然言語処理 Twitter 地域情報抽出技術 

3GPP Release 13 M2M トラフィック分離 

SIP メニュー操作 USSI 

 

 

Technology Reports（特集） ドコモの5Gに向けた取組み ―2020年での5Gサービス実現に向けて―（P.6） 

5Gで想定されるさまざまなサービス 

 
（P.69） 

あらゆる「モノ」が無線でつながる
（IoT）

無線サービスの拡張・多様化
（MBBの拡張）

マルチデバイス 交通

家電 ウェアラブル

住宅 センサ

高精細動画 ヒューマン
インタフェース

ヘルスケア 教育

安心・安全

4K/8K

クラウド
コンピューティング

 

3G

LTE

NW

USSD USSI

遷移
2015冬

モデル以降
2015夏

モデル以前  
（P.85） 

 

 

 

 
（P.88） 

 

 

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al



 

 4 NTT DOCOMOテクニカル・ジャーナル Vol. 23 No. 4 

 

東京理科大学 理工学部電気電子情報工学科 准教授  樋口
ひ ぐ ち

 健一
け ん い ち

さん 

 
私は，1994年に発足間もないNTTドコモに入社
しました．恥ずかしながら大学時代は勉強をあまり
してこなかったので，今の私がもっている無線通信
技術者としての力の一から十までのほぼすべては，
ドコモ在籍時代に習得させていただいたことによる
ものです．そこで，自分より若い（うんと若い）研
究開発者の皆さんに向けて，私のこれまでの経験を
踏まえたメッセージを書きたいと思います． 
2007年に現在の大学に移るまで，私は一貫して
第3世代（W-CDMA：Wideband Code Division Mul-
tiple Access）から第3.9，4世代（結果的にLTE）
までの無線通信システムにおける無線アクセス技術
の研究開発に携わりました．所属部署も変わらず，
安達 文幸氏（現東北大学教授）と佐和橋 衛氏（現
東京都市大学教授）にずっと師事していました．頭
がからっぽだったので，毎日たくさん叱られました．
はじめはなぜ叱られるのかも分からなかったので，
とにかく注意されたことをノートにまとめて毎朝読
むようにし，上司の考え方や研究の進め方，論文の
書き方を徹底的にまねしました．安達先生と佐和橋
先生というすばらしい上司のもとに配属された幸運
と，負けず嫌いなので必死でお二人について行った
おかげで，今の自分があると感じています．お二人
には，きっと大変なご面倒をおかけしたことと思い
ます． 
若い人に，「どうしたら一人前の無線通信技術者
になれますか」と聞かれることがあります．私は，
「今与えられていることをしっかりやり続けていけ
ば，いつかなれるよ」などと誤魔化し気味に話すの
ですが，きっと当たらずとも遠からずだと思います．
高い山を登るときのように，一歩ずつ足元を見なが
ら歩き続けるうちに，ふと周りを見渡すと高みに
立っている自分に気付くのでしょう．私も，まだ山
登りの途中ですが，そう思います．近道がないのは
残念ですが，一歩一歩踏みしめてがんばれば誰でも
一人前になれると思います． 
少し僭越ですが，私はW-CDMAとLTEに関する
特許で，それぞれ全国発明表彰をいただきました．
W-CDMAの特許は，セルサーチに関するものでし
た．セルサーチとはユーザ端末が最寄りの基地局を
見つける処理のことなのですが，基地局間の非同期
を特徴とするW-CDMAでは，各基地局は異なる拡
散符号を用いているため，最寄りの基地局の拡散符

号の種類を同定し，かつそのタイミングを同期させ
る必要があり，時間がかかる問題がありました．特
許の要点の1つは，各基地局が異なる拡散符号を用
いなければならないという考えから少し自由になっ
て，全基地局で共通の拡散符号を用いる時間帯を少
しだけ設けることにより，拡散符号の種類の同定と
タイミング同期を分離することにあります．従来だ
と拡散符号のタイミングの候補数（拡散符号の系列
長＝38,400）×システムが用意する拡散符号の数
（＝512）だけの探索が必要でした．考案した手法
では，まず拡散符号の種類の同定を気にすることな
くタイミング同期を実現し，その後，検出した同期
タイミングを用いて拡散符号の種類の同定を効率よ
く行えるため，拡散符号のタイミングの候補数＋シ
ステムが用意する拡散符号の数相当だけの探索で済
むので（掛け算が足し算に変わる），セルサーチに
必要な時間が大幅に短くなったのです． 
私は入社してすぐ拡散符号同期を高速化する研究

（この研究を主導された佐和橋先生の慧眼に敬服い
たします）に従事していたので，そこからW-
CDMAのセルサーチの担当を命ぜられたのですが，
特許に至るまでは大変苦労しました．別の側面から
見ると異なる役割（拡散符号の種類の同定とタイミ
ング同期）に使える拡散符号を探していたのですが，
なかなか良いアイデアが思いつかず，昼も夜も根を
詰めていたので，研究所の床のタイルが拡散符号に
見えたのを覚えています（ちなみにMIMO（Multiple 
Input Multiple Output）の研究で行き詰まったとき
は，床のタイルはチャネル行列や受信コンスタレー
ションになりました）． 
大学に移り日々学生と接していると，与えられた

課題に物怖じせずに挑戦する子が多く感心する一方
で，壁にぶつかると比較的すぐにあきらめてしまう
ことも多く，もったいないなと感じます．今の世の
中には興味分野としてたくさんの選択肢があるから
でしょうか．無線通信技術についても，昔よりたく
さんの選択肢があります．良い意味での視野の広さ
を持つことは大事ですが，それと同時に1つのこと
を突き詰めて考えることも，特に若い方にとって非
常に大事ではないかと思います．いくら努力しても
結局そのとき直接には実を結ばなかったこともたく
さんありました．しかしそういうことも，後日全く
別の研究開発をしているときに役立つことが多く，
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無駄だったと思うことはありません．自分で精一杯
考え抜き，やれるだけの手を打ったのであれば（こ
こが大事ですが），結果は気にしなくて構いません． 
ところで，新しいシステムを作るときは，前のシ
ステムを知ること，特になぜそうなっているかを知
ることが大事だと教わりました．LTEの技術標準
だけを見ても「なぜ」そうなっているのかはなかな
か分かりません．現在LTE-Advancedの研究や標準
化をがんばっている方々は，1つひとつの技術や仕
様が決定される過程を目の当たりにしているので，
完成した仕様がなぜそうなっているのかがよく分か
ると思います．そのことは，次の5G以降の研究で
とても大切な財産になる，と思います． 
LTEのような無線通信システムは，たくさんの要
素技術の積重ねでできています．LTEの標準化で
世界の技術者と議論・競争をしたとき，彼らは大変
スキルが高く，歯が立たないかなと思うこともしば
しばありました．しかし私は，日本の技術者はたく
さんの要素技術をまとめ上げてシステム全体として
うまく作り込むことに長けているのではないかと
思っています．フェージングを平均化するダイバー
シチがスケジューリングによるマルチユーザダイ
バーシチ効果を阻害するように，個々の技術の最適
化とシステム全体の最適化は異なります．個々の技
術者がうまく連携してチームとなってシステム提案
をするドコモの良い伝統はこれからも大きな力とな
ると信じています． 
5Gの議論が大変活発になっています．要求条件
やキーとなる要素技術も段々コンセンサスがとれて
きたように感じます．目玉となる技術がないという
声も聞きますが，LTEでもOFDM（Orthogonal Fre-
quency Division Multiplexing），MIMO，周波数領
域のスケジューリングといった，各々は2倍弱の利
得しかない技術の積重ねで要求されるシステム利得
を実現しています．革新技術の研究開発と，たくさ
んの要素技術を積み重ねていくシステムの観点から
見た研究開発をうまく両立することが重要だと思い
ます． 
無線のトラフィックは現在，年率約200％の勢い
で爆発的に増大していると聞きます．この傾向はい
つまで続くのでしょうか．情報を受け取るものの能
力でトラフィックの増大は頭打ちになる気もします
が，人からモノに通信の中心が変化していくとその
ようなこともしばらくは無いのかもしれません．そ
のような膨大なトラフィックを運ぶためには，リン
クレベルでの通信の改善は限界に近いので，帯域幅，

基地局数，およびアンテナ数を飛躍的に増大させる
アプローチがメインとなるかと思います．そう考え
ると，どこかのタイミングで，これらの数に加えて
接続端末数に関するスケーラビリティが飛躍的に高
い，もしくは非常に高い拡張性をあらかじめ備えた
システムが現れるのではないかと思うことがありま
す．現在のLTEは，比較的少数のユーザ端末のチャ
ネル状態を正確に把握したうえで最適な伝送を提供
することに主眼をおいた構成になっています．しか
し，帯域幅やアンテナ数，接続端末数が飛躍的に増
大すると，システムがチャネル状態を知るために必
要となる帯域や複雑さのコストは，せっかくの原理
的なシステム利得を凌駕するものになりかねません．
そのためもしかしたら，チャネル状態を正確に把握
した制御より，自然界の生物に倣った群知能のよう
な人工知能を使った，チャネル状態を正確に把握し
なくても実用上問題のない準最適な制御ができるよ
うなシステム設計に主軸が移るのかもしれないと思
います． 
私を育てていただいたドコモをはじめとする我が

国の無線通信産業界から若くてたくましい技術者が
続々と現れて，これからも世の中をあっと言わせて，
知らない間に人々の生活を変えてしまうような無線
通信の未来を築き続けていかれることを祈念してい
ます．私も，大学の立場から少しでも無線通信の未
来に貢献できるよう，ドコモでの経験を活かしてこ
れからも努力を続けていきたいと思います． 
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5Gサービス 

 

   

  

2020年のサービス実現に向けた5G技術特集  

ドコモの5Gに向けた取組み  
―2020年での5Gサービス実現に向けて― 

 

ドコモは2020年に向けて，さらに高速・大容量なMBB
や，あらゆるモノが無線でネットワークに接続するIoTと
いった，さまざまな新しいサービスを実現可能とする次世
代移動通信システム「5G」の研究開発に取り組んでいる．
本稿では，こういった取組みの概要として，5Gで想定さ
れるサービスや要求条件，ドコモとしての5Gの定義や技
術コンセプト，および，2020年のサービス実現に向けた
標準化戦略や活動について解説する． 

  

1. まえがき 
今日，スマートフォンやタブレッ

ト端末の普及によって，いつでもど

こでも気軽にインターネットを通じ

たサービスやアプリ，動画や音楽な

どが楽しめるようになったが，より

高度なサービスへの需要はますます

高まっている．また2010年以降，移

動通信のトラフィック量は急激に増

加してきており，通信事業者には，

増加したトラフィックを収容しつつ，

より一層高いユーザ品質でこれらの

サービスをあらゆる環境で提供する

モバイルブロードバンド（MBB：

Mobile Broad Band）の実現が期待

されている．さらに，あらゆるモノ

が無線でネットワークに接続する世

界であるIoT（Internet of Things）＊1

が近年非常に注目されており，通信

事業者にとって，IoTによって開拓

される新領域のサービスを支えるイ

ンフラ（基盤）の提供は，今後ます

ます重要になってくるものと考えら

れる． 

このような期待を背景に，第4世

代（4G）であるLTEおよびLTE-

Advancedの次世代となる第5世代の

移動通信システム，すなわち「5G」

の議論が近年非常に活発化しており，

世界各地で5Gの推進団体や研究プロ

ジェクトが誕生し，そのコンセプト

や要求条件が盛んに議論されている．

また，移動通信システムの標準化

団体である3GPP（3rd Generation 

Partnership Project）では，2015年

9月に「3GPP RAN Workshop on 

5G」会合を開催し，これを皮切り

に本格的な5Gの標準化議論が開始

された． 

ドコモでは，2010年頃から5Gの

検討を開始し，技術コンセプトの提

案や，伝送実験，標準化議論を主導

するなど，さまざまな活動を進めて

いる．本稿では，こういった取組み

先進技術研究所 5G推進室 岸山
きしやま
 祥久
よしひさ

      
 

 

ベンジャブール アナス 

永田
ながた
  聡 

さとし
 奥村
おくむら

 幸彦
ゆきひこ

 
 
 

中村
なかむら
 武宏
たけひろ

      
 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊1 IoT：さまざまな「モノ」がインターネッ
トやクラウドに接続され，制御・情報通信
される形態の総称． 
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あらゆる「モノ」が無線でつながる
（IoT）

無線サービスの拡張・多様化
（MBBの拡張）

マルチデバイス 交通

家電 ウェアラブル

住宅 センサ

高精細動画 ヒューマン
インタフェース

ヘルスケア 教育

安心・安全

4K/8K

クラウド
コンピューティング

 
図1 5Gで想定されるさまざまなサービス 

の概要として，5Gで想定されるサー

ビスや要求条件，ドコモとしての5G

の定義や技術コンセプト，および，

2020年のサービス実現に向けた標

準化戦略や活動について解説する． 

2. 5Gのサービスと 
要求条件 

2.1 5G時代のサービス 
サービスそのものは移動通信の世

代とは直接的には関係なく，2Gや

3Gでもスマートフォンが利用でき

るように，5Gで提供できるものの

多くは4Gでも提供可能だと考えら

れる．しかしながら，同じサービス

であっても通信技術の向上によって，

より快適に，よりさまざまな環境で

楽しめるようになり，やがて5Gの

通信品質を前提とした新しいサービ

スも誕生し，いつしか5Gは普通の

こと（「いつか、あたりまえになる

ことを。」）になっていくと思われる． 

5G時代に想定されるさまざまな

サービスは，図1に示すようにMBB

の拡張とIoTの，2つのトレンドに大

別することができる． 

①MBBの拡張，すなわち，高速・

大容量・低遅延な通信方式に

よって，無線で提供されるサー

ビスやアプリケーションはより

豊富かつ高度になっていくもの

と考えられる．例えば，高精細

動画ストリーミング（4K＊2/8K＊3

動画），メディアリッチなソー

シャルネットワークサービス，

クラウド＊4の膨大なデータと緊

密に連携した拡張現実感（AR：

Augmented Reality）＊5のような

サービス，触覚や体の動きなど

の音や映像以外のメディア通信

（触覚通信）などが可能性とし

て挙げられる．また，無線が

人々にとってのライフラインと

なり，自動運転のような安全で

確実性を求められるサービスを

提供するものになっていくこと

も考えられる． 

②IoT，すなわち，あらゆるモノ

＊4 クラウド：ネットワーク経由でサービスを
利用する形態，仕組み．利用状況に応じた
サーバリソースの分配が可能なため，ス
ケーラビリティが高い． 

＊5 拡張現実感（AR）：現実世界を写した映像
に，電子的な情報を実際にそこにあるかの
ように重ねて，ユーザに提示する技術． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊2 4K：画像の画素数が3,840×2,160pixまた
は4,096×2,340pixの表示形式． 

＊3 8K：画像の画素数が4Kのさらに4倍（横2
倍×縦2倍）である表示形式． 

 
 
 
 

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al



ドコモの5Gに向けた取組み ―2020年での5Gサービス実現に向けて― 

 8 NTT DOCOMOテクニカル・ジャーナル Vol. 23 No. 4 

同時接続端末数 100倍
（ IoT，人が密集する環境など）

通信量当りのネットワークコスト
低減やIoT端末のサポート

無線区間の遅延
1ms以下

②高速通信 ③低遅延化・高信頼性

④超多数端末の同時接続 ⑤低コスト化・省電力化

①大容量化

容量／km² 1,000倍

5Gユーザ体感スループット 100倍
（ピークデータレート 10Gbps以上）

 
図2 5Gの要求条件 

が無線でつながる世界では，車，

住宅，家電，眼鏡，腕時計，ア

クセサリ，ロボット，センサな

どが機器間通信（M2M：Machine 

to Machine）＊6によってネット

ワークに接続し，クラウドが膨

大な情報を自動的かつ知的に管

理・制御することで，無線ネッ

トワークがユーザや企業にさま

ざまなサービスを提供するよう

になっていくことが予想される． 

2.2 5Gの要求条件 
5Gでは，将来期待されるさまざま

なサービスの可能性に対応するため，

これまでの移動通信システムに対す

る普遍的な要求条件に加え，IoTなど

近年のトレンドに対応する新しい要

求条件も考慮する必要があり，図2

に示すような幅広いものが想定され

ている． 

①大容量化 

近年，移動通信のトラフィッ

ク量は爆発的に増加しており，

2020年代には，2010年比で

1,000倍以上に達するとも予測

されている．従って，そのよう

な爆発的な増加に対処するため

には，システム容量（単位面積

当りでの通信速度の総量）の飛

躍的な大容量化を実現すること

が必須であり，これは5Gにお

ける最も基本的な要求条件であ

ると考えられる． 

②高速通信 

将来のリッチコンテンツやク

ラウドサービスなどの普及を考

慮すると，データ通信速度の観

点からも5Gは飛躍的な高速化を

実現する必要がある．特に，時

間帯や場所によらず，サービス

提供に必要な通信品質を常に満

たすことが重要である．具体的

には，LTEと比較して100倍程

度 の ユ ー ザ 体 感 速 度 （ 数

100Mbps～1Gbps程度）を移動

環境も含めたあらゆる環境で提

供し，良好な無線環境でのピー

ク伝送速度では10Gbps以上の

実現が目標である． 

③低遅延化・高信頼性 

触覚通信やARなど，従来と

異なるレベルの低遅延が要求さ

れる新サービスの登場が，5G

 
 

＊6 機器間通信（M2M）：機械間で自動的に行
われる情報通信のこと． 
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時代には期待されている．この

ため具体的には，無線区間での

通信遅延をLTEの1/5となる

1ms以下にまで低減することが

5Gの要求条件である．また，自

動運転などのように安全，確実

であることが必要なサービスで

は，低遅延に加えて高信頼性も

要求される． 

④超多数端末の同時接続 

IoTによって無線ネットワー

クに常時接続する端末数が急激

に増加することが予想されてい

る．また，スタジアムやイベン

ト会場のように多くのユーザが

密集した環境や，災害時のよう

に多数の同時アクセスが想定さ

れる状況など，さまざまなシナ

リオで超多数端末の同時接続を

サポートすることが必要とされ

る． 

⑤低コスト化・省電力化 

より良いサービスをユーザに

提供するため，5Gでは高い性能

目標を掲げている一方で，ユー

ザに対して適切なコストでサー

ビスを提供する必要がある．こ

のため，ユーザの通信量当りの

ネットワークコストを大幅に低

減することが必要である．また，

自然環境に優しいネットワーク

を提供するために，これらの高

い性能を可能な限り省電力で提

供していくことが要求される．

さらに，ペットに装着する小型

のセンサのようなIoT端末の普

及を考慮すると，端末の観点か

らも低コスト化およびバッテ

リの長寿命化は重要であり，

無線ネットワークがこれらを

サポートすることが要求され

る． 

以上のような5Gの要求条件は，ド

コモが参加している欧州プロジェク

トのMETIS（Mobile and wireless 

communications Enablers for Twenty-

twenty (2020) Information Society）＊7

や，世界の主要通信事業者のアライ

アンスであるNGMN（Next Gener-

ation Mobile Networks）＊8において

も同様に検討されている[1] [2]． 

3. ドコモとしての5G
の定義とコンセプト 

⑴2つのアプローチ 

2020年に向けた無線アクセス技

術の発展において，取り得るアプ

ローチとして2つの方向性がある．

すなわち，1つはLTEおよびLTE-

Advancedをさらに進化させていく

アプローチ，もう1つは全く新しい

無線アクセス技術（RAT：Radio 

Access Technology）＊9を導入するア

プローチである．前者は既存LTEシ

ステムとの後方互換性（バックワー

ドコンパチビリティ）を保持しなが

ら継続的に進化するものであるのに

対し，後者はLTEとの後方互換性を

維持するよりも，性能改善を優先さ

せるアプローチである． 

⑵ドコモのコンセプト（eLTE＋

New RAT） 

図3に示すように，ドコモの5Gの

定義に対する考えは，継続的なLTE/ 

LTE-Advancedの進化（eLTE：en-

hanced LTE）と新たに導入される

RAT（New RAT）との組合せであ

る．eLTEによって基本的なカバレッ

ジエリア＊10やブロードキャストな

どのサービスを提供しつつ，幅広い

周波数帯を用いた広帯域化に適した

New RATによって飛躍的な高速・

大容量化などの性能改善を実現する

コンセプトである．5Gでは，既存

の周波数帯でもシステム容量を改善

することができる非直交アクセス

（NOMA：Non-Orthogonal Multiple 

Access） [3]や，低遅延化を実現する

ための高速再送制御など，周波数帯

によらず適用可能な無線アクセス技

術も考えられている．これらの技

術を既存周波数帯に適用する場合，

LTEとの後方互換性を保持するこ

とが望ましく，eLTE的なアプロー

チが有望である． 

また，センチメートル波（3～

30GHz）やミリ波（30GHz以上）な

ど，これまで移動通信で使われてこ

なかった高周波数帯においては，十

分なカバレッジを確保しつつ性能改

善を図るため，無線パラメータの最

適化や多数のアンテナ素子を用いる

Massive MIMO技術[4]などを適用す

るNew RATの導入が必要である． 

一方，New RATを特に早い段階

で既存周波数帯に適用するには相応

のゲインが必要であり，かつLTE

と同一周波数で共存可能な設計と

することも考慮することが望まし

い． 

＊9 無線アクセス技術（RAT）：LTE，3G，
GSMなどの無線アクセス技術のこと． 

＊10 カバレッジエリア：1基地局当りの移動局
端末との通信を行うことができるエリア
（セル半径）．カバレッジが大きいほど設置
する基地局数を低減できる． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊7 METIS：5Gに関するEUの研究プロジェク
トで，期間は2012年11月～2015年4月．通
信ベンダ，通信事業者，大学などが参加． 

＊8 NGMN：モバイルブロードバンドのさらな
る発展を目指して要求条件や運用シナリオ
などを検討し，産業界に貢献することを目
的とした世界主要オペレータが主導する団
体． 
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New RAT

周波数

eLTE and/or New RAT

5G Radio Access ＝ eLTE ＋ New RAT

低い（既存の）周波数帯 高い（新しい）周波数帯

接続性やモビリティを確保 高速データレート伝送を高効率に提供＋

セルラー無線技術の
継続的発展

高い周波数帯の
有効利用技術

Massive（大規模） MIMOなど非直交アクセス（NOMA）など

ファントムセル（C/U分離），
低遅延化やM2Mなどを考慮したフレーム設計の最適化 など

使用周波数帯によらない技術発展

 
図3 ドコモの5Gの技術コンセプト 

⑶展開シナリオ 

このようなeLTEとNew RATの

組合せからなる5Gの展開シナリオ

の例を図4に示す．2020年をめざす

最初の5G導入時においては，大容

量化が必要な都市部エリアなどを中

心に5Gすなわち，eLTEおよびNew 

RATを展開する．ここで，eLTEと

New RATは，キャリアアグリゲー

ション（CA）＊11やDC（Dual Con-

nectivity）＊12技術[5]によって協調し，

カバレッジを確保しつつ大容量化を

実現する．将来的には5Gの展開エ

リアは都市部から郊外エリアまで幅

広く展開され，ミリ波などの非常に

高い周波数帯も必要に応じて追加さ

れていくようになることが想定され

る．このような2020年以降におけ

る5Gの進化を，以下では5G＋と呼

ぶ． 

4. 5Gの標準化戦略 
4.1 段階的な標準化 

アプローチ 
図5に示すように，ドコモでは

2020年での5Gの初期導入をめざし

ているが，それ以降においても5G＋

として継続的に進化していくものと

考えられる．2020年の5Gでは，既

存周波数帯，それまでに利用可能と

なる新周波数帯，およびアンライセ

ンスバンドが適用周波数帯の候補

として考えられる．一方，その先の

5G＋においては，ITU-R（Interna-

tional Telecommunication Union-Ra-

diocommunication sector）＊13におけ

るWRC（World Radiocommunica-

tion Conference）＊14-19の議論結果

などに応じて新周波数帯が追加され，

それに対応して無線やネットワーク

に適用する技術も拡張されていくこ

とが想定される． 

⑴段階的な標準化 

New RATの導入を2020年に実現

するためには，3GPPにおける最初

の規格の標準化を2018年末頃までに

完了する必要があると考えられる．

一方，ITU-Rの5G（IMT-2020）の

要求条件を満たす無線インタフェー

ス規格の標準化は，ITU-Rのスケ

ジュールに沿って3GPPでは2019年

末頃までに完了しておけばよい．

従って，段階的な標準化（前者が5G，

後者が5G＋に相当）が有効である．

このような段階的なNew RATの標

準化において，限られた時間で2020

年の導入に向けた最初の規格を完成

させるためには，最初から多くの機

能を盛り込むことよりも，将来的な

拡張性（フォワードコンパチビリ

行うための会議で，各国主管庁およびITU
に登録している事業者などの関係団体が出
席し，通常3～4年ごとに開催される． 

 
 

＊11 キャリアアグリゲーション（CA）：複数の
コンポーネントキャリアを用いて同時に送
受信することで，LTEとの後方互換性を保
ちながら広帯域化を実現する技術． 

＊12 DC：マスターとスレーブ2つの基地局に接
続し，それらの基地局でサポートされる複
数のコンポーネントキャリアを用いて送受
信することで，広帯域化を実現する技術． 

＊13 ITU-R：ITUの無線通信部門で，無線通信
に関する国際的な管理調整業務のほかに，
映像の主観品質評価にかかわる方法論の勧
告化を行っている． 

＊14 WRC：各周波数帯の利用方法，衛星軌道
の利用方法，無線局の運用に関する各種規
定，技術基準などをはじめとする国際的な
電波秩序を規律する無線通信規則の改正を

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al



 

 NTT DOCOMOテクニカル・ジャーナル Vol. 23 No. 4 11

LTE LTELTELTE2019年まで

2020年 eLTE LTELTELTE

5G

2021年以降
eLTE eLTEeLTEeLTE

New RAT

都市部エリア 郊外エリア

5G＋

5G＋

5G＋ 5G＋

New RAT New RAT New RAT

eLTEとNew RATの協調
（CA/DC）による大容量化

周波数帯域幅

周波数帯域幅

周波数帯域幅

New RAT

 
図4 5Gの展開イメージ 

2020 2025 2030

5G＋
5G

周波数

さらに幅広い
周波数帯を追加利用

無線技術のさらなる高度化
（さらに超多素子なMassive MIMOなど）

ピーク：数Gbps ピーク：10Gbps以上

2020年までに利用可能な
周波数帯を利用

（既存バンド含む）

5G New RATの導入
（eLTEとのCA/DCによる協調）

 
図5 5Gの初期導入と継続的な進化 

ティ）を重視した基礎設計をしっか

り行うことを優先する必要がある．

図6に示すように，5GはeLTEとNew 

RATの組合せによって構成されると

ともに，5G＋は5Gとの互換性を保持

しながら連続的に進化する．これは

4GにおけるLTEとLTE-Advancedの

互換性の関係と同様である． 

⑵5G，5G＋におけるeLTEとNew 

RATの役割 

前述したように，5GではMBBの

拡張とIoTの双方がサービスのトレ

ンドとして考えられている．また，

5Gは大容量化が必要な都市部など

から順次エリアを拡大していく展開

となることが想定される．従って，

2020年の初期導入の段階では，図7

に示すように，New RATは都市部な
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New RAT

LTE

New RAT

eLTE eLTE

5G 5G＋4G

連続的な進化
連続的な進化

相互接続
（Interworking）

前方互換性

後方互換性

相互接続
（Interworking）

 
図6 4Gと5Gおよび5G＋との関係 

5G 5G＋

多数接続
M2M

高信頼
M2M

eLTE New RAT

多数接続
M2M

高信頼
M2M

eLTE New RAT

MBBの拡張MBBの拡張

“IoT” “IoT”

 
図7 eLTEとNew RATによる5Gサービスのサポート 

どで要求される高速・大容量といっ

たMBBの拡張を優先的にサポートし，

それを補う形で，面的なカバレッジ

を有するeLTEがさまざまなIoTに関

する機能，たとえば低コストなM2M

端末をサポートするための機能や，

高信頼性が要求されるM2M通信な

どの機能をサポートする．一方，将

来的な5G＋においては，New RAT

にも多くの機能が盛り込まれ，5G

時代の未知のサービスを含むさまざ

まなサービスやシナリオを順次サ

ポートしていくことが予想される． 

すなわち，2020年における5Gの

サービスはeLTEとNew RATの技術

の組合せによって実現されるとドコ

モは考えている．図8に，2020年の

初期導入をターゲットとした無線ア

クセス技術の候補を示す．これら技

術の詳細は本特集記事にて解説す

る． 
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大規模MIMO
ビームフォーミング

セル半径の拡張

周波数利用効率の改善

新信号波形
（干渉の局所化）

周波数

新無線パラメータと
TTI長の短縮

広い帯域幅と低遅延

LTE

New RAT

f

t

高効率無線
フレーム構成

セル間干渉の低減，
省エネ，高い拡張性

5G 5G 5G 5G 5G

5G
5G
＋ 5G

5G
＋＋

5G
＋

5G（2020）

5G（202X）

フレキシブルDuplex
（アンライセンスバンドの

利用含む）

eLTE
（周波数分割）

New RAT
（時間分割）

f

C/U分離
（CA，DC）

eLTE/ new RAT
（C/U-plane）

New RAT
（U-plane）

非直交アクセス
（NOMA on LTE）

多数接続を含む
セルラーの大容量化

Intentional 
non-orthogonality

f
NOMA

f
OMA

IoT/M2M関連の
LTEの拡張技術

端末の低コスト化，
長寿命化，など

New RATにおける候補技術 eLTEおよびeLTEとの協調を含む候補技術

時間

 
図8 2020年の5Gにおける候補技術 

4.2 3GPP Workshop on 5G
概要 

2015年9月に「3GPP Workshop on 

5G」会合が開催され，3GPPにおけ

る5G標準化が開始された．写真1に

その様子を示す．会合には，外部団

体（第5世代モバイル推進フォーラ

ム（5GMF：5G Mobile Communi-

cations Promotion Forum）など）か

らの寄書10件，各企業からの寄書

54件，複数企業による連名寄書3件

の発表が行われ，活発な議論，質疑

応答が交わされた．参加者は450名

を超え，5Gに対して各社から高い

関心が寄せられた． 

2020年の5Gサービス実現に標準

規格を間に合わせるため，ドコモで

は複数社の連名寄書およびドコモ単

独の寄書により段階的な5Gの標準化

アプローチを3GPPに提案した[6] [7]．

議論の結果，段階的な5G標準化の

アプローチについてはほぼコンセン

サスが得られたが，各段階で重視す

る技術の中身については，各社さま

ざまな意見があり今後も議論を継続

予定である．3GPPのRAN（Radio 

Access Network）議長によって標

準化スケジュールに関する方針（予

定）として以下がまとめられた[8]． 

・2015年9月から，チャネルモデ

ルの基本検討（SI：Study Item）

を開始（2015年12月までに高周

波数帯の状況を議論し，2016

年第1四半期からRAN WG1で

の検討を開始） 

・2015年12月から，5Gの要求条

件およびシナリオに関するSIを

開始 

・2016年3月から，5Gの技術に関

するSIを開始（SI開始までに，

段階的な標準化における機能や

議論対象の優先度付けについて
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写真1 3GPPワークショップの様子 

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 202x

Rel. 13 Rel. 14 Rel. 15

3GPP
標準化

ITU-R
標準化

5G＋サービス開始5Gシステム開発 5Gサービス開始

要求条件 提案募集

WRC19WRC15

WIs

技術SI

WIs

要求条件SI

チャネルモデルSI

Rel. 16

規格化

 
図9 標準化スケジュールの想定（見込み） 

合意形成を図る） 

・2018年9月までにNew RATの

Phase I仕様（Release15）を完

成 

・2019年12月までにNew RATの

Phase II仕様（Release16）を

完成 

以上より想定される5Gおよび5G＋

のスケジュールを図9に示す．New 

RATのPhase I仕様を含む5Gが2020

年に導入され，Phase II仕様はITU-R

の要求条件を満たすとともに，5G＋

として数年後に展開されていくイ

メージである． 

5. 5G関連活動の概要 
5.1 国内外の5G動向 
数年前より5Gに対する検討機運が

世界的に高まり，複数の国際的な団

体や，各国各地域での5G研究団体

にて5Gに関する基本的な検討が進め

られている． 

・ITU-R 

ITU-RではWP 5D（Working 

Party 5D）にて，5Gに相当す

る将来のIMTシステムをIMT-

2020と称し，実現すべき主要

な能力の抽出や，その定量的な

値についての取りまとめ作業が

進められている．今後，要求条

件などの詳細検討を2016年2月

の会合より開始し，2020年中の

仕様完成を予定している． 
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・NGMN 

世界の通信事業者のアライア

ンスであるNGMNにおいても，

2015年3月に，5Gに向けたユー

スケース，要求条件および技術

候補に関するWhite Paperを発

表している[2]． 

・欧州におけるプロジェクト活動 

欧州はFP7（7th Framework 

Programme）と呼ばれるフレー

ムワークとして，2012年11月

に始まった産学連携プロジェ

クトMETISをはじめ，5GNow

（5th Generation Non-Orthogo-

nal Waveforms for Asynchronous 

Signalling），MiWaveS（Beyond 

2020 Heterogeneous Wireless 

Networks with Millimeter-Wave 

Small Cell Access and Backhaul-

ing），iJOIN（Interworking and 

JOINt Design of an Open Access 

and Backhaul Network Architec-

ture for Small Cells based on 

Cloud Networks）など，さまざ

まなプロジェクトにて5Gの研究

を推進している．特に，METIS

は，2015年4月のプロジェクト

完了までに30を超える成果物

（Deliverables）を公開し，研究

コミュニティにおける5Gのコ

ンセプト形成に貢献している．

また，欧州委員会＊15は2014年

からの7年間で公的資金800億

ユーロを投じて研究開発・イノ

ベーションを促進する枠組みと

してHorizon2020を発表し，そ

の中で5G関連のプロジェクト

調整を行う機関として，2013年

12月に5G-PPP（Public Private 

Partnership）が設立された． 

・アジアにおけるプロジェクト活

動 

アジアでも5G関連のプロジェ

クトによって5Gの検討が推進さ

れている．中国は「IMT-2020

（5G）推進組（IMT-2020 (5G) 

Promotion Group）」と「FuTURE 

Mobile Communication Forum」

の2つの組織，および中国の国

家プロジェクトである863計画・

5Gプロジェクトを立ち上げてい

る．韓国においても産学官で5G 

Forumを発足し，2015年3月に

白書を発表するに至っている． 

・日本における活動 

日本においても，世界的な5G

検討機運の高まりに応じて，日

本としての2020年代の移動通

信展望や技術展望をとりまとめ，

ITU-R WP5Dへの寄与や各地

域の5G検討団体との連携など，

国内外での5Gの推進に向けた活

動が開始されている．特に，東

京での夏季オリンピック／パラ

リンピック開催にあわせた，5G

移動通信システムの2020年導入

に向け，産学官での協力による

活動が進められている．2013年

9月に，電波産業会（ARIB：

Association of Radio Industries 

and Business）＊16の高度無線通

信研究委員会配下に20B AH

（2020 and Beyond Ad Hoc）が

設立され，検討結果をWhite 

Paperとしてとりまとめ公開さ

れている[9]．さらに，2014年9

月に総務省の主導により，5GMF

が発足し，無線アクセス技術を

はじめ，ネットワーク技術，さ

らにアプリケーション分野まで

を対象に検討を進めている[10]．

5GMFでは，2017年より5Gの

総合実証実験を実施する予定で

ある． 

5.2 ドコモにおける活動 
ドコモでは，LTEの商用サービス

が開始された2010年頃から5Gに関

する検討を開始し，前述のさまざま

な5G関連プロジェクトにおいて積

極的に参画してきた．また，ドコモ

の5Gの技術コンセプトを可視化し

つつ，5Gシステムにおける候補技

術による大容量化を評価する目的で，

2012年よりリアルタイムシミュレー

タの開発を進めてきた．図10に示す

ように，5Gにおける無線アクセス

技術，広帯域化，スモールセル＊17

の組合せによって，実際の東京の都

市環境を模擬したモデルにおいて，

LTEのマクロセル＊18環境と比較して

1,000倍以上の大容量化を実現でき

ることを示し，CEATEC Japan＊19 

2013において，総務大臣賞を受賞

した． 

5Gの伝送実験としては，2012年

12月に東京工業大学との共同研究で，

世界初の屋外移動環境での10Gbps

伝送に成功している[11]．さらに，

2013年より世界の主要ベンダとの個

別協力による5G実験を開始し，2015

百メートルから数十キロメートルの通信可
能エリア．通常，鉄塔上やビルの屋上など
にアンテナが設置される． 

＊19 CEATEC Japan：アジア最大規模の映
像・情報・通信の国際展示会． 

 

＊15 欧州委員会：欧州連合の政策執行機関．委
員会は法案の提出，決定事項の実施，基本
条約の支持など，日常の連合の運営を担っ
ている． 

 
 
 
 

＊16 電波産業会（ARIB）：日本における通信・
放送分野における電波利用システムに関す
る標準規格の策定などを行う総務省所管の
社団法人． 

＊17 スモールセル：送信電力が小さく，マクロ
セルに比較して小さいエリアをカバーする
セルの総称． 

＊18 マクロセル：主に屋外をカバーする半径数
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ドコモ５Gスタジアム

都市部（新宿）モデル

スタジアムモデル

 
図10 5Gシミュレータによるデモイメージ 

年11月現在では計13社との実験協

力を合意するに至っている[12]．ま

た，NOMA技術の屋内外伝送実験[4]

や高周波数帯の電波伝搬測定[13]な

ど，ドコモ独自の実験にも取り組ん

でいる．さらに，5G時代のコアネッ

トワークについても検討を進めてい

る[14]．これら取組みの詳細につい

ても，本特集記事にて紹介する． 

6. あとがき 
本稿では，さらに高速・大容量な

MBBや，あらゆるモノが無線でネッ

トワークに接続するIoTといった，

さまざまなサービスを実現可能とす

る次世代移動通信システム5Gの研

究開発の取組みの概要について，世

界動向を交えつつ解説した．ドコモ

では2020年での5Gサービスの実現，

およびそれ以降の継続的な5Gの発

展（5G＋）に向けて，伝送実験や

来年以降本格化していく5Gの標準

化を推進していく． 
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NOMA 信号波形 無線アクセス技術（RAT） 

 

   

  

2020年のサービス実現に向けた5G技術特集  

5G無線アクセス技術  

スマートフォンの普及に伴い，データをより高速で低遅
延かつ高効率に提供することができるLTEサービスが急速
な広がりを遂げ，また，LTEをさらに発展させたLTE-
Advancedの世界的な展開が開始されている．しかし，今
後もさらなるユーザ体感品質の向上およびシステム性能改
善が必要であり，次世代移動通信システム「5G」の検討
が開始されている．本稿では5Gの無線アクセス技術につ
いて，技術発展の方向性および有望と考えられる要素技術
を概説する． 

  
  

1. まえがき 
移動通信システムにおける無線通

信方式は，1980年代に普及した第1

世代（1G）のアナログ音声通話

サービスからほぼ10年ごとに世代

が移り変わり，現在の第4世代（4G）

のLTE/LTE-Advancedへと進化し

てきた（図1）．また各世代を代表

する技術があり，3Gおよび4Gには

CDMA（Code Division Multiple Ac-

cess）＊1，およびOFDMA（Orthog-

onal Frequency Division Multiple Ac-

cess）＊2，MIMO（Multiple Input Mul-

tiple Output）＊3，などがあった．し

かし，「5G」はこれまでの世代と

違って，技術先行ではなく，超高速，

超大容量，超低遅延，超多数端末接

続および低消費電力化といった要求

が先にある．また，無線アクセス技

術が成熟しつつある中，これらの要

求条件を満たすには複数の要素技術

をいかにうまく組み合わせるかが重

要となる．本稿では，5G無線アクセ

ス技術の発展の方向性を，またモバ

イルブロードバンド（MBB：Mobile 

Broad Band）の拡張およびIoT（In-

ternet of Things）＊4時代に向けた5G

無線アクセスの要素技術について概

説する． 

2. 5Gへの無線アクセス
技術の発展 

2.1 超高速・超大容量化の
アプローチ 

5Gの具体的な要求条件として

LTEのサービスを開始した2010年

と比較して，100倍の超高速化や

1,000倍の超大容量化といった飛躍

的な性能改善が求められる[1]．この

うち，大容量化に対するソリューショ

ンとして図2に示すように周波数利

用効率＊5を向上させる技術（図2①），

さまざまな周波数帯における広い

周波数帯域幅を有効活用する技術

先進技術研究所 5G推進室 ベンジャブール アナス 

齊藤
さいとう
 敬佑
けいすけ
 齋藤
さいとう

 祐也
ゆう や

 
 
 

岸山
きしやま
 祥久
よしひさ
       

 
 

 

マルチパス干渉に対する耐性の高い高品質
伝送を実現する方式． 

＊3 MIMO：同一時間，同一周波数において複
数の送受信アンテナを用いて信号の伝送を
行い，通信品質および周波数利用効率の向
上を実現する信号伝送技術． 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊1 CDMA：同一の無線アクセスシステム帯域
内において，複数ユーザの信号を送信する
際に互いに異なる拡散符号を用いて送信す
ること． 

＊2 OFDMA：OFDMを用いた無線アクセス方
式．OFDMは高速データレートの広帯域信
号を多数の低データレートのマルチキャリ
ア信号を用いて並列伝送することにより，
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通
信
シ
ス

テ
ム
の

世
代

1980 2030

年代

超高速，超大容量，超低遅延，
超多数接続，低消費電力

5Gにおける代表的な技術？

1G（アナログ方式）

周波数分割多元接続（FDMA）

2G（GSM，PDCなど）

時間分割多元接続（TDMA）

3G（W-CDMA，CDMA 2000など）

符号分割多元接続（CDMA）

4G（LTE/LTE-Advanced）

直交周波数分割多元接続（OFDMA），MIMO

5G

OFDMAの拡張，NOMA，Massive MIMO

音声

大容量データ通信

音声およびショートメッセージ

音声およびデータ通信

 
図1 移動通信システムの進化および各世代における代表的な技術 

②スペクトラムの拡大

③ネットワークの高密度化

要求条件（1,000倍の大容量化）

①周波数利用効率の向上
NOMA

既存の周波数帯 高周波数帯／広周波数帯域幅

周波数

広帯域 超広帯域

Wi-Fi

④トラフィックのオフロード

スモールセルの高密度配置

LTE

New RAT

f
t

信号波形の設計

Massive MIMO/
ビームフォーミング

C-plane

U-plane

C/U分離

無線フレームの設計

現在の
容量

 
図2 5G無線アクセス技術の発展方向性 

（図2②），および高密度にスモール

セルを運用するための技術を組み合

わせる（図2③）アプローチが考えら

れる．これにより，例えばセル当り

の周波数利用効率（bps/Hz/cell）

（図2①），周波数帯域幅（Hz）（図2②），

単位面積当りのセル数（cell/km²）

（図2③）をそれぞれ10倍に向上す

ることができれば，単位面積当りの

無線通信容量（bps/km²）を1,000倍

にできる計算になる（図2の“キュー

ブ”の体積に相当）．また，無線LAN

 
 
 
 

＊4 IoT：さまざまな「モノ」がインターネッ
トやクラウドに接続され，制御・情報通信
される形態の総称． 

＊5 周波数利用効率：単位周波数当りに送信可
能な最大情報量．単位はbps/Hz． 
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既存の周波数帯

高い周波数帯

分離

C-Plane：マクロセルにより
モビリティおよび接続性を担保

マクロセル

U-Plane：スモールセルにより高い

データレートを適用し，より柔軟で効率の良
いネットワークオペレーションを展開

スモールセル

 
図3 C/U分離（ファントムセル）のコンセプト 

などへの高効率なオフロードなども

大容量化には有効なアプローチであ

り，相互補完的に導入することが考

えられる（図2④）． 

しかしながら，次世代の移動通信

システムにおいて周波数帯域幅をさ

らに拡張して有効的に活用するため

には，3Gや4Gで用いられている既

存の周波数帯に加えて，より高い周

波数帯を開拓していく必要があり，

また，セル数の増大はネットワーク

のコストや消費電力の増大を招くの

で，より効率的な構築および運用が

求められる．加えて，上記の通り周

波数利用効率をさらに向上させる必

要もあり，5Gでは創意工夫によっ

てこれらの目標を達成していく必要

がある． 

2.2 C/U分離（ファントム
セル） 

ドコモは，異なる周波数帯やRAT

（Radio Access Technology）＊6を連

携させるファントムセルのコンセプ

トを提案している[2]．これは，例え

ば図3に示すように，異なる周波数

帯を適用したマクロセル＊7とスモー

ルセル＊8との間において，制御信号

（C-Plane：Control Plane）＊9とデー

タ信号（U-Plane：User Plane）＊10

を分離するC/U分離を用いるネット

ワーク構成である． 

このファントムセルは，LTE-

Advancedのキャリアアグリゲーショ

ン（CA：Carrier Aggregation）＊11

の技術をベースとした高度化C-RAN

（Centralized Radio Access Net-

work）＊12 [3]アーキテクチャと同様に，

ハンドオーバ＊13などによるモビリ

ティ管理制御を複雑化することなく，

比較的高い周波数帯へも容易にセル

展開可能である．さらに，高度化

C-RANにはない点として，分散型

の基地局構成も含めてC/U分離を実

現する技術，すなわち異なる基地局

間でのCA技術への拡張も可能とし

ている． 

また，ファントムセルには，高い

周波数帯のスモールセルにおいて物

理的なセルID＊14を不要としながらセ

ルIDを仮想化するバーチャルセル技

術や，端末が高周波数帯のスモール

セルを高効率に発見（ディスカバリ）

する技術など，既存のLTE/LTE-

Advancedと比較して，より高度な

機能拡張が考慮されている[4]．これ

らのファントムセルに関連する要素

技術は，LTE-Advancedにおけるス

モールセルの拡張技術として，すで

に3GPP（3rd Generation Partner-

ship Project）ではDC（Dual Connec-

tivity）という名称で標準仕様が完

了している．このファントムセル

は低い周波数帯と高い周波数帯を

eLTE（enhanced LTE）とNew RAT

の組合せによってサポートする5G

無線アクセスのコンセプトにおいて

も基本となる考えである． 

2.3 New RATの設計 
⑴柔軟な無線パラメータのサポート 

5GではNew RATの導入により，

LTEとの非互換性を許容したうえ

で，性能の大幅な向上が求められる．

特に，10Gbps以上の伝送レート実

ちながら広帯域化を実現する技術． 
＊12 高度化C-RAN：マクロセルとスモールセ

ルを高度に連携させ，周波数利用効率を高
める技術． 

＊13 ハンドオーバ：通信中端末が移動に伴いセ
ルを跨る際，通信を継続させながら基地局
を切り替える技術． 

 

＊6 RAT：LTE，3G，GSMなどの無線アクセ
ス技術のこと． 

＊7 マクロセル：主に屋外をカバーする半径数
百メートルから数十キロメートルの通信可
能エリア．通常，鉄塔上やビルの屋上など
にアンテナが設置される． 

＊8 スモールセル：送信電力が小さく，マクロ
セルに比較して小さいエリアをカバーする

セルの総称． 
＊9 制御信号（C-Plane）：制御信号を扱うコン

トロールプレーンのこと． 
＊10 データ信号（U-Plane）：ユーザデータを扱

うユーザプレーンのこと． 
＊11 キャリアアグリゲーション（CA）：複数の

コンポーネントキャリアを用いて同時に送
受信することで，LTEとの後方互換性を保
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周波数LTE

New RAT

サブキャリア間隔拡大＆広帯域化

LTEとの非互換性を許容
サブキャリア間隔

シンボル長

 
図4 無線パラメータをスケーラブルに変えたNew RAT 

周
波

数

LTEのセル固有参照信号
（復調とモビリティ測定の双方に使用）

時間 時間

周
波

数

New RATのモビリティ測定用参照信号

データ信号
データ信号（ユーザ個別の
復調用参照信号を含む）

 
図5 無線フレームの高効率化 

現のため，数百MHzから1GHz以上

の広帯域化に加えて高い周波数帯の

サポートが求められる．しかし高い

周波数帯では，位相雑音＊15の影響

が顕著となるため，無線パラメータ

の最適化などにより位相雑音に対す

る耐性を高める必要がある．例えば，

LTEではサブキャリア＊16間隔が

15kHzのOFDMを信号波形として適

用しているが，図4のように高周波

数帯ではサブキャリア間隔を広げる

（OFDMシンボル＊17長を短くする）

ことで，位相雑音に起因するサブ

キャリア間の干渉の影響を小さくす

ることができ，位相雑音への耐性を

高めることができる． 

このような高い周波数帯向けの無

線パラメータの実現方法として，使

用する周波数帯によってスケーラブ

ルに変えたものを用いる設計も有力

である．そのメリットとして，LTE

とNew RATの双方に対応する（Dual 

mode）端末や，低い周波数帯と高

い周波数帯の双方へ同時接続する

（DC）端末の実装が比較的容易とな

ることなどが挙げられる．また，

OFDMシンボル長の短縮によりパ

ケット伝送の送信区間（TTI：Trans-

mission Time Interval＊18）も同時に

短縮することができ（図2左下），無

線アクセス区間の遅延を低減するこ

とも可能である． 

⑵高効率な無線フレーム構成 

New RATでは，高効率な無線フ

レーム構成が必要とされている．例

えば，図5に示すように，LTEでは

時間および周波数軸に幅広く分散的

にマッピングされたセル固有参照信

号（CRS：Cell-specific Reference 

Signal）を用いてデータの復調および

モビリティのための測定が行われる．

しかしながら，CRSは基地局が送信

するデータトラフィックがない時に

も常時送信されるため，エネルギー

の無駄になるとともに，都市部のよ

＊14 セルID：セルごとに付与される識別情報． 
＊15 位相雑音：局部発振信号における搬送周波

数以外の周波数成分によって発生する位相
変動． 

＊16 サブキャリア：OFDMなどのマルチキャリ
ア伝送において信号を伝送する個々の搬送
波のことをいい，副搬送波とも呼ばれる． 

＊17 OFDMシンボル：伝送するデータの単位で

あり，OFDMの場合は複数のサブキャリア
から構成される．各シンボルの先頭には
CPが挿入される． 

＊18 TTI：トランスポートチャネルで伝送され
る1データ当りの伝送時間． 
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 カバレッジ拡張，
伝搬遅延

伝搬チャネル変動

高速移動環境

MTC

新しい周波数

 ショートパケット，
非同期アクセス

 高周波数帯

MBB IoT

マクロセル

 
図6 5GにおけるMBBおよびIoT関連シナリオの一例 

うに多数のセルが高密度に存在する

環境では他セルへ与える干渉にもなる． 

そこで，New RATでは，モビリ

ティ測定に必要な最低限の参照信号

を，比較的長周期かつ局所的に送信

することで，データトラフィックが

ない場合には無送信になるような高

効率な無線フレーム構成が検討され

ている．この際，復調に用いる参照

信号は，ユーザ個別にデータ信号の

中に多重される．また，TTI長の短

縮により，データ信号をより短時間

で送信することができ，消費電力を

抑える効果も期待される． 

また，将来的にNew RATを用いて

多様なシナリオ（端末間通信（D2D：

Device-to-Device）＊19，無線バック

ホール＊20，マルチホップ通信＊21な

ど）をサポートすることを考慮する

と，上下リンク間で対称性の高い無

線フレーム構成が望ましいと考えら

れる． 

3. 5G無線アクセスの
要素技術 

5Gにおける有力な無線アクセス

の要素技術について以下に概説する．

なお，Massive MIMO＊22技術につい

ては本特集号の別記事で紹介するた

め本稿では割愛する． 

3.1 信号波形 
信号波形観点では，5Gシステム

では図6のようにMBBおよびIoT関

連シナリオがターゲットになってお

り，MBB向けにはマクロセルにお

けるカバレッジ拡張や伝搬遅延への

対策，高周波数帯への拡張，高速移

動環境における伝搬チャネル変動に

対するロバスト性が，IoT向けには

マシンタイプコミュニケーション

（MTC：Machine Type Communica-

tions）＊23におけるショートパケット

伝送や非同期アクセスのサポートが

要求される． 

また，図7のように5Gでは周波数

帯および周波数帯域幅や適用環境に

応じて異なる無線パラメータや信号

波形を適用するアプローチが有力で

あると考えられる．例えば5Gでは，

OFDMをベースとしたマルチキャリ

ア伝送＊24が有力な信号波形の候補で

あり，可変的な無線パラメータの適

用によって幅広い周波数帯をサポー

トすることができるものと考えられ

る．しかしながら，ミリ波（30GHz

以上）のような非常に高い周波数帯

では超広帯域化（数GHz程度の帯域

幅など）をサポートする観点から

OFDMと比較してカバレッジの観点

で優れるシングルキャリア伝送＊25

なども候補になると考えられる．5G

でベースと考えられるOFDM伝送は，

MIMOとの親和性が高く，広帯域伝

送におけるマルチパス＊26環境で高

い周波数利用効率を実現可能であり，

＊24 マルチキャリア伝送：複数の搬送波に複数
のデータを変調して送信する伝送方式．
LTEおよびLTE-AdvancedではOFDM方式
が用いられる． 

＊25 シングルキャリア伝送：データなどの信号
を伝送する際，1つの搬送波に変調して伝
送する方式． 

 

＊19 端末間通信（D2D）：端末どうしが基地局
を介さずに直接データのやりとりを行う通
信方法． 

＊20 無線バックホール：基地局間の通信を無線
リンクにより実現すること． 

＊21 マルチホップ通信：2台の端末が直接通信
できない場合に，他の端末を中継器として
機能させて通信を行うこと． 

＊22 Massive MIMO：超多素子のアンテナを利
用する大規模MIMOのこと．高い周波数帯
ではアンテナ素子サイズを小さくすること
ができるため，5Gでの実用化が期待され
ている． 

＊23 マシンタイプコミュニケーション（MTC）：
マシン型通信．人間による通信操作を介在
しない機械通信の3GPPにおける総称． 
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New RATの信号波形

OFDMベース
信号波形の拡張

（シングルキャリアなど）

周波数

3～6GHz 6～30GHz 30GHz以上3GHz以下

周波数帯

帯域幅 （例）200MHz以下 （例）200～1,000MHz （例）1,000MHz以上

可変的な無線パラメータの適用により
幅広い周波数帯をサポート

 
図7 各周波数帯における候補信号波形の一例 

時間

信
号

振
幅

F-OFDM

UF-OFDM

CP-OFDM
FBMC
UF-OFDM
F-OFDM

CP-OFDM

FBMC

電
力

ス
ペ

ク
ト

ル
密

度

サブキャリアインデックス

帯域外輻射 帯域外輻射

信号波形の
時間広がり

⒜周波数領域波形 ⒝時間領域波形

 
図8 各信号波形の時間／周波数波形 

OFDM，もしくはOFDMをベースと

した新たな信号波形によりさまざま

なサービスをサポートすることが有

望視されている．そのため，信号波

形には，「高い周波数利用効率」「周

波数／時間領域波形の高い局在性

（送信信号の帯域外／時間外への広

がりの抑圧によるガードバンド低

減）」「サブキャリア間の高い直交性

（チャネル推定＊27方法やMIMOのよ

うな他の技術との親和性など）」が

要求される．この要件を実現するた

め，OFDM信号にフィルタを適用す

る新たな信号波形が検討されている．

以下では5Gに向けた新たな信号波形

候補である，FBMC（Filter Bank 

Multicarrier），UF-OFDM（Univer-

sal Filtered OFDM），F-OFDM（Fil-

tered OFDM）に関して概説する．

図8に，LTEの下りリンクですでに

導入されている，サイクリックプレ

フィクス（CP：Cyclic Prefix）＊28

を適用するCP-OFDM，および5Gの

新たな信号波形候補の周波数／時間

領域の波形を示す． 

①FBMC 

FBMCは，サブキャリア単位で

フィルタを適用する．サブキャリ

ア間の直交性を保持するために急

峻な周波数特性を有するフィルタ

を適用するが，帯域外輻射＊29は

他の信号波形と比較して小さい．

一方で，時間領域では信号波形が

広がるためショートパケット適用

時のオーバヘッド増大や遅延時間

の増大が懸念される． 

＊29 帯域外輻射：通信のために割り当てられた
周波数帯域の外部への電力の放射． 

 
 
 

＊26 マルチパス：送信機から送信された電波
が，建物や地形などの障害物によって反
射・回折し，複数の経路を通じて受信機に
到達する現象． 

＊27 チャネル推定：信号が無線チャネルを経由
した際に受けた減衰量および位相回転量な
どを推定すること．得られた推定値（チャ
ネル情報）は，受信側でMIMOの信号分離

やデータ復調およびフィードバックする
チャネル情報の算出などに用いられる． 

＊28 サイクリックプレフィクス（CP）：OFDM
信号などにおいて，マルチパスなどに起因
する前後シンボル間の干渉を抑圧するため
に，シンボル間に設けられたガードタイム． 
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②UF-OFDM 

UF-OFDMは，サブバンド＊30単

位でフィルタを適用する．各シン

ボルにCPは挿入せず，代わりに

ガード区間（無送信区間）を挿入

することでシンボル間干渉を回避

する．FBMCと比較して帯域外輻

射は増大するが，時間波形の広が

りは小さく，ショートパケットや

非同期アクセスへの適用，遅延時

間の短縮に有効である． 

③F-OFDM 

F-OFDMは，CPを保持したま

まサブバンド単位でフィルタを適

用する．CPを挿入するため無送信

区間は不要であり，UF-OFDMと

比較してフィルタ長の長いフィル

タが適用可能となるが，FBMCと

比較して時間波形の広がりは小さ

くすることができる．フィルタ端

がCP区間を超えるためにシンボル

間干渉が発生するが，適切なフィ

ルタを選択することでその影響は

小さく抑えることが可能となるた

め，UF-OFDMと同様にショート

パケットや非同期アクセスへの適

用，遅延時間短縮に有効である． 

ドコモでは，2020年の5Gサービ

ス提供をめざし，標準化および商用

開発を迅速に進めるために世界の主

要ベンダ13社と協力して5Gの検討

を精力的に進めており[5]，新しい信

号波形の検討として，アルカテル・

ルーセントとはFBMCやUF-OFDM，

ファーウェイとはF-OFDMに関す

る検討および実証実験を共同で実施

している．また，ドコモ欧州研究所

と，信号波形の比較評価やMIMOと

の親和性などの詳細な検討を共同で

進めている[6]． 

3.2 ダイナミックTDDと 
フレキシブル・デュー
プレクス 

4Gまでの移動通信システムは，

基本的に上下リンクを周波数領域で

分割するFDD（Frequency Division 

Duplex）＊31方式もしくは時間領域で

分割するTDD（Time Division Du-

plex）＊32方式のいずれかが適用され

るシステムであった．しかしながら，

5Gで想定される幅広い周波数帯を

用いる移動通信では，異なる複信

（デュープレクス）方式が各周波数

帯に適用される可能性があり，より

柔軟に両方式をサポートする「フレ

キシブル・デュープレクス」の実現

が要求されるものと考えられる．こ

のため，TDDにおいて上りサブフ

レームと下りサブフレームとの構成

（DL/UL configuration）を動的に

変化させるダイナミックTDDへの

拡張や異なる周波数帯でC/U分離を

行うファントムセルのコンセプトを

複信方式の差異によらず柔軟にサ

ポートできることが望ましい．従っ

て，FDD，TDD，もしくはTDD DL 

onlyやTDD UL only（片方向下りリ

ンクまたは上りリンクのみ）といっ

た通信リンクの柔軟な選択や同時接

続に加え，電波免許不要な周波数帯

（Unlicensed band）を含む周波数帯

の適応的な選択やCA/DCを実現し

ていく技術，それらに伴い課題とな

る上下リンク間の干渉対策技術など

が，5Gにおける「フレキシブル・

デュープレクス」の要素技術として

考えられる． 

3.3 NOMA 
⑴概 要 

これまでの移動通信システムにお

ける多元接続法は，1GではFDMA

（Frequency Division Multiple Ac-

cess）＊33，2GではTDMA（Time Di-

vision Multiple Access）＊34，3Gでは

CDMAと進化してきた．4Gはさら

にサブキャリア間の直交性を利用し

たOFDMAが用いられている．これ

に対し，5Gで検討されている非直

交多元接続（NOMA：Non-Orthog-

onal Multiple Access）は，下りリ

ンクに適用する場合はセル内の複数

のユーザへの信号を基地局側で同一

の無線リソース上に多重し，同時に

送信する多元接続法である．これに

より，さらなる周波数利用効率の向

上が期待でき，LTE-Advancedや

5Gの要素技術として有望視されて

いる[7]．NOMAではOFDMAにおけ

る隣接する周波数軸方向のリソース

と直交性を保ちつつ，さらに新たな

電力軸方向でユーザを意図的に非直

交で多重させる． 

⑵基本原理 

図9にNOMAの基本原理を示す．

下りリンクを対象にセル内に存圏す

るユーザ（UE：User Equipment）の

うち，基地局に近く受信品質の良い

セル中央ユーザの端末（図9のUE₁）

＊33 FDMA：同一の無線アクセスシステム帯域
内において，複数ユーザの信号を送信する
際に互いに異なる周波数を用いて送信する
こと． 

＊34 TDMA：同一の無線アクセスシステム帯域
内において，複数ユーザの信号を送信する
際に互いに異なる時間を用いて送信するこ
と． 

＊30 サブバンド：周波数帯域全体を分割した周
波数単位． 

 
 
 
 
 
 

＊31 FDD：上りリンクと下りリンクで，異なる
キャリア周波数，周波数帯域を用いて信号
伝送を行う方式． 

＊32 TDD：上りリンクと下りリンクで，同じ
キャリア周波数，周波数帯域を用いて時間
スロットで分割して信号伝送を行う方式． 
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図9 NOMAの基本原理 

とセル端付近の受信品質の悪いユー

ザの端末（図9のUE₂）をペアとし

て選択し，同じ時刻の同じ周波数リ

ソースを使って多重して基地局から

送信する．ここで，UE₂宛ての信号

に対しては，より多くの電力を割り

当てるのに対し，UE₁宛ての信号に

は少ない電力を割り当てる． 

受信側に着目すると，基地局に近

いUE₁にはUE₁宛てとUE₂宛ての信

号が多重されて届くためユーザ間干

渉が生じるが，2つの受信信号の間

に一定の電力差があれば簡易な干渉

除去処理により信号分離が可能とな

る． 

①例えば，基地局に近いUE₁にお

いて受信電力の強いUE₂宛ての

信号のみをまず復号し，この復

号した信号を用いてUE₂の信号

の複製（レプリカ＊35）を作成

し，受信信号から差し引くこと

でUE₁宛ての信号を分離，復号

することが可能となる． 

このような信号分離処理は逐

次干渉キャンセル（SIC：Suc-

cessive Interference Cancella-

tion）＊36と呼ばれ，3Gから検討

されてきたが端末側で高度な処

理能力が要求されるため実現が

難しかった．しかしながら，昨

今の端末性能の急速な向上に伴

い，実用化が期待されている技

術である． 

②一方でUE₂に着目すると，干渉

信号に当たるUE₁宛ての信号に

は低い送信電力が割り当てられ

ているため，SICを適用せず直

接UE₂宛ての信号を復号できる． 

また，NOMAは基地局のス

ケジューラにおいてサブフレー

ム＊37単位で動的にNOMA適用

要否を選択できるため，既存の

LTE/LTE-Advanced端末をサ

ポートするネットワーク上での

共存も可能である．また，LTE

で適用されているような技術と

の組合せも可能となる．例えば，

LTEで導入されているMIMOと

NOMAを組み合わせることで，

送信アンテナ数以上のデータス

トリーム＊38数を多重すること

ができ，システム性能を向上さ

せることができる． 

⑶シミュレーション評価および伝送

実験 

NOMAに関して，ドコモはその

有効性を明らかにすることを目的に，

シミュレーション評価や試作した実

験装置を用いた伝送実験を実施して

きた[8]～[11]．本研究では無線フレー

ム構成はLTE Release 8をベースと

しており，ユーザのプリコーディン

グ行列＊39を基地局側へとフィード

＊38 データストリーム：MIMO伝送などの並列
伝送を行う場合の個々のデータ系列．例え
ば，2×2MIMO適用時の最大データスト
リーム数は2となる． 

＊39 プリコーディング行列：送信信号の位相や
振幅を制御するためのプリコーディング
ウェイトに基づく行列． 

 

＊35 レプリカ：特定された送信信号の推定値に
対する受信信号を再生したもの． 

 
 
 
 
 
 

＊36 逐次干渉キャンセル（SIC）：複数の信号が
合成された受信信号から1つずつ信号を検
出，キャンセルしながら信号分離を行う方
法． 

＊37 サブフレーム：時間領域の無線リソースの
単位であり，複数のOFDMシンボル（LTE
では14 OFDMシンボル）から構成される． 

 

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al



5G無線アクセス技術 

 26 NTT DOCOMOテクニカル・ジャーナル Vol. 23 No. 4 

-5

0

5

10

15

20

25

30

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

R
eq

ui
re

d 
SN

R
 o

f 
ce

ll
 c

en
te

r 
U

E
 

fo
r 

ac
hi

ev
in

g 
B

L
E

R
 o

f 
10

-1
 (

dB
)

Power ratio of cell center UE (P1)

UE1：64QAM（R＝0.50）
UE2：QPSK（R＝0.49）

OMA（R＝2）

OMA（R＝1）

R1：R2＝1：1

R1：R2＝2：1

R1：R2＝2：2

セル中央ユーザの多重電力比（P1）

セ
ル

中
央
ユ
ー

ザ
の

B
LE

R
が

10
-1
を
満

た
す
所

要
S

N
R
（

dB
）

30

25

20

15

10

5

0

－5
0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

 
図10 NOMAのリンクレベルシミュレーション評価結果 

バックしないTM3（Transmission 

Mode 3）とフィードバックするTM 4

（Transmission Mode 4）について評

価する． 

①シミュレーション評価 

図10にCWIC（CodeWord level 

SIC）＊40受信機を適用した場合に

おける，セル中央ユーザの多重電

力比（P₁）に対してCWICを適用
するセル中央ユーザのブロック誤

り率（BLER：BLock Error Ratio）

が10-¹を満たす所要SNR（Signal 

to Noise Ratio）＊41を示す．多重

ユーザ数を2とし，LTE TM3[12]

に基づく2-by-2開ループ（ユーザ

端末からのフィードバック情報が

不要な）SU（Single User）-MIMO＊42

を適用した．各ユーザの変調方式

および符号化率（MCS：Modula-

tion and Coding Scheme）＊43は，セ

ル中央ユーザは64QAM（Quad-

rature Amplitude Modulation）＊44

（符号化率：R＝0.5），セル端ユー
ザはQPSK（Quadrature Phase 

Shift Keying）＊45（R＝0.49）とし
た．また，NOMAとMIMOを組み

合わせるために各ユーザに対す

る受信品質に応じて決定される

MIMOの送信ストリーム数（送信

ランク）の組合せが複数存在する．

本研究ではセル中央ユーザおよび

セル端ユーザのランクの組合せで

ある（R₁：R₂）は1：1，2：1，
2：2の3種類とした．また，比較

対象としてLTEで適用されてい

るOMA（Orthogonal Multiple Ac-

cess）＊46を適用した場合の特性を

示す．結果より，P₁が0.4より大

きい領域においてユーザ間干渉の

影響が増大し所要SNRの増大が

見られるが，NOMA多重時に適

用される確率が高い多重電力比で

あるP₁が0.2から0.4の範囲では
OMA適用時とほぼ同等の所要

SNRを実現しており，CWICが高

い干渉除去性能を有していること

がわかる． 

②NOMAのシステムレベル評価 

表1に，OMAと比較したNOMA

のスループット増大効果のシステ

ムレベル評価結果を示す．多重ユー

ザ数を2，アンテナ構成を2-by-2

とし，LTE TM3およびTM4[12]

を適用した．なお，ユーザ間干渉

は理想的に除去できることを仮定

し，リソース割当ておよびMCS

選択をサブバンド単位で行うサブ

＊45 QPSK：デジタル変調方式の1つ．位相の
異なる4つの信号を組み合わせることによ
り，同時に2bitの情報を送信可能． 

＊46 OMA：直交多元接続．隣接する時間・周
波数軸上のリソースがお互い干渉しあわな
い多元接続のこと．周波数軸上での直交多
元接続はOFDMAとなる． 

 

＊40 CWIC：干渉ユーザの信号を復号して干渉
レプリカ信号を生成し，干渉除去処理を適
用するSIC受信機． 

＊41 所要SNR：あらかじめ定められた誤り率以
下でMIMO信号分離を行うのに必要なSNR
（信号対雑音比）の最小値． 

＊42 SU-MIMO：1ユーザを対象に基地局および
端末間で複数のアンテナで複数の信号系統

を送り，多重化して送信する技術． 
＊43 変調方式および符号化率（MCS）：適用変

調を行う際にあらかじめ決めておく変調方
式と符号化率の組合せ． 

＊44 64QAM：デジタル変調方式の1つ．位相と
振幅の異なる64通りの信号を組み合わせる
ことにより，同時に6ビットの情報を送信
可能． 
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図11⒜ NOMA伝送実験装置の外観（屋内実験環境） 

表1 NOMAのシステムレベル評価結果 

  
2×2 MIMO，TM3 2×2 MIMO，TM4 

OMA NOMA ゲイン OMA NOMA ゲイン 

Case 1：サブバンドスケジューリン
グおよびサブバンドMCS選択 

セルスループット 21.375 27.053 26.56％ 21.97 27.866 26.84％ 

セル端ユーザスループット 0.472 0.633 34.11％ 0.544 0.777 42.83％ 

Case 2：サブバンドスケジューリン
グおよびワイドバンドMCS選択 

セルスループット 21.59 26.29 21.77％ 22.291 27.499 23.36％ 

セル端ユーザスループット 0.476 0.62 30.25％ 0.552 0.769 39.31％ 

Case 3：ワイドバンドスケジューリ
ングおよびワイドバンドMCS選択 

セルスループット 19.068 24.894 30.55％ 19.577 25.515 30.33％ 

セル端ユーザスループット 0.401 0.538 34.16％ 0.451 0.649 43.90％ 

バンドスケジューリング＊47およ

び全帯域を使って行うワイドバン

ドスケジューリング＊48を適用し

た場合の結果をそれぞれ示す．結

果より，いずれの場合においても

OMAと比較したNOMAゲインが得

られており，TM3およびCase 3

を適用した場合では，セルスルー

プットで30.6％，セル端スルー

プットで34.2％の改善が見られ，

NOMAがユーザスループットの

改善に有効であることがわかる． 

③伝送実験装置を用いた測定結果 

次に，試作装置を用いた屋内実

電波環境における実験結果を示す．

図11⒜にNOMA伝送実験装置を，

図11⒝に測定結果を示す．図11⒜

に示す通り基地局近傍にUE₁，基

地局から50m程度離れた地点に

UE₂（図外右奥）を静止させ，2-

by-2 SU-MIMOを適用した場合の

スループット特性を評価しており，

結果よりOFDMAと比較してNOMA

適用により約80％のゲインが得ら

れることが分かる． 

このような非直交性を用いた新し

い多元接続法は，国外のプロジェク

トや国際会議においてキートピック

として扱われており，近年高い注目

を集めている[13]．特に国際標準化

団体である3GPPでは，2015年4月

よりLTE Release 13のSI（Study 

Item）＊49として検討が開始されて

いる[14] [15]．また，ドコモ北京研究

所と，NOMAの下りリンクに加えて

＊49 SI：仕様作成における課題の検討作業． 
 
 
 
 
 

＊47 サブバンドスケジューリング：サブバンド
単位での平均チャネル品質指標（CQI：
Channel Quality Indicator）を基地局へ
フィードバックし，サブバンド単位で各
ユーザのリソース割当てやMCSを選択を
してスケジューリングする方法． 

＊48 ワイドバンドスケジューリング：全帯域の
平均CQIを基地局へフィードバックし，各

ユーザが全帯域を使用してユーザをスケ
ジューリングする方法． 
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図11⒝ NOMA伝送実験による測定結果の一例 

上りリンクの評価を共同で進めてい

る[7] [16]． 

3.4 IoT関連技術 
5GではMBBに加えてIoTのサポー

トも重要となる．しかし，IoTは要

求条件が異なるさまざまなカテゴ

リーが存在しており，それぞれのカ

テゴリーに応じた設計が必要となる．

特に，IoTの主なカテゴリーとして

mMTC（massive Machine Type Com-

munications）やURLLC（Ultra-Re-

liable and Low Latency Communi-

cations）が着目されている[13]． 

例えば，mMTCの例としてスモー

ルパケットを送信するような大量の

センサが挙げられる．mMTCの場

合，カバレッジ拡大や非同期通信を

サポートできる信号波形の設計に加

えて，同時接続端末数の向上のため

制御チャネル容量の向上を可能とす

る上りリンクのNOMA[16]や制御情報

を不要とする制御チャネルの設計

（例えば，データ送信の際に事前許

可を不要とするチャネルアクセス方

法（Grant free access）＊50）が重要

となる．また，URLCCの例として

自動運転などのサービスが挙げられ

る．URLCCをサポートするには5G

のNew RATによる低遅延化を十分

に生かすための高速な上下リンクの

切替えやモバイルエッジコンピュー

ティングがキー技術となる[17]．な

お，移動性が伴う自動車や電車など

の場合は，グループモビリティやモ

バイルバックホールの実現が重要と

なる[18]． 

4. あとがき 
本稿では，5G無線アクセス技術

のコンセプトやそれを実現するため

の要素技術について概説した．5G

の技術コンセプトでは，既存の低い

周波数帯からEHF（Extremely High 

Frequency）帯＊51までの幅広い周波

数帯を効果的に組み合わせて用いる

ことにより，帯域幅を拡大しながら

カバレッジ維持と容量向上を両立可

能としている．5GのNew RATは既

存周波数帯から高い周波数帯まで幅

広い周波数帯に対応できるように設

計される．今後は，周波数帯に応じ

たシステム性能を改善する技術や周

波数帯によらず適用可能な技術につ

いて検討することにより，周波数利

用効率の向上をめざしていきたい． 
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超多素子アンテナ 5G 

 

   

  

2020年のサービス実現に向けた5G技術特集  

5Gマルチアンテナ技術  

ドコモは超高速・超大容量な無線通信サービスの実現に
向けて，次世代移動通信システムである「5G」の研究開
発に取り組んでいる．5Gでは既存周波数帯よりも高い周
波数帯を利用することで，信号のさらなる広帯域化をめざ
している．しかしながら，高周波数帯では電波伝搬損失が
増大するため，5Gのマルチアンテナ技術では超多素子ア
ンテナを用いてアンテナ指向性を適応的に制御することで
伝搬損失を補償する．本稿では，5Gマルチアンテナ技術
について概説し，10Gbpsを超える超高速通信の実現性に
ついて明らかにする． 

  
  

1. まえがき 
ドコモは超高速・超大容量な無線

通信サービスの実現に向けて，「5G」

の研究開発に取り組んでいる[1] [2]．

5Gでは既存周波数帯よりも高い周

波数帯を利用し，信号帯域幅を広帯

域化することで通信速度のさらなる

向上をめざしている．しかしながら，

高周波数帯では電波伝搬損失が増大

するため，100素子以上のアンテナ

素子により構成される超多素子アン

テナの適用が，5Gマルチアンテナ技

術として検討されている[1]～[5]．超

多素子アンテナでは，アンテナ指向

性＊1を適応的に制御することで電波

伝搬損失を補償し，また，信号を空

間多重することで通信速度を向上さ

せることができる．本稿では，ドコ

モが世界的に先行して技術検討およ

び伝送実験を進めている[6]，5Gマ

ルチアンテナ技術における超多素子

アンテナの動作と効果，高周波数帯

における超多素子アンテナの技術課

題と実現に向けた取組みについて概

説し，最後に，超多素子アンテナを

用いる計算機シミュレーション結果

を示し，超高速通信の実現性を明ら

かにする． 

2. 超多素子アンテナの
動作と効果 

2.1 ファントムセルにおけ
る超多素子アンテナの
導入 

⑴ファントムセルによるC/U分離 

5Gの基本的なアーキテクチャと

して図1に示すファントムセルコン

セプトが提案されている[2]．ファン

トムセルコンセプトでは，従来のマ

クロセル＊2に新たにスモールセル＊3

（あるいは準マクロセル）をオーバ

先進技術研究所 5G推進室 須山
すや ま
  聡 

さとし
 奥山
おくやま

 達樹
たつ き
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いのうえ
 祐樹
ゆう き
 岸山
きしやま

 祥久
よしひさ
 

      
 

 

 

＊2 マクロセル：1つの基地局がカバーする半
径数百メートルから数十キロメートルの通
信可能エリア． 

＊3 スモールセル：送信電力が小さく，マクロ
セルに比較して小さいエリアをカバーする
セルの総称． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊1 アンテナ指向性：アンテナからの放射強度
（あるいは受信感度）の方向特性． 
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約12cm

： ：
： ：

約12cm

基地局当り256アンテナ素子を搭載

 
図2 Massive MIMOの導入効果 

高周波数帯
（SHF，EHF）

マクロセル

スモールセル
（準マクロセル）

C/U分離
接続

低周波数帯
（UHF）

超多素子アンテナ

 
図1 ファントムセルコンセプトとMassive MIMOの組合せ 

レイ＊4配置する．マクロセルでは既

存システムが用いる周波数（UHF：

Ultra High Frequency）帯（0.3～

3GHz）を用い，オーバレイしたセル

ではより高い周波数である低SHF

（Super High Frequency）帯（3～

6GHz），高SHF帯（6～30GHz）お

よびEHF（Extremely High Fre-

quency）帯（30～300GHz）を用い

る．さらに，マクロセルにより制御

信号（C-Plane：Control Plane＊5）

の接続リンクを確立し，オーバレイ

したセルによりユーザデータ（U-

Plane：User Plane＊6）に特化した

接続リンクを確立することでC/U分

離接続を実現する．マクロセルにお

いては，UHF帯を用いることでサー

ビスエリアを確保する一方，オーバ

レイしたセルにおいては高周波数帯

を用いることで信号を広帯域化し，

超高速通信を実現する． 

⑵超多素子アンテナの高周波数帯セ

ルへの導入 

10Gbpsを超える超高速通信を実

現するためには，数100MHzの帯域

幅が必要である．そのため，高周波

数帯の利用が検討されているが，周

波数が高くなるにつれて電波伝搬損

失が増大するという課題があり，そ

れを解決するため，超多素子アンテ

ナを高周波数帯のセルに導入する．

このような構成により，超多素子ア

ンテナで電波伝搬損失を抑えること

で高周波数帯の利用が可能となる．

また，超多素子アンテナをマクロセ

ルでアシストとして動作させること

も可能である． 

2.2 超多素子アンテナ 
によるBF効果 

⑴超多素子アンテナによるBF 

図2に示すように，20GHz帯の超

多素子アンテナとして，アンテナ間

隔が一様な平面アレーを用いた際

には，アンテナ素子間隔を0.5波長

（7.5mm）とすると，約12cm四方に

256素子を搭載可能であり，波長が短

い高周波数帯では同一面積当りの素

子数を大幅に増やすことができる．

超多素子アンテナでは，各素子から

送信（受信）される信号の振幅と位

相を制御することで，鋭いビーム

（アンテナ指向性）を生成すること

ができる．この処理はビームフォー

 
 
 

＊4 オーバレイ：マクロセルのエリア上に，ス
モールセルなどエリアの狭いセルを重ねて
配置すること． 

＊5 C-Plane：制御プレーン．通信の確立など
をするためにやりとりされる，一連の制御
処理を指す． 

＊6 U-Plane：ユーザプレーン．ユーザデータ
の送受信処理を指す． 
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図3 BFの効果 

ミング（BF：BeamForming）と呼

ばれ，その効果により電波伝搬損失

を補償することが可能となる． 

⑵BF効果 

全アンテナ素子で合計した送信電

力を33dBm＊7としたとき，3.5，10，

20GHz帯におけるBFの効果を図3に

示す．それぞれの周波数帯で超多素

子アンテナの大きさを20，40，80cm

四方としたときのビームの到達距離

を示している．素子数を同じで比較

すると周波数が高くなるにつれて到

達距離は短くなるものの，アンテナ

が同サイズであれば20GHzにおいて

も到達距離が大きくは減少しないこ

とが分かる．しかし10GHz帯におい

て100（＝10×10）素子のアンテナ

で490mまで飛ぶのに対し，20GHz帯

アンテナでは，同サイズで同程度の

到達距離を実現するためには400

（＝20×20）素子以上が必要となる．

そのため，周波数が高くなると素子

数が増えてコスト増となるので，超

多素子アンテナにおけるコスト対策

は，5Gマルチアンテナ技術の課題

の1つである． 

2.3 超多素子アンテナによる
ユーザ多重・空間多重 

⑴超多素子アンテナによるMassive  

MIMOの効果 

超多素子アンテナを用いるMIMO

（Multiple-Input Multiple-Output）＊8

伝送はMassive MIMOと呼ばれて

いる[7] [8]．図4のように，Massive 

MIMOでは超多素子アンテナを制御

することで伝搬損失補償により通信

可能なエリアを拡大できることに加

えて，各ユーザに異なるビームを向

けることで多数ユーザを同時接続さ

せるユーザ多重により，高周波数帯

セルのシステム容量を増大させるこ

とも可能である[9]．また，各ユーザ

に対して複数のストリーム＊9を空間

多重することで通信速度を向上させ

ることも可能である． 

ただし，これらを実現するために

は，ユーザ間あるいはストリーム間

で干渉が発生しないように送信機に

おいてプリコーディング＊10処理を

行う必要がある．さらに，高精度な

プリコーディングには，電波伝搬路

の情報であるチャネル情報（CSI：

Channel State Information）＊11が送

信機において必要であり，端末で推

定されたCSIを基地局にフィード

バックしなければならない．なお，

このCSIとTDD（Time Division Du-

plex）＊12のチャネル相反性＊13によっ

て得られるCSIを併用する方法も考

えられる[7]． 

⑵Massive MIMOの最適動作 

Massive MIMOのアンテナ素子数

は，BFとユーザ多重・空間多重に振

り分けられて活用されるため，アン

テナ素子数が一定の場合には，ユー

＊12 TDD：双方向の送受信方式の1つ．上りリ
ンクと下りリンクに同一の周波数帯を利用
し，異なる伝送時刻を割り当てることによ
り双方向通信を可能とする． 

＊13 チャネル相反性：双方向通信において，上
下リンクの受信信号が同一のチャネル変動
の影響を受けること． 

 

＊7 dBm：電力P［mW］とすると10log（P）
とした時の値．1mWを基準としたときの
相対値（1mW＝0dBm）． 

＊8 MIMO：同一時間，同一周波数において，
複数の送受信アンテナを用いて信号の伝送
を行い，通信品質および周波数利用効率の
向上を実現する信号伝送技術． 

＊9 ストリーム：MIMOに用いられる伝搬路の

チャネルに送信されるデータ列． 
＊10 プリコーディング：MIMOにおいて，送信

する前の信号に無線伝搬路に応じた重みを
あらかじめ乗算することで，受信品質を向
上させる処理． 

＊11 チャネル情報（CSI）：送受信間の無線伝搬
路を通過する際に送信信号が受ける減衰，
位相回転および遅延を表すパラメータ． 
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電波伝搬損失を補償して
セルのエリア拡大

多数ユーザの同時接続により
セル容量を増大

 
図4 Massive MIMOの導入効果 

ザ多重・空間多重の数を増やすとBF

効果は低下する．そのため，CSIに

合わせて適切にMassive MIMOを動

作させる必要がある．なお，ユーザ

多重・空間多重の数を減らす（BF

に振り分けるアンテナ素子数を増や

す）ことでBF効果（到達距離）を

向上させ，図1のように準マクロセ

ルを実現することも可能である．そ

れにより広域エリアをカバーするこ

とで，郊外などにおいても効率の良

いエリア構築が可能である． 

3. 高周波数帯Massive 
MIMOの技術課題と 
実現に向けての取組み 

3.1 高周波数帯Massive MIMO
の技術課題 

前述の通り，5Gにおいてシステ

ム容量および通信速度の大幅な向上

を実現するには，高周波数帯の利用

が必要となる．しかしながら，高周

波数帯においてMassive MIMOを導

入するためには以下のように技術課

題も多い． 

・超多素子アンテナの使用を前提

としたときの高周波数帯の電波

伝搬路の空間特性は十分に明ら

かになっていない[10]．また，

高周波数帯では伝搬損失に加え

て，障害物による遮蔽損失も低

周波数帯と比較して大きくなる

ため，携帯電話を持つときの人

体による遮蔽損失の影響も考慮

する必要がある[10]． 

・Massive MIMOを低コストで装

置化するためには，高周波数帯

の無線周波数（RF：Radio Fre-

quency）＊14回路およびベースバン

ド（BB：BaseBand）＊15処理回路

を，シリコンCMOS（CMOS：

Complementary Metal Oxide Sem-

iconductor）＊16集積回路（IC：

Integrated Circuit）などを用い

て，できるだけ1チップ化する

必要がある．ただし，最近は

EHF帯RF回路もシリコンCMOS

で実装できるようになっており，

高周波数帯を利用するための回

路的な条件は整いつつある． 

・高周波数帯における電力増幅器

の高利得化は技術的に難しいが，

Massive MIMOはアンテナごと

に電力増幅器を持ち，電力増幅

器当りに必要とされる送信電力

を非常に低くすることができる

ため問題にならない．一方，周

波数シンセサイザ＊17は位相雑

音＊18レベルが比較的高いため，

その影響を考慮して5Gではサブ

キャリア＊19間隔などの無線パ

ラメータを決定する必要がある． 

・アンテナ素子数分の超多数のRF

回路を用意する必要があるため，

小型化も重要な課題であり，ア

ンテナとフィルタの一体化など

についても検討が行われてい

る[11]．加えて，デバイスが小

さくなることにより高い加工精

度が要求されるという課題もあ

る．Massive MIMOでは超高密

度に回路を組み上げ・配線する

技術も必要であり，超高密度化

によりアンテナおよびデバイス

間の相互結合の影響が大きくな

るため，これを低減し，アンテ

ナ素子間の特性を一致させるた

めのキャリブレーション＊20も必

要となる． 

・数十素子程度のアレーアンテ

ナ＊21は，すでにアダプティブ

アレーアンテナ＊22やアクティ

ブアンテナシステム（AAS：

Active Antenna System）＊23など

の実現例もあるが，5Gでは高

周波数帯Massive MIMO基地局

を多数配置するため，従来と比

較して大幅な低コスト化を実現

する必要がある． 

るために，複数のアンテナ素子を配置する
ことなどによるアンテナごとの特性の偏り
をあらかじめ補正すること． 

＊21 アレーアンテナ：複数の素子を配列したア
ンテナのこと． 

 

＊14 無線周波数（RF）：無線信号の搬送波に使
用される周波数． 

＊15 ベースバンド（BB）：搬送波への変調前，
もしくは復調後の信号帯域のこと． 

＊16 CMOS：半導体回路の一種で，定常状態で
は電流がほとんど流れないため低消費電力
である． 

＊17 シンセサイザ：周波数や波形を変調して出

力する装置． 
＊18 位相雑音：局部発振信号における搬送周波

数以外の周波数成分によって発生する位相
変動． 

＊19 サブキャリア：OFDMなどのマルチキャリ
ア伝送において信号を伝送する個々の搬送
波のことをいい，副搬送波とも呼ばれる． 

＊20 キャリブレーション：適切に電波を放射す

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al



5Gマルチアンテナ技術 

 34 NTT DOCOMOテクニカル・ジャーナル Vol. 23 No. 4 

アンテナ素子

 
図5 集中配置するMassive MIMOアンテナの例（128素子） 

3.2 低SHF帯Massive MIMO
の実現に向けて 

⑴分散Massive MIMO 

Massive MIMOでは超多素子アン

テナの利用を前提としている．低

SHF帯では，100素子以上のアンテ

ナ素子を1カ所に集中して配置する

と，図3のようにかなり大きいサイ

ズとなる．そのため，高SHF帯超多

素子アンテナと同等のサイズになる

ように，小型の低SHF帯多素子アン

テナを複数の場所に分散して配置す

る分散Massive MIMOも実現方法の

1つとして考えられる． 

⑵利用環境による集中配置と分散配

置の組合せ 

集中配置する低SHF帯Massive 

MIMOでは，超多素子アンテナはビ

ルの屋上などに設置され，比較的高

い所から各ユーザに対して鋭いビー

ムを形成する．一方，分散Massive 

MIMOでは，遮蔽物の多いような環

境において，複数の小型多素子アン

テナから電波を放射することで遮蔽

の影響を緩和することができる．そ

れぞれの利用環境としては，郊外や

比較的大きい広場などでは集中配置

するMassive MIMOを，ショッピ

ングモールやビル街などでは分散

Massive MIMOを用いることが考え

られる．実際には，これらの集中配

置と分散配置を柔軟に組み合わせて

サービスエリアを構築する必要があ

り，それを実現する仕組みが重要で

ある． 

集中配置するMassive MIMOの技

術検証として，図5に示す128素子

の超多素子アンテナを用いた基礎伝

送実験を進めている[12]．また，分

散Massive MIMOの技術検証として，

図6に示すように柔軟なアンテナ構

成を可能とする小型の多素子アンテ

ナを，高密度に分散設置し，互いに

協調させる基礎伝送実験を進めてい

る[13]． 

3.3 高SHF帯・EHF帯 
Massive MIMOの実現に
向けて 

高SHF帯・EHF帯Massive MIMO

では，低SHF帯と比較して，信号が

さらに広帯域化され，アンテナ素子

数も増大する．低コスト化のために

は，Massive MIMOを実現する無線

機構成において工夫が必要になる． 

⑴フルデジタルMassive MIMO 

OFDM （ Orthogonal Frequency 

Division Multiplexing）＊24を用いる一

般的なMassive MIMO送信機の構成

を図7に示す．送信アンテナ素子数

と同数のデジタル・アナログ変換器

（DAC：Digital to Analog Convert-

er）やアップコンバータが必要とな

る．また，BB処理回路内の信号処

理として実現される逆高速フーリエ

変換（IFFT：Inverse Fast Fourier 

Transform）＊25やサイクリックプレ

フィクス（CP：Cyclic Prefix）＊26

を信号へ付与する処理も送信アンテ

ナ数だけ必要となる．この構成では，

周波数領域＊27においてCSIを用いて

デジタルプリコーディング処理が可

能となるため，フルデジタルMassive 

MIMOと呼ばれ，優れた性能を有す

る．ただし，高SHF帯・EHF帯では，

信号の広帯域化に対応した高価でか

つ消費電力が比較的高いDACやADC

（Analog to Digital Converter），高

性能化が難しい超多数の無線回路が

必要になるという問題がある． 

⑵ハイブリッドBF 

BFは電波の放射（到来）方向に

ビームを向けることから，ある程度

の性能劣化を許容したうえで全帯域

においてBFを共通化することも考

えられる．その際には，BF処理を

全サブキャリアで共通化することで

IFFT後にBF処理を移行することが

可能となり，デジタルプリコーディ

速処理が高速フーリエ変換（FFT）であ
り，その逆変換． 

＊26 サイクリックプレフィクス（CP）：送信機
から放射された電波は建物などで反射する
ため，受信機は複数の経路を経由した電波
を受信する（マルチパス）．CPはこのマル
チパスによる信号の干渉の影響を緩和する． 

＊22 アダプティブアレーアンテナ：複数素子の
位相を制御することで電波の到来方向に指
向性を持たせることが可能なアンテナ構成
である． 

＊23 アクティブアンテナシステム（AAS）：従
来独立していたアンテナ素子と無線装置を
一体化したシステム．一体化することで，
従来型と比較して高効率なシステムを提供

可能となる． 
＊24 OFDM：複数の搬送波にデータを分割し，搬

送波を互いに直交させて並列伝送する技術． 
＊25 逆高速フーリエ変換（IFFT）：離散化され

た周波数領域（＊27参照）の信号を離散化
された時間領域（＊28参照）の信号に変換
する逆離散フーリエ変換を高速に処理する
計算手法．離散フーリエ変換に対応する高
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分散アンテナの柔軟な構成

1ユニット 3ユニット 6ユニット 8ユニット

1ユニット内に複数素子

 
図6 小型多素子アンテナの分散配置構成 
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図7 OFDMを用いる一般的なMassive MIMOの送信機構成（フルデジタルMassive MIMO） 

ングにおけるBF処理のみを時間領

域＊28に移行することができる． 

Massive MIMO送信機を低コスト

で実現するため，図8および図9の

ように，デジタルプリコーディング

とアナログBFを組み合わせたハイ

ブリッドBFの構成が検討されてい

る[14] [15]．これはフルデジタル構

成においてBF処理のみを時間領域

に移行し，さらに，それをRF回路

内の可変移相器＊29で実現するアナ

ログBFに置き換えた構成である．

ハイブリッドBFでは，DACやアッ

プコンバータをビーム数L分だけ用
意すればよく，IFFTの数も減らす

ことができる． 

ハイブリッドBFには，図8に示す

全アンテナ素子を用いるフルアレー

型と，図9に示す一部のアンテナ素

子を用いるサブアレー型の構成が考

えられる．フルアレー型の方が加算

器＊30とより多くの可変移相器が必

要となるが，その分性能は高い． 

⑶アナログBFのみの構成 

最も簡単な構成として，アナログ

BFのみを用いる方法もある．アナ

ログBFのみであれば，デジタルプ

リコーディングが不要となるため，

BB処理回路を簡略できるというメ

リットがある．ただし，アナログ

BFで生成されるビーム間が直交す

るように狭ビームを生成しないと

ビーム間干渉を低減できないため，

ビームを減らし，各ビームを生成す

るアンテナ素子数を増やす必要があ

る．高SHF帯・EHF帯のアナログ

BFの可能性については，伝送実験

により検証を進めている[16] [17]． 

⑷ハイブリッドBFを動作させる 

FBCPアルゴリズム 

数100MHzの帯域幅で10Gbpsを超

える超高速通信を実現するためには，

複数ビームを用いてストリームを空

間多重する必要がある．このような

条件では，コスト面からハイブリッ

＊27 周波数領域：信号などの解析において，そ
の信号が各周波数においてどのくらいの成
分を持っているかを示すのに用いられる．
周波数領域の信号を逆フーリエ変換するこ
とで時間領域の信号に変換することができ
る． 

＊28 時間領域：信号などの解析において，その
信号が各時間においてどのくらいの成分を

持っているかを示すのに用いられる．時間
領域の信号をフーリエ変換することで周波
数領域の信号に変換することができる． 

＊29 可変移相器：電波の位相を特定の位相に変
化させるための機器． 

＊30 加算器：複数の電気信号を加算し出力する
ための機器． 
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図8 フルアレー型ハイブリッドBF 
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図9 サブアレー型ハイブリッドBF 

ドBF構成が適していると考えられ，

その具体的な動作アルゴリズムとし

て，FBCP（Fixed analog BF and 

CSI-based Precoding）を提案してい

る[18]．以下にアルゴリズムを示す． 

①角度で固定されたアナログBF

により空間的にビームを走査し，

端末において受信電力が高い順

にL個のビーム候補を選択． 
②選択されたアナログBFで生成

されたビームを用いて参照信号

を送信し，端末でCSIを推定． 

③CSIを基地局にフィードバックし，

それを用いてデジタルプリコー

ディングを実施し，通信を行う． 

上記のように空間的に走査するビー

ム候補のすべてで参照信号を送信す

るのではなく，選択されたビームで

参照信号を送信することで，参照信

号の挿入損を抑えることができる． 
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表1 シミュレーション諸元 

中心周波数 20GHz 

帯域幅 400MHz 

有効サブキャリア パイロット：32，データ：2,000 

アンテナ素子数 N T＝256，N R＝16 

ユーザ数 N U＝1，4 

総ストリーム数 M ＝16 

総ビーム数 L ＝16，32，64，128 

変調方式 QPSK※1，16QAM，64QAM，256QAM（w／AMC） 

チャネル符号化 ターボ符号※2 
符号化率R ＝1/2，2/3，3/4（w／AMC） 

フェージング※3 16パス 仲上・ライスフェージング※4 
（K ＝10dB） 

※1 QPSK（Quadrature Phase Shift Keying）：デジタル変調方式の1つ．位相の異なる4つの信号を組み合わせることにより，同時に2ビットの情報を送信可能． 
※2 ターボ符号：誤り訂正符号化技術の1つ．復号結果の信頼度情報を用いて，繰返し復号することにより，強力な誤り訂正能力が得られる． 
※3 フェージング：端末の移動やマルチパスなどにより，電波の受信レベルが変動すること． 
※4 仲上・ライスフェージング：マルチパスにおいて，基地局から直接（反射を経ないで）到来する電波が存在する（電波強度が強い）環境をモデル化したもの． 

4. 高SHF帯Massive 
MIMOによる超高速
通信の実現性評価 

高SHF帯Massive MIMOによる超

高速通信の実現性について，計算機

シミュレーションにより定量的に明

らかにする．シミュレーションでは，

20GHz帯256素子のアンテナによる

フルデジタルMassive MIMOと2種

類のハイブリッドBFの特性を比較

し，ハイブリッドBFではFBCPを

用いる． 

シミュレーション諸元を表1に示

す．受信アンテナ数は全ユーザで等

しく，総送信ストリーム数を16に

固定し，マルチユーザ（MU：Multi 

User）環境では各ユーザに均等に

割り当てる．各ユーザは図10に示

すように，シングルユーザ（SU：

Single User）環境では基地局の正

面に，MU環境ではユーザ数N U＝4

とし，基地局の正面方向に20°間

隔で配置する．また，表1に示す変

調方式と符号化率＊31の組合せにお

いて適応変調符号化（AMC：Adap-

tive Modulation and Coding）＊32を適

用し，256QAM（256 Quadrature Am-

plitude Modulation）＊33，符号化率R
＝3/4のとき，16ストリームMIMO

空間多重により最大31.4Gbpsの伝

送レートが実現できる． 

4.1 フルデジタルと2種類
のハイブリッドBFの
特性比較 

L＝N T＝256のフルデジタルMas-

sive MIMOと，2種類のアナログBF

構成を用いるハイブリッドBFのス

ループット特性を図11に示す．なお，

ハイブリッドBFではユーザ数N  U＝1

およびN U＝4の両方において選択す

るビーム数L＝32とし，N  U＝4では

全ユーザの合計スループットを示す． 

図より，フルデジタルと2種類の

ハイブリッドBFは，平均SNR（Sig-

nal to Noise Ratio）＊34が16dB以上

において20Gbps以上のスループッ

トを達成できることが確認できる．

特に，全ユーザ合計のスループット

はN  U＝1と比較してより低い平均

SNRで20Gbpsを達成できることが

わかる．これは，MU環境において，

ユーザ間の干渉を適切に低減し複数

ユーザに到来する強度の強い電波を

活用できるためである．また，フル

アレー型はサブアレー型より優れた

特性を達成しており，特にN U＝4で

顕著である．これは，フルアレー型

における1ビーム形成に利用される

アンテナ素子数が，サブアレー型よ

り多くビームが狭くなるためMU環

境においてユーザ間干渉の影響が小

＊33 256QAM：QAM（直交振幅変調）とは，
変調方式の1つであり，振幅と位相の双方
を利用して変調する方式．256QAMの場合
は256（2の8乗）種類のシンボルが存在す
るため，一度に8ビットを伝送可能である． 

＊34 SNR：雑音の電力に対する所望信号の電力
の比． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊31 符号化率：情報ビット数と，その情報ビッ
トを誤り訂正符号化した後のビット数との
比．例として，符号化率が3/4の場合は，
情報ビット数3に対し，誤り訂正符号化に
より4ビットを生成する． 

＊32 適応変調符号化（AMC）：変調方式と符号
化率の組合せを，伝搬環境に応じて適応的
に変更することで，伝送効率を高める方法． 
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図10 ユーザ配置 
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図11 平均SNRに対するユーザの合計スループット 
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図12 アナログBFの選択ビーム数に対するユーザの合計スループット 

さくなり，比較的少ないビーム数で

もユーザ間の干渉低減効果が得られ

るためであると考えられる． 

なお，N U＝1ではフルアレー型ハ

イブリッドBFとフルデジタルの特

性が同等程度であることから，ハイ

ブリッドBFは送信機のコストを抑

えつつ，フルデジタルと近いスルー

プットを実現できることがわかる． 

4.2 ハイブリッドBFに 
おけるビーム数Lの影響 

前節で述べたように，ハイブリッ

ドBFではスループットがビーム数L
に依存しており，Lを増やすことで
特性が改善する一方，低コスト化の

ためにはLは減らす方がよいため，
ビーム数の最適化が必要である．そ

こで，ビーム数Lに対するユーザの合
計スループットを図12に示す．ユー

ザ数はN U＝1，4とし，平均SNRは

15dBに固定した．なお，フルデジ

タルはアナログBFを行わないため，

Lと関係なく一定値を示す．また，
L＝128は低コスト化の観点では現
実的な値ではないが，ハイブリッド

BFがフルデジタルの特性に近づく

ことを確認するために評価した． 

図より，ハイブリッドBFはLの
増加に伴いフルデジタルに近い特性

となる．特に，MU環境ではLを
BFとユーザ多重に割り振るため，

N U＝4では，L＝16に比べてL＝32
で特性が大きく向上しており，今回

の環境ではL＝32程度で適切にユー
ザ間干渉を低減できる．なお，N U＝1

においてL＝128ではフルアレー型

のハイブリッドBFがフルデジタル

より高い特性を示しているが，これ

は本評価において，環境に応じて受

信品質を制御することを行っていな

いためと考えられ，制御した場合は

フルデジタルが最も高いスループッ
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トを実現する． 

以上より，超多素子アンテナを用

いたとき，20GHz帯において超高

速通信の実現性を明らかにし，パラ

メータを適切に設定したハイブリッ

ドBFがフルデジタルに近い特性を

実現できることを示した． 

5. あとがき 
本稿では，ドコモが世界に先駆け

て取り組んでいる5Gマルチアンテ

ナ技術について，超多素子アンテナ

の動作と効果，高周波数帯における

超多素子アンテナの技術課題と実現

に向けての取組みを概説した．また，

高周波数帯の超多素子アンテナを用

いる超高速通信に関するシミュレー

ションによる評価結果を示し，その

実現性について明らかにした．今後

は，超多素子アンテナを用いた屋外

伝送実験により超高速通信の可能性

の評価を行っていく． 
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電波伝搬特性 高周波数帯 5G 

 

   

  

2020年のサービス実現に向けた5G技術特集  

5Gのための電波伝搬  

現在ドコモでは，第5世代移動通信システム「5G」の検
討を精力的に進めている．本システムでは，高周波数帯の
利用を想定しているために，これら高周波数帯における伝
搬特性の明確化は，5Gのための電波伝搬研究における最
重要課題である．本稿では，電波伝搬の課題と検討状況に
ついて概説し，ドコモが実施したフィールド実験で得られ
た結果，および電波伝搬シミュレーション技術の検討結果
について解説する． 

  
  

1. まえがき 
現在，ドコモでは，図1に示す

ファントムセルコンセプト＊1に基づ

く第5世代移動通信システム「5G」

の無線アクセスネットワーク＊2の検

討を精力的に進めている[1]．本コン

セプトでは，「マクロセル＊3内にさ

まざまな形態のスモールセル＊4を積

極的に配置するオーバレイ＊5構成」

が前提となり，また，より広い帯域

幅を確保して超高速伝送を実現する

ために，高周波数帯である高SHF

（Super High Frequency）＊6帯（6GHz

以上）／EHF（Extremely High Fre-

quency）＊7帯（主に30～100GHz）の

利用を想定している．ここで，高周

波数帯におけるキャリア周波数＊8を

決定するためには各種伝搬特性の周

波数特性の明確化が必要であり，

5Gのための電波伝搬研究における

最重要課題である．本稿ではまず，

電波伝搬の課題と検討状況について，

5G関連プロジェクトの動向ととも

に概説する．次に，ドコモがこれま

でに実施したフィールド実験で得ら

れた結果の一部を紹介し，続いて，

将来必須となる高周波数帯における

電波伝搬シミュレーション技術の検

討結果について解説する． 

2. 電波伝搬の課題と
検討状況 

2.1 5Gにおける課題 
⑴検討対象周波数帯域 

5Gでは，高周波帯の利用が想定

されていることから，その伝搬特性

（伝搬損失＊9特性，マルチパス＊10特

性）を6～100GHzの範囲で明らかに

する必要がある．これまで，20～

30GHz帯および50～70GHz帯につ

いては，NYU（New York Univer-

sity）のグループや後述するMETIS

（Mobile and wireless communications 

Enablers for the Twenty‒twenty In-

先進技術研究所 5G推進室 今井
いま い
 哲朗
てつろう

   
 
 

北尾
きた お
 光司郎
こうしろう

  
 
 

トラン ゴクハオ 

大巻
おおまき
 信貴
のぶたか

   
 
 

 

おいて，1つの基地局アンテナがカバーす
るエリアであり，マクロセルはカバーされ
るエリアが比較的広いセル（半径500m程
度以上）のこと． 

＊4 スモールセル：カバーされるエリアが比較
的狭いセル（半径500m程度以下）．マイク
ロセルとも呼ばれる． 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊1 ファントムセルコンセプト：マクロセルに
スモールセルをオーバレイし，制御信号の
通信にマクロセル基地局を，情報信号の通
信にスモールセル基地局を利用する通信シ
ステムのコンセプト． 

＊2 無線アクセスネットワーク：通信ネット
ワークにおける，無線アクセス区間の総称． 

＊3 マクロセル：セルとは移動通信システムに
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マクロセル

スモールセル

（既存のセルラ周波数帯＝UHF帯）

高周波数帯

Frequency

低SHF帯
3～6GHz

高SHF帯／EHF帯
6～30GHz/30GHz以上Ex. 800MHz Ex. 2GHz

C/U分離接続

オーバレイ構成

低周波数帯

UHF：Ultra High Frequency  
図1 ファントムセルコンセプト 

壁面反射
⇒ ④粗面散乱

③人体遮蔽

②樹木損失

①降雨減衰

 
図2 高周波数帯の伝搬に影響を及ぼす要因 

formation Society）＊11などにより，

比較的多くの検討結果が報告されて

いる（ただし50～70GHz帯では，

60GHz帯の検討がほとんどであ

る）[2] [3]．一方，10～25GHz帯およ

び40～55GHz帯については，報告

例が極めて少なく，今後の検討が必

要である． 

⑵影響要因 

図2は高周波数帯において伝搬特

性に与える影響が大きくなると考え

られる要因をまとめたものである．

これらの中で，①降雨減衰と②樹木

損失については，ITU-R（Interna-

tional Telecommunication Union Ra-

diocommunications Sector）の勧告

により明らかにされている[4] [5]．

また，③人体遮蔽については，後述

するMiWEBA＊12（Millimeter-Wave 

Evolution for Backhaul and Access）

プロジェクトから，その影響を考慮

したチャネルモデル＊13が提案され

ている[6]．ただし，このモデルは，

主に60GHz帯を対象としたもので

あり，他の周波数への適用性につい

ては今後の検討が必要である．また，

④粗面散乱特性については，レイト

レーシング＊14などの伝搬シミュレー

ションの観点からも，その特性の把

握が重要と考える[7]． 

＊13 チャネルモデル：無線通信システムの性能
評価を行うために用いられる電波の振舞い
を模擬したモデル． 

＊14 レイトレーシング：電波を光とみなして追
跡することにより伝搬特性をシミュレー
ションする方法． 

 
 

＊5 オーバレイ：マクロセルの配下にスモール
セルを配置する構成． 

＊6 SHF：3～30GHzの周波数の電波． 
＊7 EHF：30～300GHzの周波数の電波．ミリ

波とも呼ばれる． 
＊8 キャリア周波数：搬送波周波数．搬送波と

は情報を伝達するために変調される電波． 
＊9 伝搬損失：送信局から放射された電波の電

力が受信点に到達するまでに減衰する量． 
＊10 マルチパス：送信局から受信局への電波の

伝搬路（パス）が複数ある状態． 
＊11 METIS：欧州の次世代無線通信システム研

究プロジェクト． 
＊12 MiWEBA：ミリ波技術の移動通信システ

ムへの適用を目的とした欧州の研究プロ
ジェクト． 
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表1 5G関連プロジェクト 

プロジェクト チャネルモデルタイプ 周波数 シナリオ 

METIS 

GSCM 70GHz以下 
市街地マイクロ，市街地マクロ，オフィス， 
ショッピングモール，ハイウェイ， 

オープン・エア・フェスティバル※1，スタジアム 

Map-based Model 100GHz以下 
市街地マイクロ，市街地マクロ，ルーラルマクロ， 
オフィス，ショッピングモール，ハイウェイ， 

オープン・エア・フェスティバル 

MiWEBA Quasi–Deterministic Model 57～66GHz 開放地，ストリート・キャニオン※2，ホテルロビー 

※1 オープン・エア・フェスティバル：野外コンサート会場などを想定したシナリオ． 
※2 ストリート・キャニオン：通りの周辺が高い建物に囲まれており，基地局アンテナが周辺建物より低い位置に設置されるシナリオ． 

2.2 5G関連プロジェクトの
動向 

5G関連のプロジェクトとしては，

欧州における研究プロジェクトであ

るMETIS[2]やMiWEBA[6]が広く知

られている．表1に両プロジェクト

の特徴をまとめる． 

⑴METIS 

METISは，用途に応じて2つの

チャネルモデルを提案している．1

つは，ITU-Rや3GPP（3rd Gener-

ation Partnership Project）において

システム評価用のチャネルモデルと

して一般的に利用されてきたGSCM

（Geometry-based Stochastic Channel 

Model）タイプのチャネルモデルで

ある．GSCMは実測データをベース

に各パスの統計的特性を与えるモデ

ルである．本モデルの周波数適用領

域は70GHz以下とされているが，

市街地マイクロセル環境においては，

6GHz以下しかモデル発生用のパラ

メータが用意されていない．また，

インドア環境においても，6GHz以

下および50～70GHz帯しかパラメー

タは用意されておらず，5Gで想定し

ている周波数範囲を十分カバーして

いない．もう1つのモデルは，Map-

based Modelと呼ばれる，レイトレー

シングを適用して伝搬特性を求める

モデルである．本モデルは100GHz

以下を対象としているが，モデルの

計算結果と実測データとの比較検討

が少なく，推定精度の検証について

は今後の課題だと考える． 

⑵MiWEBA 

MiWEBAではQuasi-Deterministic 

Modelと呼ばれるモデルを提案して

いる．本モデルは，レイトレーシン

グにより求められるパスと統計的に

与えられるパスより構成されており，

METISにおけるGSCMとMap-based 

Modelのハイブリッド的なモデルで

ある．周波数帯については，主に

60GHz帯を対象としているために，

他の周波数帯へ適用する際は，注意

が必要である． 

上記以外にも，アメリカ国立標準

研究所（NIST：National Institute 

of Standards and Technology）の呼

びかけにより結成された5G Millime-

ter Wave Channel Model Alliance [8]

や5GPPP（The 5G Infrastructure 

Public Private Partnership）にお

けるmmMAGIC（Millimetre-Wave 

Based Mobile Radio Access Network 

for Fifth Generation Integrated Com-

munications）[9]などのプロジェクト

も5G用チャネルモデルの検討を開

始している． 

3. ドコモが実施した
実環境における 
伝搬特性 

ドコモがこれまでに実施した

フィールド伝搬実験で得られた，市

街地マイクロセル環境における伝搬

損失特性と屋内におけるマルチパス

特性について以下に解説する．なお，

本稿では前述したチャネルモデルに

関係なく独自に計測を実施している． 

3.1 伝搬損失特性 
⑴測定概要 

測定は東京駅周辺で実施した．

写真1は測定場所であり，平均建物

高と平均道路幅はそれぞれ約20mと

約30mである．測定では，バケット

車のバケット上に設置した基地局ア

ンテナから受信レベル測定の容易な
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表2 測定諸元 

項目 諸元 

中心周波数 0.81GHz，2.2GHz，4.7GHz，26.4GHz，37.1GHz 

送信電力 43dBm（0.81GHz，2.2GHz），40dBm（4.7GHz，26.4GHz），37dBm（37.1GHz） 

送信信号 無変調信号 

基地局アンテナ高 1.5m，6m，10m 

基地局アンテナ スリーブアンテナ 

移動局アンテナ高 2.7m 

移動局アンテナ スリーブアンテナ 

基地局─移動局間距離 56～959m 

 
写真1 測定エリア 

無変調信号を送信し，測定車のルー

フに設置した移動局アンテナで電波

を受信することで，受信レベルを記

録した．測定諸元を表2に示す．

データ処理では，データから10m区

間を1mずつ移動させた移動区間中

央値を求め，それより伝搬損失を算

出した． 

⑵測定結果 

電波伝搬損失の距離に対する変化

の特性を図3に示す[10]．ただし，

これらは測定より得られた伝搬損失

との二乗和誤差が最少となる距離お

よび周波数を用いた数式の計算結果

である．図より，見通し内と見通し

外の両ケース共に，距離が増加する

につれて伝搬損失が増加することが

わかる．また，周波数が高くなるに

つれて伝搬損失が増加することがわ

かる．例えば，見通し内のケースに

おいて0.81GHzと37.1GHzを比較す

ると，伝搬損失が30dB程度増加す

る．また，見通し外になると，さら

に伝搬損失が増加し，そのため伝搬

損失補償技術は特に重要となる． 

3.2 屋内環境のマルチパス
特性 

⑴実験概要 

ここでは，屋内の伝搬実験より得

られた“基地局への到来波の特性”

について解説する．実験には，遅延

時間方向においてもマルチパスを分

離するために遅延時間を測定できる

遅延測定器を使用した[11]．測定信

号の中心周波数は19.85GHz，帯域

幅は50MHzである．実験は，図4に

示すオフィスで実施した．オフィス

には，高さ1m程度のデスクおよび

椅子，高さ2m程度のメタルロッカー

などが存在している．また，いくつ

かの会議室およびオフィス機器のあ

るブースが存在し，ガラス窓がある

壁面にはコンクリート柱が存在する．

また，天井高は2.7mであり天井の材

質は石膏ボードである．測定では，
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図3 伝搬損失距離特性 
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図4 オフィス測定エリア 

送信局を移動局と想定し，高さ1.5m

のスリーブアンテナ＊15で全方面へ

電波を放射した．また，受信局を屋

内基地局と想定し，高さ2.3mの基

地局アンテナを設置した．基地局ア

ンテナにはホーンアンテナ＊16を使

用して，仰角と方位角を変えながら

遅延プロファイル＊17の取得を行い，

電波の到来方向を測定した．アンテ

ナ間の状況は見通し内であった． 

⑵測定結果 

図5と図6に測定で得られた結果を

示す．ただし，図5は“仰角および

方位角に対する受信電力”の特性で

あり，図6は“方位角および遅延時

間に対する受信電力”の特性である．

また，各図中の“○”は測定結果を

解析して得られた電波の伝搬路（パ

ス）である．仰角は，ホーンアンテ

ナが水平の場合を0°とし，ホーン

アンテナが水平より上を向く場合を

正とした．方位角は，ホーンアンテ

ナの方向が壁W2の法線方向と一致

する場合を0°とし，法線方向の右

 
 

＊15 スリーブアンテナ：水平面内においてほぼ
同じ強度の電波を放射するアンテナ． 

＊16 ホーンアンテナ：角錐・円錐の形状を持
ち，特定の方向へ強い電波を放射するアン
テナ． 

＊17 遅延プロファイル：受信局に到達した直接
波および散乱波の伝搬遅延時間と受信電力
の関係を示す波形． 
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図5 到来方向と受信電力の関係 
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図6 到来方向，遅延時間および受信電力の関係 

側を正とした．図5および図6より，

比較的多くのパスが存在することが

わかる．これらのパスは，方位角方

向では，ほぼ一様に存在しており，

仰角方向については，0°付近に集

中していることがわかる．また，図

5および図6には，直接波と主な壁

面などからの反射波（正規反射を仮

定）のパス（図4①～④）を併せて

示しているが，これらのパスは受信

電力が大きくなることがわかる．な

お，パス④は実際にはガラスの鉄製

窓枠からの反射だと考えられる． 

4. 伝搬シミュレーション
技術 

4.1 レイトレーシング法 
市街地伝搬特性を推定する技術と

して代表的なものにレイトレーシン

グ法がある．ここで，市街地スト

リート環境では道路沿いに高いビル

が存在するケースが多いために，レ

イトレーシングにおいては「道路沿

いがすべて壁面で覆われている伝搬

路のモデル」を仮定する場合が多い．

このモデルにおいて，送信点から出

射されて受信点に到達するレイは，
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図7 解析モデル 
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図8 伝搬損失距離特性 

道路両脇のビルの間を複数回反射し

ながら受信点に到達するレイ（図7

中の青線），交差点の建物端部を経

由して受信点に至るレイ（図7中の

赤線），大地面で反射するレイなど

から構成され，精度の高い結果を得

るためには多重反射を含めた多数の

レイを考慮する必要がある． 

4.2 交差点建物モデル 
交差点にレイトレーシング法を適

用する際に，従来モデルでは交差点

のビル端部を直角と仮定していた．

図8に従来モデルの計算結果と実測

値の比較を示す．従来モデルを用

いると，周波数が比較的低い⒜の

800MHzの場合は良く一致するが，

高周波数である⒝の37GHzにおい

ては，交差点から遠い場所で推定精

度が著しく劣化することがわかる．

5Gシステムでは高周波数帯（6～

100GHz）の利用を想定しているこ

とから，この誤差を低減する必要が

ある． 

ところで，実際の建物の端部形状
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図9 粗面の影響 

0

5

10

15

20

25

1 10 100
周波数（GHz）

R
M

S
誤

差
（

dB
）

従来モデル
(a＝0，h＝0)

提案モデル
(a＝7m，h＝1.5mm)

 
図10 従来モデルおよび提案モデルのRMS誤差周波数特性 

は直角ではなく，図7のように丸み

を帯びた形状を有している場合が多

い．そこで，ドコモでは交差点の建

物の端部形状を半径a の曲面形状と
してモデル化することを提案してい

る[12]．なお，従来モデルは半径を

ゼロ（a＝0）としたモデルと言え
る．以下，曲面形状を用いたモデル

を提案モデルと呼ぶ． 

また，従来モデルでは建物の表面

を滑らかな面として扱っているが，

波長がミリオーダーとなるEHF帯

の電波にとっては建物表面の粗さが

無視できなくなる．図9に表面の粗

さにh（図7参照）に対する誤差特性
示す．ただし，レイトレーシング計

算には曲面形状を考慮した提案モデ

ル（a＝7m：実際の建物サイズに相
当する値）を用い，また誤差は，平

均的な誤差を得るために計算値と実

測値のRMS（Root Mean Square）

誤差＊18としている．4.7GHz以下の

周波数では表面の粗さに対してほと

んど変化しないが，26GHz以上の

周波数になると粗さの影響が顕著に

なることがわかる．今回の結果では，

1.5mm程度の粗さを考慮することで，

26GHz以上の誤差でも低減可能な

ことがわかる． 

4.3 精度検証 
図10に従来モデルおよび提案モデ

ルにおける実測値とのRMS誤差の

周波数特性を示す．ただし，提案モ

デルでは前述の結果を参照してa＝
7m，Δh＝1.5mmとしている．図よ
り，従来モデルでは周波数が高くな

るにつれて誤差が大きくなるのに対

して，提案モデルでは，全周波数に

おいて10dB以下に低減できること

がわかる．すなわち，レイトレーシ

ングにおいて提案モデルは高周波数

帯の電波伝搬シミュレーションに適

していると言える． 

5. あとがき 
5Gでは高周波帯の利用が想定さ

れていることから，システムを検討

するためには電波伝搬特性の明確化

が必須である．本稿では，電波伝搬

における課題と，これまで得られて

＊18 RMS誤差：誤差の二乗平均平方根をとっ
た値． 
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いる検討結果について解説した．な

お，ここで紹介した結果はドコモが

得た結果の一部であり，実測結果の

詳細については文献[10] [11]を，伝

搬シミュレーション技術の詳細につ

いては文献[11]などを参照されたい．

今後は，より多様な環境で測定を行

うとともに，報告例の少ない周波数

帯において測定を行う予定である． 
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将来コアネットワーク 5G 

 

   

  

2020年のサービス実現に向けた5G技術特集  

5G時代に向けた将来コアネットワーク  

5G時代のネットワークには，多様な要求条件を持つ
サービスの効率的な運用が求められる．本稿では，将来コ
アネットワークのビジョンを示し，その実現に向け検討中
の5G無線アクセスの収容方式，およびネットワークスラ
イシングに関する技術を概説し，それらを含む将来ネット
ワークに関する標準化動向を紹介する． 

 

  

1. まえがき 
ドコモ5Gホワイトペーパー[1]で

は，図1に示すように，2020年にお

いてはサービスの高度化・多様化が

進み，車・住宅・ウェアラブルデバ

イスなどあらゆるモノが無線でネッ

トワークに接続し，自動的かつ知的

に情報収集や管理制御を行えるよう

になると予想している． 

図2は各サービスを端末台数とサー

ビス要求条件により領域分けしたも

のである．5G時代のネットワーク

に求められるサービス要求条件は多

岐にわたるが，現在のネットワーク

ではスマートフォンやフィーチャー

フォンのトラフィックが大半を占め

ている．そのため，それらトラフィッ

ク，つまり図の領域Aに適したネッ

トワークを構築しすべてのサービス

をそこで提供しているが，この領域

は今後の技術や装置の発展により，

領域Bに拡大していくと思われる． 

一方，IoT（Internet of Things）＊1

サービスの展開に伴い，大量の低ス

ペック端末で構成される「スマート

メータ」「環境センサ」のような

サービスを安価に提供することが求

められる領域Cや「工場機器自動制

御などの産業サービス」「車車間通

信による渋滞回避などの交通システ

ム」のようなユーザ数は汎用セルラ

サービスのように多くはないが，遅

延や信頼性などの特定要件において

高要求条件を有する領域Dのサービ

ス提供が今後求められるようになる．

将来ネットワークでは，これらの広

い領域にわたる多様な要求条件を持

つサービスをより安価に提供できる

手法が求められる． 

このような背景から，無線アクセ

スネットワークにおいては，これま

での4G無線アクセス技術（LTE/ 

LTE-Advanced）に加えて，さらな

る高データレート化，大容量化，低

遅延化を実現する技術として5G無

線アクセス技術の実現が期待されて

いる． 

一方，既存のEPC（Evolved Pack-

et Core）＊2 [2]ネットワークでは端末

種別や提供サービスによらず，同一

先進技術研究所  下城 
しもじょう

拓也
たく や
      

 
 

無線アクセス開発部 ウメシュ アニール  
 
 

ネットワーク開発部 藤島
ふじしま
 大輔
だいすけ
 巳之口

み の く ち

 淳 
あつし

＊2 EPC：LTEおよび他のアクセス技術向け
に3GPPで規定された，IPベースのCN． 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊1 IoT：さまざまな「モノ」がインターネッ
トやクラウドに接続され，制御・情報通信
される形態の総称． 
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あらゆる「モノ」が無線でつながる
（IoT）

無線サービスの拡張・多様化
（MBBの拡張）

マルチデバイス 交通

家電 ウェアラブル

住宅 センサ

高精細動画 ヒューマン
インタフェース

ヘルスケア 教育

安心・安全

4K/8K

クラウド
コンピューティング

 
図1 5Gで想定されるさまざまなサービス 

サービス要求条件
（遅延，帯域幅 etc.）

端末台数

領域D：
高スペック・少量端末サービス

＋4K映像伝送
＋工場機器制御

＋遠隔手術

＋拡張現実

＋フィーチャーフォン

＋スマートフォン

領域B：
既存サービスの連続的な発展＋環境センサ

＋スマートメータ

領域A：既存サービス

領域C：
低スペック・大量端末サービス

 
図2 端末台数・サービス要求条件の拡大 

アーキテクチャ，同一プロトコル制

御のネットワークによりすべての

サービスを提供しているが，領域C

に属するサービスにおいては，本来

不要であるハンドオーバ＊3などが

オーバヘッドとなり非効率となる．

＊3 ハンドオーバ：通信中端末が移動に伴い基
地局を跨る際，通信を継続させながら基地
局を切り替える技術． 
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低遅延 高信頼 高セキュリティ XaaS提供

ヘルスケア災害対応

ITS

遠隔医療

機器制御

スマートエネルギー

スマート農業

物流トレーサビリティ

企業ホスティング

xSPホスティング自治体サービス

企業ネットワーク

インターネット

ゲーム

仮想化レイヤ

コントローラ

既存電話網

XaaS：X as a Service
xSP：x Service Provider

LTE/LTE-Advanced

5G RAT

Wi-Fi
汎用サーバpool

SDNトランス
ポート機器

高効率

汎用サーバpool

SDNトランスポート機器

物理・仮想資源管理

サービスインスタンス／
仮想ネットワーク管理

サービス提供者
（含ドコモ）

 
図3 将来ネットワークのビジョン 

また，領域Dに属するサービスを提

供する場合には，高い要求条件を満

たすために帯域制御や優先制御と

いったQoS（Quality of Service）＊4

制御機能の拡張や高度なルーティン

グ機能などの追加が必要となり，そ

の影響は全ユーザに及ぶため，運用

コストがさらに増加してしまうと考

えられる． 

このような課題を解決し，多様な

要求条件を持つサービスを効率的に

運用するため，ネットワークスライ

スと呼ばれる，端末種別やサービス

によって最適化されたネットワーク

を複数作成し管理する技術（ネット

ワークスライシング），およびサー

ビスごとに適したネットワークスラ

イスへの選択手法が検討されている． 

本稿では，はじめに5G時代のネッ

トワークのビジョンを示し，続いて

その実現に向け検討中である5G無

線アクセスの収容方式，およびネッ

トワークスライシングの技術的詳細

に関して解説し，仮想化技術を用い

た制御アーキテクチャを示す．最後

に，これらの技術を前提とした，標

準化団体におけるユースケースおよ

び将来サービス要求条件，アーキテ

クチャの検討状況について紹介する． 

2. 将来ネットワーク
のビジョン 

図3に将来ネットワークのビジョ

ンを示す．将来ネットワークはLTE/ 

LTE-Advanced，5G RAT（5G無線

アクセス），Wi-FiⓇ＊5など複数の無

線技術を収容し，サービスの特性に

応じて無線技術を使い分けることが

できる． 

また仮想化技術を活用することに

より，汎用サーバやSDNトランス

ポート機器などの物理機器を共通利

＊5 Wi-FiⓇ：Wi-Fi Allianceの登録商標． 
 
 

＊4 QoS：サービスごとに設定されるNW上の
品質．使用帯域の制御により遅延量や廃棄
率などの制御が行われる． 
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用しつつ，高効率や低遅延といった

サービス要求条件に最適化した論理

的なネットワークをネットワークス

ライスとして作成し，サービス提供

者に対して提供可能とする．この

ネットワークスライスは，提供機能

の独自性やセキュリティなどの理由

からネットワークの独立性を高め，

1つのサービスに対して1つのネット

ワークスライスを提供する形態，ま

たはネットワークの利用効率を高め

サービスを経済的に収容することを

目的として，1つのスライスに複数

のサービスを重畳収容する形態のい

ずれを取ることも可能である． 

個々のネットワークスライス内の

具体的な機能構成やネットワークト

ポロジ＊6の設計は今後の検討課題で

あるが，例えば低遅延サービスを収

容するネットワークスライスでは，

遅延を抑えるため，無線アクセス

に比較的近い位置にゲートウェイ

（GW）＊7機能を配置し，端末から近

い位置でのサービス処理や，最短経

路での端末間通信を可能とするルー

ティング制御機能を可能とするネッ

トワークが考えられる．また，ス

マートメータなどの多数端末・少量

データ通信を提供するネットワーク

スライスでは，そのようなデータを

効率的に転送するための機能を有す

るネットワークが考えられる．この

ように，サービスが求める要求条件

に応じたネットワークを，それぞれ

に最適化されたネットワークスライ

スが提供することにより，運用コス

ト低減と要求条件充足の両立が実現

される． 

3. 実現に向けた要素
技術 

前述の将来ネットワークビジョン

の実現に向けた要素技術として，

5G無線アクセス収容方式，Release 

13で標準化が完成しつつあるDCN

（Dedicated Core Network）[2]～[4]

を用いたスライス選択技術，および

NFV（Network Functions Virtuali-

sation）＊8/SDN（Software Defined 

Network）＊9などの仮想化技術に基

づくネットワークスライス制御技術

を以下に解説する． 

3.1 5G無線アクセス収容方式 
⑴LTE/LTE-AdvancedとNew RAT

の同時接続 

5G無線アクセスは，既存周波数

帯に展開されているLTE/LTE-

Advancedシステムの継続的発展と，

これまでよりも高い周波数帯を用い

て広帯域化をサポートすることが可

能な新たなRAT（Radio Access Tech-

nology）＊10との組合せによって構成さ

れるものとドコモでは考えている[1]． 

2015年9月に開催された3GPP TSG 

RAN（3rd Generation Partnership 

Project Technical Specification Group 

Radio Access Network）の5Gワーク

ショップにおいても，5G無線アク

セスでは無線アクセスネットワーク

（RAN）＊11と端末間でキャリアアグ

リゲーション（CA：Carrier Aggre-

gation）＊12やDC（Dual Connectivi-

ty）＊13といった技術を用いて，LTE/ 

LTE-Advancedや新たなRAT（以下，

New RAT）に同時接続することを

ドコモは提案している（図4）． 

CAはLTE-Advancedの主要技術と

して3GPP Release 10にて仕様化さ

れ，DCはLTE/LTE-Advancedのさ

らなる発展技術としてRelease 12で

仕様化されているが，どちらも複数

の周波数を同時に用いることで広帯

域伝送を可能とする技術である[5] [6]． 

5G無線アクセスをLTE/LTE-

AdvancedとNew RATの同時接続で

実現することにより，エリア品質

（カバレッジとモビリティ含む接続

品質）は拡充が進み，安定化してい

るLTE/LTE-Advancedネットワー

クのサービスレベルを引き継いだま

ま，ユーザデータの伝送品質（デー

タ伝送の速度／遅延）などについて

はNew RAT導入により改善が見込

めるため，5G無線アクセスを円滑

に導入することが期待できる． 

5Gワークショップでは，5G無線

アクセスにおいてLTE/LTE-Ad-

vancedとNew RATとが密接に連携

することがドコモ以外の多くのベン

ダやオペレータからも提案されたが，

詳細は2016年3月から3GPP RAN 

Working Groupsによる5G技術検討

にて議論される予定である． 

⑵CNおよびRAN-CN間インタフェース 

①既存EPCとS1インタフェース

の流用 

5GのRANを収容するコア

ネットワーク（CN：Core Net-

work）＊14インタフェースとして，

eUTRAN（LTE/LTE-Advanced

＊12 キャリアアグリゲーション（CA）：複数の
キャリアを用いて同時に送受信することに
より既存のLTEとのbackward compatibility
を保ちながら帯域拡大により高速伝送を実
現する技術．LTE-Advancedで使用されて
いる技術の1つ． 

＊13 DC：1つの端末が複数の基地局に異なる周
波数帯を用いて接続する技術． 

＊6 トポロジ：機器の位置関係やネットワーク
構成． 

＊7 ゲートウェイ（GW）：プロトコル変換や
データの中継機能などを有するノード機能． 

＊8 NFV：仮想化技術を用いて通信機能処理を
実現するソフトウェア処理を汎用製品上で
実現する技術． 

＊9 SDN：SDNコントローラが物理（仮想）ス

イッチを一元的に管理し，ネットワーク全
体を高度に自動化する技術． 

＊10 RAT：LTE，3G，GSMなどの無線アクセ
ス技術のこと． 

＊11 無線アクセスネットワーク（RAN）：CNと
端末の間に位置する，無線基地局および無
線回線制御装置などで構成されるネット
ワーク． 
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CN @2020＝EPC流用

CN @202X＝??

LTE/LTE-Advanced
（C/U-Plane）

New RAT
（U-Plane）RAN-CNインタフェース

@2020＝S1流用

RAN-CNインタフェース
@202X＝??

“密接に連携”
（例：CA，DC）

 
図4 ドコモの提案によるCA/DCを用いた接続案 

のRAN）を収容する既存CN

であるEPC，およびRAN-CN

間のインタフェースとして，

eUTRAN-EPC間のS1インタ

フェース＊15を流用する構成が

考えられる（図4）． 

もともとeUTRANとEPCに

よるネットワークはモバイルブ

ロードバンド（MBB：Mobile 

Broad Band）のサポートを念

頭に設計されており，EPCお

よびS1インタフェースの流用

は5Gのユースケースの1つでも

あるeMBB（enhanced MBB）

の実現に適している．また，既

存のEPCとS1インタフェース

を流用することで5G無線アクセ

ス導入時における新規設計事項

や試験項数が膨大になることを

回避できるため，5G無線アク

セスの導入ハードルを下げる効

果が期待できる． 

②システムアーキテクチャの再考 

5GではeMBB以外にもIoTや

低遅延・高信頼性通信などの多

様なユースケースへの対応と各

種運用要件を満たすことが求め

られており，既存のRAN-CN構

成が常に最適とは限らない．そ

のため，RAN-CN間の機能分担

変更，CN側の能力拡張，およ

びそれらに伴うRAN-CN間の

インタフェースの拡張などにつ

いても検討すべきであり，5G

ワークショップにおいてもシス

テムアーキテクチャ全体につい

て再考する必要性が認められた．

具体的には後述する3GPP SA

（Service and System Aspects）2

におけるアーキテクチャ検討と

連携した，RAN-CN間の機能分

担・インタフェースの修正・拡

張の是非についての議論が想定

される． 

5Gワークショップでは3GPP RAN

における5G無線アクセスの仕様化

を，2020年頃のマーケット要望に

応えるためのサブセットを提供する

Phase 1と，5Gのすべてのユース

ケースと要求条件に応えるための

Phase 2の2段階に分けて行うこと

がコンセンサスとしてまとめられた

が，システムアーキテクチャ検討に

おいてもマーケット要望への柔軟な

対応とスムーズなマイグレーション

を意識すべきと考える． 

3.2 DCNを活用したネット
ワークスライス選択技術 

⑴提供手法 

要求条件に応じたネットワークス

ライスによりサービス提供すること

を述べたが，実際にはスマートフォ

ンや車載端末などにおいて，1つの

端末で特性が異なる複数のサービス

を利用することが想定される．その

場合サービスごとにネットワークス

ライスが作成されると，1つの端末

に対する制御を複数のネットワーク

スライスが担う必要があるため，処

理の複雑化が懸念される．従って端

末の移動を管理する機能や端末の認

証を行う機能はサービスごとではな

く端末ごとに切り出して行われるこ

 
 
 

＊14 コアネットワーク（CN）：交換機，加入者
情報管理装置などで構成されるネットワー
ク．移動端末は無線アクセスネットワーク
を経由してコアネットワークとの通信を行
う． 

＊15 S1インタフェース：MMEやS-GWとeNB
とをつなぐインタフェース． 
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サービスネットワークスライス（MBB）端末管理
ネットワークスライス
（スマートフォン）

④

DCN振分け制御 端末管理スライス サービススライス

①

②

③

⑤

⑥

⑦

サービスネットワークスライス（低遅延）

サービスネットワークスライス（MBB）

サービスネットワークスライス（超高信頼性）

サービスネットワークスライス（大量M2M）

端末管理
ネットワークスライス

（自動車向けコンテンツ提供・
交通制御デバイス）

端末管理
ネットワークスライス

（大量のM2Mデバイス）
SSF

（MME）

HSS

eNB
（5GNB）

 
図5 DCNを応用したネットワークスライスの選択 

とが適切と考えられる．つまり，

ネットワークスライスは端末管理ス

ライスとサービススライスから成り

立ち，端末は1つの端末管理スライ

スと利用するサービスに応じた1つ

または複数のサービススライスに所

属することになる． 

⑵DCN応用の提案 

現状のEPCネットワークからの連

続的な拡張を考慮した場合，端末に

アクセスさせるCNを端末特性に応

じて専用のCN（DCN）に振り分け

る技術が有望であると考える．なお，

この手法は5G無線を収容する将来

CNにおける端末管理スライス選択

に適用可能であると想定されるもの

の，現時点では現存ネットワークに

おけるCN選択手法として仕様化さ

れている．DCN振分け技術を応用

したネットワークスライスの選択手

法について，図5を用いて概要を説

明する．以下では主にLTEのエン

ティティ名で解説する． 

⑶SSFによるネットワーク選択 

前述の通りDCNへの振分けは端末

特性に応じてネットワークを選択す

る手法であり，その制御は主に図5

におけるSSF（Slice Selection Func-

tion）＊16によってコントロールされ

ると見なせる．SSF相当の機能は，

LTEにおいては端末からのアタッ

チ＊17を最初に受信するMME（Mo-

bility Management Entity）＊18に実装

されるが，5G無線アクセス収容時

には基地局（eNB）への配置，また

独立ノードとして実装されるなど複

数パターンが想定される．なお，5G

無線アクセス収容時にはこれらeNB

機能が5Gの基地局（5GNB）とし

て実装されることも考えられる． 

⑷切替え手順 

SSF（MME）は端末からのアタッ

チ要求を受信した際に，HSS（Home 

Subscriber Server）＊19から端末識別

子であるUE Usage Typeを取得し，

この値より適切なCN（ネットワー

クスライシングにおける端末管理ス

ライス）を選択する（図5①～④）．

なお，5Gにおいては，スライス選

択基準としてUE Usage Typeのみな

らず新たなパラメータによりサービ

スごとにスライスを選択することが

可能になると想定される． 

UE Usage Typeの値より適切な端

末管理スライスへの収容が必要と判

断した場合，SSF（MME）は端末

から受信したアタッチ要求を当該端

＊19 HSS：3GPP移動通信ネットワークにおけ
る加入者情報データベースであり，認証情
報および在圏情報の管理を行う． 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊16 SSF：サービスが接続すべきスライスを選
択する機能． 

＊17 アタッチ：移動端末の電源投入時などにお
いて，移動端末をネットワークに登録する
処理． 

＊18 MME：eNBを収容し，モビリティ制御機
能などを提供する論理ノード． 
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末管理スライス内の別のMMEに転

送するため，eNBに対しアタッチ要

求をカプセリングしたリダイレクト

要求メッセージを送信する（図5⑤）．

eNBは指定された所望の端末管理ス

ライスのMMEにアタッチ要求をリダ

イレクトすることにより，端末が適

切なMMEとの間でアタッチ処理を

実施することが可能となり（図5⑥），

その後のサービスも適切なサービス

スライスにより提供されることとな

る（図5⑦）． 

⑸DCN応用の課題 

DCNの振分け技術を応用して端末

管理スライスを選択する手法につい

ては，端末識別子であるUE Usage 

Typeが加入者情報という契約情報

として管理されているため，従来の

SO（Service Order）＊20の手順を踏

襲して，オペレータが契約情報の変

更という形で収容先のスライス選択

を自由に制御できるというメリット

がある．そのためDCNの振分け技術

は，ネットワークスライシングの実

現に向けて有望な技術として考えら

れるものの，一方で効率化やさらな

る検討が必要と考えられる課題事項

も存在する． 

①第一の課題は，SSFの手順効率

化である．3GPP Release 13の

仕様ではSSF相当の機能はMME

に具備されるため，所望の端末

管理スライスのMMEにアクセス

するためには，端末管理スライ

スの選択を行うMME（SSF）

をいったん介す必要がある．5G

時代のCNでは，例えばSSFを

RAN側に配備させると，所望

の端末管理スライスのMMEを

一度で選択可能となり，手順を

効率化できる．ただしこの場合，

UE Usage TypeをRAN側に配

信する手法や，RAN側で端末

を識別する手法が課題となる． 

②第二は，サービススライスの割

当て手法の実現である．DCN

の振分け技術には，ユーザデー

タ別の送信に関する振分けに相

当する機能は含まれないため，

現状ではAPN（Access Point 

Name）単位＊21で接続ルートを

分けることが有効となるが，同

一APNで複数サービスが提供

される場合，この手法では適切

なサービススライスを選択する

ことができない．APN以外を

キーとしたサービススライス選

択手法の検討が課題である． 

③第三は，各スライスのノード構

成の決定である．端末管理ス

ライスは主にC-Plane＊22の機能

を，サービススライスは主にU-

Plane＊23の機能を具備するため，

現状のLTEの各エンティティの

機能配備を見直し，スライスを

構成するノードを最適化するこ

とが課題となる． 

ネットワークスライシングの具体

的な実現手法についてはまだ検討中

のため，上記に記載した以外にも，

さまざまな改善検討が必要であり，

DCNの応用とは別の実現案が提案

される可能性もある．今後の議論の

方向性を注意深く見守る必要がある． 

3.3 仮想化によるスライス
制御技術 

図6に，NFVおよびSDNを活用し

たスライス制御アーキテクチャを示

す．本アーキテクチャは，物理／仮

想資源層，仮想ネットワーク層，

サービスインスタンス層の3層から

なる． 

⑴物理／仮想資源層 

最下層の仮想資源層は，物理サー

バやトランスポートスイッチなどの

ネットワークを構成する物理／仮想

資源からなり，これらはネットワー

ク全体における共有資源としておよ

びSDN-C（SDN Controller）を含む

VIM（Virtualized Infrastructure 

Manager）＊24によって管理される．

これらの資源の管理はETSI NFV 

MANO（European Telecommunica-

tions Standards Institute Network 

Functions Virtualisation Management 

And Orchestration）＊25 [7]において検

討されている管理手法を用いること

ができる．資源の集合は上位の仮想

ネットワーク層で使用される資源ス

ライスとして切り出される． 

⑵仮想ネットワーク層 

上位の仮想ネットワーク層では，

切り出された物理／仮想資源上に，

サービスを提供するために必要な通

信機能やサービスアプリケーション

機能，データを転送するための転送

プロトコルなどのネットワーク機能

セットを配置し，ネットワークスラ

イスを構成する．この機能セットの

＊24 VIM：物理マシン・仮想マシンをネット
ワーク資源として管理するシステム． 

＊25 ETSI NFV MANO：欧州電気通信標準化
機構によって定められた仮想資源マネジメ
ント機能の総称． 

 

＊20 SO：顧客情報管理システムで契約情報な
どが変更された場合に，顧客情報システム
からネットワークノードにその情報を通
知・反映すること． 

 
 
 
 

＊21 APN：3GPPに準拠したドメイン形式の文
字列で表す接続ポイント名． 

＊22 C-Plane：制御プレーン．通信の確立など
をするためにやりとりされる，一連の制御
処理を指す． 

＊23 U-Plane：ユーザプレーン．ユーザデータ
の送受信処理を指す． 
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MTCスライス
…

物理／仮想資源層

仮想ネットワーク層
（資源スライス＋ネットワーク機能）

サービスインスタンス層
電力管理

車車間通信

遠隔手術

NF：物理／仮想ネットワーク機能（ノード機能，スイッチ機能など）

SDN-C

VIM

VNFM

OSS/BSS

ネットワークの
スライシング

サーバ資源の
スライシング

資源スライス上に
機能セットを配置

サービス要求条件の
充足を監視

NFVO要求条件の厳しい
サービス向けスライス

NF

NF

NF

NF NF

NF NF

NF

NF

NF

NF

NF

NF

NF

 
図6 NFV/SDNを活用したスライス制御アーキテクチャ 

配置，管理はネットワークスライス

ごとにVNFM（Virtual Network Func-

tion Manager）＊26，NFVO（NFV Or-

chestrator）が行う． 

⑶サービスインスタンス層 

最上位層のサービスインスタンス

層では，ネットワークスライス上で

提供されるMBBサービスや電力管理，

ITS（Intelligent Transport Sys-

tem）＊27や遠隔手術などのエンドユー

ザに提供されるサービスがそれぞれ

サービスインスタンスとして管理さ

れる．各サービスインスタンスの

サービス要求条件はOSS（Operation 

Support System）＊28/BSS（Business 

Support System）＊29により常に満た

されているかどうか監視され，保証

される． 

ネットワークスライス上で実現さ

れるサービスは，前述したように従

来のフィーチャーフォン，スマート

フォンで提供されるサービスに限ら

ず，IoTサービスやさまざまな産業，

社会インフラサービスを含み，その

ために利用される無線技術やネット

ワークの仕組みについては，それぞ

れのネットワークスライスを自由な

機能の組合せにより構成することで

実現される． 

サービスインスタンスをどのネッ

トワークスライスに所属させるべき

かの判断は，配置初期にOSS/BSS

またはNFVOにより行われるととも

に，サービスの要求量やネットワー

クスライスの利用状況により動的に

メンテナンスされる．このように，

将来のCNでは，柔軟な資源管理技

術に基づき個々のサービスがサービ

スインスタンスとして管理され，

サービス要求条件を満たしつつ経済

的に提供されることをめざしている． 

4. 将来ネットワーク
の標準化動向 

将来ネットワークを実現する技術

に関する3GPPにおける標準化検討

状況について以下に解説する． 

4.1 検討スケジュール背景 
3GPPにてCNの要求条件やアーキ

テクチャを所掌するSAにて，2014

＊26 VNFM：仮想資源上の機能管理を行うシス
テム． 

＊27 ITS：通信技術を用いて，車両管理や道路
交通などを快適にする交通システム全体の
総称． 

＊28 OSS：事業者の運用支援システム．通信事
業者の場合，提供しているサービスを運用
するために，ネットワークやシステムの

「障害管理」「構成管理」「課金管理」「性能
管理」「セキュリティ管理」のすべて，も
しくは一部を行う． 

＊29 BSS：サービス事業者の運用支援システム． 
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年6月に将来ネットワークのアーキ

テクチャ変革の必要性，ならびに

検討手法に関する議論が行われた．

NGMN（ Next Generation Mobile 

Networks）＊30などの他団体ですで

に革新的な発展を主張してきた欧州

事業者は，新サービスや新ビジネス

モデルの導入に必要なアーキテク

チャの根本的な見直しを主張し，

2015年2月に開催されたRelease 14 

SA1会合から将来CNの要求条件の

検討が行われることとなった．また，

アーキテクチャの検討を行うSA2も

2015年10月より開始された．この検

討は，仕様完成までRelease 15，16

と検討継続の見込みである． 

4.2 現在の検討事項 
以下に現在の検討状況を示す． 

⑴ユースケース 

3GPPでは，地域標準化団体や

NGMNなど業界団体の先行検討結

果を参照しながら適切なものを取り

込む，という手順で検討を進めてい

る．最終的な仕様化要否・優先度付

けは今後の議論対象となっているが，

現時点では以下のユースケースが挙

げられている． 

①ブロードバンドアクセス（没入

型高精細3Dビデオ，ホログラム，

仮想現実サービスなど） 

②IoT（スマートグリッド，スマー

トシティ，環境制御，医療・健

康関連，自動車関連（V2X）

ウェアラブル端末など） 

③超低遅延リアルタイム通信（拡

張現実＊31，触覚通信など） 

④高信頼性通信（産業・工場自動

化，協調ロボット制御など） 

⑤ライフラインとしての通信（自

然災害対応，警察消防用通信，

放送類似通信） 

なお，上記サービスの提供形態と

して，移動通信事業者が直接ユーザ

にサービスを提供する場合と，移動

通信事業者がサービス提供事業者の

要求に応じてネットワークスライス

を作成し，当該事業者がユーザに

サービスを提供する場合の2通りが

考えられている． 

⑵サービス要求条件・運用要求条件 

上記のユースケースから今後導出

するが，現時点で考えられている要

求条件の一部は以下の通りである． 

①ネットワークスライスを活用で

きること 

②ネットワーク資源の動的移動が

可能であること，すなわちエラ

スティックコア＊32概念の実現 

③ネットワークエッジでサービス

を実現できること 

④5G無線アクセスと4G無線アク

セスは同時利用可能であり，

サービスやアプリケーションに

より選択的に利用できること 

⑤5G無線アクセスに関し，CSFB

（Circuit Switched FallBack）＊33，

SRVCC（Single Radio Voice 

Call Continuity）＊34，3Gとのハ

ンドオーバを要請しない． 

⑶アーキテクチャ 

一般的には，SA1の検討後にSA2

検討を行うが，ここではSA1とSA2

は緩やかに連携しながら平行して検

討を進めていく．SA2ですでに検討

中であり，将来も有効と考えられて

いるアーキテクチャ拡張の方向性は

以下の通りである． 

①CN内でのC/U-Plane分離．U-

Plane装置を安価なSDNスイッ

チに置き換えることによるコス

ト削減 

②スモールデータの転送．IoTの

少量データを効率的に転送（一

部はRelease 13で実現） 

今後，各社が異なる立場を取ると

思われる論点は以下の通りである． 

・RAN側とのインタフェースに

関し，既存S1インタフェースを

用いて5G無線アクセスを収容

する手法，あるいは新規のイン

タフェースを作成して5G無線

アクセスを収容し，加えて既存

のLTE/LTE-AdvancedのCN向

けのインタフェースをそちらに

合わせる手法 

・固定網やWi-Fiアクセスの移動

通信ネットワークへの統合の緊

密さの程度 

5. あとがき 
本稿では，5G時代のさまざまな

要求条件をもった多様なサービスを

収容する将来コアネットワークにお

いて検討中の要素技術を概説し，そ

れらを含む将来ネットワーク実現に

向けた標準化動向を紹介した．今後

は，3GPPを中心とした5G関連団体

での技術検討がさらに活発になると

にW-CDMA/GSMなどのCS domainにシー
ムレスにハンドオーバする技術． 

 
 
 
 
 
 

＊30 NGMN：ドコモをはじめとするベンダ・オ
ペレータで構成される，次世代モバイル通
信ネットワークのビジョンとロードマップ
を策定する団体． 

＊31 拡張現実：現実世界を写した映像に，電子
的な情報を実際にそこにあるかのように重
ねて，ユーザに提示する技術． 

 

＊32 エラスティックコア：ステート情報を分離
することで，災害等による瞬断に耐えうる
ネットワークアーキテクチャ． 

＊33 CSFB：LTE在圏中に音声などの回線交換
サービスの発着信があった場合，W-
CDMA/GSMなどのCS domainのある無線
アクセス方式に切り替える手順． 

＊34 SRVCC：LTEに在圏し，通話している際
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思われる．ドコモはこれまで提供が

困難であった新しいサービスやビジ

ネスモデルを可能とするサービス提

供基盤として，将来ネットワークの

技術検討を進め，標準化に寄与して

いく． 
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2020年のサービス実現に向けた5G技術特集  

世界主要ベンダとの5G伝送実験  

「5G」ではさらなる高速化・システムの大容量化のみな
らず，超多数デバイス接続のサポートや，さらなる低遅延
伝送への要求など，これらを実現するための要素技術も多
岐にわたり，幅広い周波数帯を対象とする必要がある．そ
こで，効率的な技術検証を行うために，複数の有力ベンダ
との5G実験に関する協力関係を構築した．本稿では，世
界の主要ベンダとの協力による5G伝送実験について概説
し，高周波数帯活用のためのマルチアンテナ伝送技術の検
証を中心に，各社との共同実験により得られた成果を紹介
する． 

  
  

1. まえがき 
「5G」＊1ではLTEと比べ1,000倍以

上の飛躍的なシステム容量の増大を

めざしている．このため，1GHzを超

える超広帯域伝送の実現を視野に入

れ，EHF（Extremely High Frequen-

cy）＊2帯までをもターゲットに含む

高周波数帯の移動通信用途での積極

的活用を実現すべく技術開発が行わ

れている．一方でシステムへの要求

は，大容量化のみならず，超多数デ

バイス接続のサポートやさらなる低

遅延伝送の実現など，より一層多様

化し，それらを実現するための要素

技術も多岐にわたっている．また，

2020年の5Gサービス実現に向け，

早期に技術検証実験を開始し技術検

討を加速させる必要があるなかで，

従来のようにドコモ一社では広範な

検証項目に対し適時に対応できない

恐れがある．そこで，ドコモでは5G

のエコシステム＊3を早期に創出すべ

く，また，効率的・効果的な技術検

証を実現するため，世界の主要なベ

ンダと協力して5Gのキーとなる要

素技術を検証する伝送実験を行って

いる．2015年12月末時点では13社

と個別の実験協力に合意しており，

一部ベンダとは2015年初頭より屋

外での伝送実験を開始した[1] [2]． 

本稿では，これらの5G伝送実験

について概説し，高周波数帯活用の

ためのマルチアンテナ伝送技術に関

する実験結果を中心に，ベンダ各社

との共同実験により得られた成果を

紹介する． 

2. 5G実験協力の概要 
現在，ベンダ各社とともに取り組

んでいる5G伝送実験を大別すると，

①既存のセルラバンドを含む幅広い

先進技術研究所 5G推進室 原田
はら だ
  篤 

あつし
 井上
いのうえ

 祐樹
ゆう き
 

栗田
くり た
 大輔
だいすけ
 小原

おば ら
 辰徳
たつのり
 

   
 
 

 

の流れを形作る共存共栄の仕組み． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊1 5G：第4世代移動通信システムの後継にあ
たる次世代移動通信システム． 

＊2 EHF：30～300GHzの周波数の電波．ミリ
波とも呼ばれる． 

＊3 エコシステム：複数の企業が事業活動等の
分野で連携して，お互いの技術や資産を活
かし，消費者や社会までも巻き込んで，研
究開発から販売，宣伝，消費にいたる一連
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表1  5G伝送実験概要 

  協力ベンダ 実験概要 

①幅広い周波数帯
に適用可能な周
波数利用効率改
善技術の実験 

 

アルカテル・ルーセント（仏） ・ブロードバンド通信やM2M通信に適した新しい信号波形の候補についての実験 

富士通（日） 
・単位面積あたりのシステム容量増大のための，超高密度配置された光張出し基
地局における複数光張出し局間での協調無線リソーススケジューリング技術に
ついての実験 

ファーウェイ（中） ・TDDのチャネル可逆性を利用したMU－MIMOや新しい信号波形，多元接続の
高度化に関する実験 

NEC（日） 
・単位面積あたりのシステム容量増大のための，スモールセル向け超多素子アン
テナを使用した時間領域において指向性を制御するビームフォーミング技術に
ついての実験 

パナソニック（日） 
・高周波数帯や無線LANの周波数帯など複数の周波数を組み合わせて効率的に通
信を行うシステム制御技術や，5Gの通信技術に先進画像応用技術などを組み合
わせたシステムソリューションの実験 

②高周波数帯の開
拓に重点を置い
た実験 

 エリクソン（スウェーデン）
（3.1節） 

・高周波数帯の利用を想定した新無線インタフェースのコンセプトおよび空間多
重とビームフォーミングを併用するMassive MIMO技術についての実験 

 サムスン電子（韓）（3.2節） 
・高周波数帯における安定した超広帯域伝送を実現する，デジタルとアナログを
組み合わせたハイブリッドビームフォーミングおよび移動局を追従するビーム
制御技術についての実験 

 三菱電機（日）（3.3節） 
・高周波数帯の超高速伝送を実現する，超多素子アンテナを用いるマルチビーム
多重化技術について，多素子アンテナを仮想的に複数配置することで超多素子
アンテナを実現する基礎的実験 

 ノキアネットワークス 
（フィンランド）（3.4節） ・EHF波帯の移動通信での有効利用を想定した超広帯域無線伝送の実験 

③5G端末デバイ
スに関する実験 

 インテル（米） 
・高速・大容量・低遅延・高信頼といった5Gのコンセプトを実現するスマート
フォンやタブレットなどの携帯電話端末向けの小型・低消費電力チップセット
の試作などを含む実験 

 クアルコム（米） ・数Gbpsのピークデータレートを伴うモバイルブロードバンドの拡張を提供可
能な小型・低消費電力の5Gデバイス実装の検討および実験を視野に入れた協力 

④超高周波帯での
無線装置の性能
評価に関する実
験 

 キーサイト・テクノロジー（日） 

・高周波数帯での超広帯域通信における，基地局と端末の通信性能を測定する技
術の検討 
・Massive MIMOのアンテナ性能の測定技術についての実験 
・高周波数帯における電波伝搬特性の測定と解析，信号波形の生成と解析 

 ローデ・シュワルツ（独） 
・高周波数帯での超広帯域幅におけるMassive MIMOなどの基地局と端末のアン
テナ性能，基地局の通信の性能評価技術の検討 
・高周波数帯における電波伝搬特性の測定と解析，信号波形の生成と解析 

周波数帯に適用可能な周波数利用効

率改善技術に関する実験協力，②

EHF帯を含む高周波数帯の活用に

関する実験協力，③5G端末デバイ

スの検討に向けたキーデバイス

（チップセット＊4）ベンダとの実験

協力，④5G無線アクセス技術およ

び超高周波帯での無線装置の性能を

評価するための測定技術に関する測

定器ベンダとの実験協力に分類され

る（表1）． 

①は，ブロードバンド通信やM2M

（Machine to Machine）＊5など，

利用形態に適した無線伝送方法

や信号波形の設計をはじめ，超

高密度に配置した光張出しス

モールセル＊6によるシステム容

量の増大化技術やMIMO（Mul-

tiple Input Multiple Output）＊7

伝送における，さらなる周波数

利用効率の向上など，さまざま

な要素技術の検証を対象として

いる[3]～[7]． 

②は，現在利用されている周波数

よりも高い，例えば6GHzを超

える周波数を有効活用するため

の無線インタフェース設計を含

上を実現する信号伝送技術． 
 
 
 
 
 
 
 

＊4 チップセット：移動端末ソフトウェアや各
種ハードウェアの処理を制御するための装
置．CPUおよび制御回路を含む一連の装置
をまとめてチップセットと呼ぶ． 

 
 
 
 

＊5 M2M：人間による通信操作を介在しない
機械通信の総称． 

＊6 スモールセル：送信電力が小さく，マクロ
セルに比較して小さいエリアをカバーする
セルの総称． 

＊7 MIMO：同一時間，同一周波数において複
数の送受信アンテナを用いて信号の伝送を
行い，通信品質および周波数利用効率の向
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表2 実験装置基本仕様 

無線アクセス OFDMA 

複信方式 TDD（上り／下り比率＝2：48） 

キャリア周波数 14.9GHz 

システム帯域幅 400MHz 

送信電力 基地局：2.14W（33.3dBm） 
移動局：2.24W（33.5dBm） 

送受信アンテナ数 4 

CC数 4 

サブキャリア間隔 75kHz 

サブフレーム長 0.2ms 

シンボル長 13.3μsec＋CP0.94μsec 

データ変調 QPSK，16QAM，64QAM 

OFDMA：Orthogonal Frequency Division Multiple Access 
TDD： Time Division Duplex 
QPSK： Quadrature Phase Shift Keying 

基地局装置
（無線・アンテナユニット）

測定車 :  屋外用
（移動速度 10km/h）

台車 : 屋内用
（移動速度 3km/h）

移動局装置

 
図1 5G実験装置 

む広帯域移動通信技術，具体的

には高周波数帯における電波伝

搬損失の補償に有効な超多素子

アンテナを用いたMIMO（Mas-

sive MIMO＊8）による超高速大

容量伝送技術やEHF波帯の移

動通信への応用をめざした要素

技術の検証を行っている． 

③は，小型・低消費電力の5Gデ

バイス実現に向けたキーデバイ

スの試作などに関連した実験を

行う予定である． 

④は，EHF波帯における電波伝

搬の解明や超多素子アンテナに

より構成されるアクティブアン

テナシステムの無線性能の評価

手法に関する実験を行う予定で

ある． 

3. 実験結果 
本稿では前述した5G伝送実験の

うち，中・長期的な高速・大容量化

の実現に不可欠である②の高周波数

帯の開拓に重点を置いた実験につい

て解説する． 

3.1 15GHz帯伝送実験 
エリクソンと共同で行っている

15GHz帯を用いた5G無線インタ

フェースコンセプトの検証実験の概

要を以下に解説する[8]～[10]． 

⑴実験概要 

15GHz帯を用いた5G実験装置の

基本仕様を表2に，基地局および移

動局装置を図1にそれぞれ示す．周

波数が連続する4つのコンポーネン

トキャリア（CC：Component Car-

rier）＊9（帯域幅100MHz）をキャリ

アアグリゲーション＊10しており，シ

ステム帯域幅は400MHzとなる．基

地局と移動局は送受信用のアンテ

ナを4つ搭載し，4ストリーム＊11の

MIMO伝送を行う．5Gでは高周波

数帯を利用したスモールセルエリア

の展開が検討されており，本実験装

置を用いて15GHz帯におけるさま

ざまなスモールセル環境での実証実

チャネルに送信されるデータ列． 
 
 
 
 
 
 
 

＊8 Massive MIMO：非常に多数のアンテナを
用いるMIMO伝送技術の総称． 

 
 
 
 
 
 

＊9 コンポーネントキャリア（CC）：キャリア
アグリゲーション（＊10参照）において束
ねられるキャリアを表す用語． 

＊10 キャリアアグリゲーション：複数のコン
ポーネントキャリアを用いて同時に送受信
することで，LTEとの後方互換性を保ちな
がら広帯域化を実現する技術． 

＊11 ストリーム：MIMOに用いられる伝搬路の
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⒜ロビー（屋内環境） ⒝中庭（屋外・屋内環境） ⒞建物間（屋外環境） ⒟駐車場（屋外環境）

10m

アンテナ高：6m
チルト：18度

5.0

2.0

3.0

4.0

1.0

5.8

0

スループット
（Gbps）

20m

30m

10m

20m

10m

20m
100m

50m

アンテナ高：4m
チルト：13.5度

アンテナ高：8m
チルト：2.3度

アンテナ高：6m
チルト：20度

柱

植木

廊下

基地局

 
図2 伝送実験環境およびスループット特性 

験を神奈川県横須賀市のYRP地区

で実施した．実験は図2に示す通り，

⒜ロビー（屋内環境），⒝中庭（屋

外および屋外－屋内），⒞建物間お

よび⒟駐車場（屋外）の4カ所のス

モールセル環境で実施した． 

⑵実験結果 

図2にスループットの実験結果を

あわせて示す．⒜ロビーでは静止時

に最大4.3Gbpsのスループットを実

現している．一方，柱の陰ではス

ループットが減少しており，15GHz

では直接波が支配的であることが確

認できる．⒝中庭における最大ス

ループットは3.6Gbpsであり，基地

局正面において，中庭（屋外）とガ

ラス窓を隔てた廊下（屋外－屋内）

のスループットが等しいことが確認

できる．廊下ではガラス窓を隔てる

ため受信電力が減少する一方，チャ

ネル相関＊12が低減し，ロビー・中

庭では，直接波が支配的であるため

受信電力が強い一方，天井・壁など

からの反射波が得られるものの反射

波の電力が小さいためチャネル相関

が高くなり，スループットが低減す

るからである．これに対し，⒞建物

間（屋外）での実験では，チャネル

相関を低減するために，基地局のア

ンテナ素子間隔を5λから21.5λに

変更しており，最大5.5Gbpsのス

ループットを実現した．最後に⒟屋

外駐車場では，見通し内環境である

ため，チャネル相関が非常に高く，

最大スループットは2.8Gbpsとなっ

た．一方，基地局から100m以上離

れた場所においても平均2Gbpsのス

ループットを実現した． 

以上のように，15GHz帯を用い

た5G屋内外伝送実験を実施し屋外

にて基地局アンテナの素子間隔を

21.5λとすることで，5Gbpsを実現

した．一方，高周波数帯特有の伝搬

特性に起因する伝搬損失およびチャ

ネル相関の増大も確認された．今後

は，これらの課題解決に向けて，基

地局間協調＊13技術，分散MIMO＊14，

ビームフォーミング＊15の技術検証

を進める予定である． 

3.2 28GHz帯伝送実験 
サムスン電子と共同で行っている

28GHz帯を用いた広帯域伝送実験

の概要を以下に解説する[11] [12]． 

⑴実験概要 

表3に各種諸元を図3に実験装置の

外観を示す．中心周波数は27.925GHz，

帯域幅が800MHzの広帯域伝送を行

う．アンテナ構成は，基地局に48

素子の平面アレーアンテナ＊16を2つ，

端末に4素子の線形アレーアンテナ

を2つ搭載している．1つのアレー

アンテナで1ビームを形成し，最大

2ストリームのビーム多重伝送が可

能である．基地局・端末双方でビー

ムフォーミングを行うことが特徴の

1つであり，より高いビーム利得＊17

を得ることができる．複数のビーム

候補の中から，受信電力が最大とな

るよう，基地局および端末のビーム

の組合せを選択する．高周波数帯に

おけるMassive MIMOを用いたビー

ムフォーミングの効果を検証するた

め，韓国・水原にあるサムスンデジ

タルシティにて屋外伝送実験を実施

＊16 アレーアンテナ：複数の素子を配列したア
ンテナのこと． 

＊17 利得：アンテナの放射特性の1つで，アン
テナの最大放射方向の放射強度が基準アン
テナの何倍あるかを示す指標． 

 
 

＊12 チャネル相関：複数の信号の類似性を示す
指標であり，類似性（相関性）が高いと1
に近い値をとり，類似性（相関性）が低い
と0に近い値をとる． 

＊13 基地局間協調：あるUEに対して，複数の
セクタあるいはセルと信号の送受信を行う
技術．複数のセルが協調して送受信を行う
ことにより，他セル干渉低減および所望信

号電力の増大を実現する． 
＊14 分散MIMO：複数の基地局から異なる

MIMOストリームを1つの移動局に送信し
MIMO伝送を行う技術． 

＊15 ビームフォーミング：複数のアンテナの振
幅および位相の制御によってアンテナに指
向性パターンを形成し，特定方向に対する
アンテナ利得を増加／減少させる技術． 
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表3 実験装置諸元 

各諸元 基地局 端末 

アクセス方式 OFDMA 

変調方式 QPSK，16QAM，64QAM 

複信方式 TDD 

中心周波数 27.925GHz 

帯域幅 800MHz 

1アレーあたりのアンテナ素子数 8×6（＝48） 4 

アレーアンテナ数 2 

アレー利得 21dBi 7dBi 

ビーム幅 10° 水平：20° 
垂直：60° 

MIMO構成 最大2ストリーム多重 

dBi：deciBel isotropic 

5mm

25
m

m

42mm

5
6m

m

 
図3 実験装置外観 

した． 

⑵実験結果 

図4に実験環境および下りリンク

スループットの実験結果を示す．こ

の実験では，最大16QAM（Quad-

rature Amplitude Modulation）＊18変

調の適応変調符号化＊19を用いた1ス

トリーム伝送（最大スループット：

1.27Gbps）を行っている．基地局

を高さ23.5mの建物屋上に配置し，

端末は基地局から約200m離れた道

路上を3km/hで移動しながらスルー

プット測定を行った．見通し内環境

では，ビームフォーミングの効果に

より，基地局から200m以上離れた

地点においてもほぼ1.2Gbpsの最大

スループットを達成できることが分

かる．一方，建物によって遮られた

見通し外環境においては，シャドウ

イング損失＊20によりスループット

の低下がみられる．しかしながら，

このような見通し外環境でも基地局

との通信は持続できており，かつ

300Mbps程度の比較的高いスルー

プットが得られることが確認できる．

これは，基地局からの直接波は受信

できないものの，ビーム選択により

周囲の建物からの反射波を受信でき

ているためである． 

本実験により，28GHz帯における

Massive MIMOを用いたビームフォー

ミングによる広帯域伝送の可能性を

明らかにした．今後はストリーム多

重による高速伝送，端末の高速移動

に対するビーム追従性能の検証を行

う． 

3.3 44GHz帯マルチビーム
多重基礎実験 

三菱電機と共同で行っている44GHz

帯マルチビーム多重技術の基礎実験

について以下に解説する[13]～[15]．

高周波数帯における電波伝搬損失の

補償と飛躍的な周波数利用効率の向

上を実現するため，Massive MIMO

を用いたマルチビーム多重技術に着

 
 
 

＊18 16QAM：デジタル変調方式の1つ．振幅と
位相の異なる16通りの信号を組み合わせる
ことにより，同時に4ビットの情報を送信
可能． 

＊19 適応変調符号化：無線伝搬路の状況に応じ
て変調方式および符号化方式を変化させる
方法．伝搬環境が劣悪な場合は信頼性を高
め，伝搬環境が良好な場合は高いスルー

プットを得られるように，変調方式と符号
化方式を適応的に変化させる． 

＊20 シャドウイング損失：移動通信端末が建物
の影などに入ることによって受信電力が低
下する現象をシャドウイングと呼び，受信
電力の低下量のことを損失と呼ぶ． 
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図4 屋外伝送実験 

APAA

ポジショナ

APAA

 
図5 APAA基地局装置と仮想ビーム多重APAA-MIMO 

目し，44GHz帯におけるマルチビー

ム多重技術の可能性を検証するため

の屋外基礎実験およびその測定デー

タを用いたシミュレーション検討に

ついて概要を紹介する． 

⑴APAA-MIMO 

本実験では，アクティブ・フェー

ズド・アレー・アンテナ（APAA）＊21

によるアナログビームフォーミング

とデジタル信号処理によるMIMOプ

リコーディングを組み合わせたハイ

ブリッドビームフォーミング構成で

あるAPAA-MIMOを検討している．

5Gで要求される超大容量伝送を実

現するためには，広帯域化に加えて

周波数利用効率のさらなる向上が必

要であり，APAAで生成されるマル

チビームを用いて，より多くのスト

リームをMIMO空間多重する必要が

ある．APAA-MIMOではマルチ

ビーム間で発生する干渉をプリコー

ディングにより抑圧することが可能

である． 

⑵実験概要 

APAA-MIMOによるマルチビー

ム多重技術を検証するため，図5に

示す44GHz帯APAAを用いた屋外基

礎実験を行っている．表4に基礎実

験における実験装置の諸元を示す．

APAAは8×6（＝48）素子の平面

 
 

＊21 アクティブ・フェーズド・アレー・アンテ
ナ（APAA）：アンテナ素子ごとに増幅
器・移相器を備えており，電波の指向性
（ビーム）を電子的に制御することが可能
なアレーアンテナ． 
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表4 実験装置諸元 

中心周波数 44GHz 

基地局アンテナ 

APAA 

アンテナ素子数 8×6（＝48） 

空中線利得 17.2dBi 

受信局アンテナ 
ホーンアンテナ 

受信アンテナ利得 20.4dBi 

0.8Gbps

1.4Gbps

1.8Gbps

2.2Gbps

1.3Gbps

1.3Gbps
1.3Gbps

1.4Gbps

1.0Gbps

0.7Gbps

1.5Gbps

0.7Gbps

1.8Gbps

1.1Gbps

1.5Gbps

基地局
（APAA）合計: 21.1Gbps

100m

伝送方式：OFDMA
占有信号帯域幅：500MHz
最大変調レベル・符号化率：256QAM，3/4
伝送効率：80％ 送信出力：33dBm／ストリーム

2.2

0

2.0

1.0

スループット
（Gbps）

1.3Gbps

 
図6 伝搬測定に基づくシミュレーションによる16ビーム多重伝送特性評価 

アレー構成となっており，全素子を

用いて1つのビームを生成する．マ

ルチビーム多重の検討を行うため，

図5に示すように，ポジショナを用

いてAPAAを移動させて，仮想的に

48×16（＝768）素子を用いた16

ビーム多重の性能評価をめざす．ま

ずは，その基礎実験として，兵庫県

尼崎市の三菱電機の工場内にて，

APAAでアナログビームフォーミン

グを動作させたときの屋外伝搬測定

を行い，その測定データに基づいた

シミュレーションにより，16ユー

ザ多重時の伝送特性を評価した． 

⑶実験結果 

その評価結果を図6に示す．基地

局に近い地点のユーザは2Gbps前後，

基地局から100m程度離れた地点の

ユーザでも1Gbps前後の高いスルー

プットを達成でき，全ユーザの合計

スループットは21.1Gbpsに達する

ことを確認できた． 

今後は，さらなる伝送実験および

伝搬実験を通して，シミュレーショ

ンと組み合わせながら，APAA-

MIMOのアンテナ・回路構成の最適

化，多重できるビーム数の最大値，

アナログビームフォーミングのビー

ム探索間隔・範囲，プリコーディン

グの最適化，ユーザ多重制御の検討

を行う． 

3.4 70GHz帯ミリ波伝送実験 
ノキアネットワークスと共同で

行っている70GHz帯ミリ波伝送実

験におけるビームフォーミングの技

術検証について以下に解説する[16] 

[17]．本実験ではスモールセルや屋

内・ホットスポット＊22での利用を

想定したカバレッジや移動性能を実

現するためのビームフォーミング技

術の実験を行っている． 

⑴実験概要 

実験装置の基本仕様を表5に，基

地局および移動局装置を図7にそれ

ぞれ示す．装置の中心周波数は

73.5GHz，システム帯域幅は1GHz

である．基地局装置では，水平

±17.5度，垂直±4.0度の範囲で，

半値幅＊23 3度のビームを制御する．

基地局のビームは64通り（垂直方向

4通り，水平方向16通り）の候補の

中から移動局の受信品質が良いビー

ムが選択される仕組みを持つ． 

ミリ波での伝送特性およびビーム

フォーミングの評価にあたり，さま

ざまなスモールセル環境での実証実

験を神奈川県横須賀市のYRP地区

で実施した．実験の様子を図8に示

す．ここでは，⒜中庭（屋外見通し

内環境），⒝ロビー（屋内見通し内

および見通し外環境），⒞地下駐車

場（屋内見通し内および見通し外環

境）での結果を示す．各環境におい

て基地局からの距離がおおよそ20m，

（20m，35m），（40m，60m）の直線

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊22 ホットスポット：駅前広場など，トラ
フィックが集中して発生する場所． 

＊23 半値幅：アンテナから放射されている電力
がその最大値から半分になるまでの角度範
囲．指向性の鋭さを表す． 
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⒝ロビー：セル半径35m 
（屋内見通し内および見通し外環境）

⒜中庭：セル半径20m
（屋外見通し内環境）

⒞地下駐車場：セル半径60m 
（屋内見通し内および見通し外環境）

基地局

 
図8 伝送実験環境 

表5 実験装置基本仕様 

無線アクセス NCP-SC 

複信方式 TDD 
（上り／下り比率＝12：188） 

中心周波数 73.5GHz 

システム帯域幅 1GHz 

送信電力 23.6dBm（0.229W） 

送受信アンテナ数 1 

TTI長 100μsec 

データ変調 BPSK，QPSK，16QAM 

BPSK： Binary Phase Shift Keying 
NCP-SC：Null Cyclic Prefix Single Carrier 

基地局装置 移動局装置
 

図7 実験装置外観 

コース上で評価した．移動局の移動

速度は歩行速度を想定した約4km/h

とした．移動局の移動に伴い最適な

ビームが変化し，それにあわせて基

地局のビームが適切に追従した． 

⑵実験結果 

図9に各環境におけるスループッ

トの累積分布特性（CDF：Cumula-

tive Distribution Function）＊24を示

す．CDFによりコース上のスルー

プットの分布の割合を確認すること

ができる．いずれの環境においても

装置の最大伝送スループットである

2Gbps以上を達成しておりコースに

よりその割合が異なることが確認で

きる．特に，見通し内環境において

はコース上の多くの領域で最大ス

ループットを達成した． 

現在は，図10に示すようなビーム

状態の可視化システムを開発し，ミ

リ波の伝送特性の解明を進めている．

さらに，より実際の環境に近い市街

地環境での検証も行っている．今後

＊24 累積分布特性（CDF）：確率変数がある値
以下の値をとる確率を表したもの． 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al



 

 NTT DOCOMOテクニカル・ジャーナル Vol. 23 No. 4 67

0 0.5 1 1.5 2 2.5
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

Throughput (Gbps)

C
D

F

0 0.5 1 1.5 2 2.5
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

Throughput (Gbps)

C
D

F

Course #Y1

Course #Y2

0 0.5 1 1.5 2 2.5
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

Throughput (Gbps)

C
D

F

Course #Z1

Course #Z2

20m付近
（見通し外あり）

20m付近
（見通し内） 40m付近

（見通し内）

50m 付近
（見通し外あり）

⒝ロビー⒜中庭 ⒞地下駐車場

スループット（Gbps） スループット（Gbps） スループット（Gbps）

35m付近
（見通し外あり）

0 0.5 1 1.5 2 2.5

スループット（Gbps）

1

0.8

0.6

0.4

0.2

0

C
D

F

0 0.5 1 1.5 2 2.5

スループット（Gbps）

1

0.8

0.6

0.4

0.2

0

C
D

F

0 0.5 1 1.5 2 2.5

スループット（Gbps）

1

0.8

0.6

0.4

0.2

0

C
D

F

 
図9 スループット特性 

 
図10 ビーム状態の可視化システム 

はより見通しの確保ができる複数の

基地局によるマルチサイト化の検証

も行う予定である． 

4. あとがき 
本稿では，現在ドコモが取り組ん

でいる，主要ベンダとの協力による

5G伝送実験について概説し，高周

波数帯の活用に向けた要素技術の検

証実験を中心に紹介した．得られた

実験結果はドコモが提唱する5Gコ

ンセプトの検証結果として，世界の

5G関連の研究団体や国際会議，

2016年以降本格的に開始される5G

の標準化活動などの場での議論に寄

与していくとともに，より高度な技

術の創出に向けた検討において活用

する予定である． 
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Twitterを用いた地域イベント発見技術  

Twitterはリアルタイムに情報が共有されるソーシャル
ネットワークサービスであり，大量のさまざまな話題の情
報がリアルタイムで共有されている．本稿では自然言語処
理技術を活用して，日本全国の各地域で開催されるイベン
ト情報をTwitterから自動で発見する技術について解説し
た後，本技術を活用したサービス「街のイベント情報」を
紹介する． 

 

1. まえがき 
スマートフォンの普及に伴って，

さまざまな種類の位置情報サービス

が多数提供されている．例えばTrip 

AdvisorⓇ＊1は世界中のホテル・レス

トラン情報やその評判情報を，ぐる

たびⓇ＊2は日本各地の名物グルメ情

報を提供している．このような位置

情報サービスをさらに魅力あるもの

にするためには，観光スポットやイ

ベント，名産品などの地域情報につ

いて，最新の情報をできる限り多く

提供することが重要である． 

しかし，最新の地域情報の提供を

維持するためには多大な労力がかか

る．さらに地域情報の中でもイベン

ト情報は，日々新たなものが開催さ

れるため，情報の鮮度を確保するに

は特に頻繁な更新が必要となるが，

手動での対応には限界がある． 

これを解決するためTwitter＊3を

活用して日本全国各地で開催される

イベント情報を自動で発見する技術

を開発した．Twitterとはソーシャル

ネットワークサービスの1種であり，

140文字のテキスト（ツイート＊4）

を投稿・共有できるサービスである．

Twitterでは，ユーザの日常生活で

起きたことや新製品，ニュース，そ

してイベント告知などの大量のさま

ざまな話題の情報がリアルタイムで

共有されている．特にTwitterを用

いたイベントの告知は誰でも手軽に

行うことができるため，花火大会や

地域のお祭りといった公共性の高い

イベントに限らず，店舗のフェアや

インディーズバンドのライブといっ

たさまざまな種類のイベント情報が

大量に告知されている． 

本技術は，自然言語処理技術＊5を

活用してツイートからイベント情報

を自動で発見するもので，大量のツ

イートからイベント情報の有無だけ

でなく，そのイベントの名称，開催

場所，開催期間の3つ組を8～9割程

度の精度で抽出できる． 

本稿では，この地域イベント情報

自動発見技術とともに，本技術を適

用した「街のイベント情報」サービ

スについて解説する． 

2. 地域イベント発見
技術概要 

地域イベント発見技術の概要につ

いて，図1に示すデモンストレー

ションアプリの動作画面を用いて解

説する．これは本技術を可視化し検

証するために用意したものであり，

自動抽出されたイベント情報を，開

催期間，開催場所に応じて表示して

おり，ユーザは各地域のイベント情

報を簡単に発見することができる．

先進技術研究所 山田
やま だ
  渉 

わたる

      
 

サービスイノベーション部 落合
おちあい
 桂一
けいいち
 菊地

きく ち
  悠 

はるか

おけるTwitter, Inc.の登録商標． 
＊4 ツイート：Twitter社の提供するマイクロ

ブログサービスにおける記事のこと． 
＊5 自然言語処理技術：人間が日常的に使って

いる言語（自然言語）をコンピュータに処
理させる技術． 

 
 
 
 
 
 

＊1 Trip AdvisorⓇ：各国のレストランやホテ
ル情報，口コミ情報を提供するサービス．
TripAdvisor, LLCの商標または登録商標． 

＊2 ぐるたびⓇ：日本各地の名産品を紹介する
サービス．株式会社ぐるなびの登録商標． 

＊3 Twitter：アメリカ合衆国また他の国々に
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Event Name:ナイトアクアリウム
Event Venue:新江ノ島水族館
Event Time:2015-07-20～2015-11-30
Tweet:
7月20日から11月30日まで！新江ノ島水族
館10周年を記念し，ナイトアクアリウム
を開催します！ぜひご来場ください！

各地域のイベント数

User name
User ID

2015/7/21 17:15

User name
User ID

2015/6/1 15:00

7月20日から11月30日まで！
新江ノ島水族館10周年を記念し，
ナイトアクアリウムを開催しま
す！ぜひご来場ください！

昨日は新江ノ島水族館のナイト
アクアリウムに行きました．幻
想的で美しいイベントで最高の
夜過ごすことが出来ました．ま
た行きたい・・・・・

※ツイート文は架空の例示であり実在のものではありません．

Leaflet | Tiles © Esri — Esri, DeLorme, NAVTEQ, TomTom, Intermap, iPC, USGS, FAO, NPS, NRCAN, GeoBase, Kadaster NL, 
Ordnance Survey, Esri Japan, METI, Esri China（Hong Kong）, and the GIS User Community

抽出元のツイート

イベント名を含む
他のユーザのツイート

 
図1 イベント発見技術のプロトタイプイメージ 

また図1には，自動抽出された各地

域のイベント情報のうち，2015年9

月4日（金）に開催されると推定さ

れたものを表示している．各イベン

ト情報はイベントの名称，開催場所，

開催期間の3つ組とそれらの抽出元

のツイート情報が格納されている．

例えば，図1中の吹き出しで示して

いる“ナイトアクアリウム”の例で

は，“ナイトアクアリウム”という

イベントの名称，“新江ノ島水族館”

というイベントの開催場所，“2015

年7月20日～2015年11月30日”の開

催期間の3つ組が含まれている．ま

たイベント名称を含むツイートを再

検索することで，他のユーザのイベ

ントに関するツイートも見ることが

できる．図1の地図上の数字は，

“ナイトアクアリウム”のように自

動抽出された各地域のイベント情報

の合計件数である．例えば，9月14

日に東京近郊で536件のイベントが

開催されることを示している． 

イベントの発見件数は，時期や休

日か平日かで変動するが，新規イベ

ントを全国で毎日150件程度，ひと

月あたり4,000～5,000件程度抽出す

ることができる．この件数はイベン

ト情報のデータベースとしては国内

最大規模である． 

従来は，位置情報付きツイートの

投稿数が急上昇している場所を特定

し，イベントを抽出する方法が主

だった[1] [2]．これらの手法では，イ

ベントの発生によって周辺地域の投

稿数が変化することを前提にしてい

るため，地震の発生や有名アーティ

ストのライブなど投稿数が多い大規

模なものが対象となり，投稿数が比

較的少ない小規模なイベントは抽出

することができない．またイベント

が発生する前にイベント情報を抽出

することはできない． 

本技術では，位置情報付きツイー

トの投稿件数ではなく，イベント情

報を含むツイートが持つ自然言語的

な特徴に着目し，機械学習＊6技術を

用いてイベント情報を抽出する．そ

のためイベントの告知ツイートが1

件だけであったとしても抽出対象と

なるため，大規模なイベントだけで

なく，地域で開催されるような小規

模イベント情報も発見することが可

能である． 

3. システム構成 
および処理の流れ 

地域イベント発見技術は，図2に

示すように地名抽出部とイベント情

報抽出部から構成されている．それ

＊6 機械学習：事例をもとにした統計処理によ
り，計算機に入力と出力の関係を学習させ
る枠組み． 
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日本語
ツイート

⑤CRFとイベント名称
抽出処理

地名関連付け済みツイート

イベント関連ツイート

イベント情報
（名称，開催場所）

名寄せ済みイベント情報
（イベントID，名称，開催場所，開催期間）

地名・施設情報
（名称，曖昧性フラグ）

地名リスト

イベント情報

地名を含むツイート

形態素列

イベント情報
（名称，開催場所，開催期間）

地名抽出部

イベント情報抽出部

⑦名寄せ処理

⑥正規表現による
開催期間抽出処理

④SVMによるイベント
関連ツイート抽出処理

③フィルタリング処理

②キーワードマッチング

①形態素解析

 
図2 地域イベント発見技術の全体処理概要 

ぞれの処理内容を解説する． 

3.1 地名抽出部 
地名抽出部は，日本語のツイート

を対象として，ツイートがどの場所

について言及しているのかを解析し

て，地名とツイートの関連付けを行

う．この関連付けは図2①～③まで

の3ステップで構成されている．まず

日本語のツイートを対象として，形

態素解析＊7を実行する（図2①）．次

にあらかじめ用意した，地域や施設

の名称と後述する曖昧性を示すフラ

グなどを含んだ地名リストを参照し，

地名と一致する名詞が本文中に含ま

れるツイートを抽出する（図2②）．

最後に曖昧性がある地名を含むツ

イートに対してフィルタリングを行

う（図2③）．曖昧性のある地名とは，

人名としても用いられるものや，同

名で異なる場所が複数存在するため

特定の場所を一意に示すとは限らな

い地名のことである．その例として

は，苗字の“松島”と宮城県の観光

名所の“松島”がある．同名の地名

が存在する例としては，京都府の

“円山公園”と北海道の“円山公園”

などが挙げられる． 

この曖昧性を除去し，正しくフィ

ルタリングを行うために共起語と機

械学習を用いた処理を行う．この

フィルタリングの詳細については文

献[3]を参照されたい． 

以上の処理によって，地名抽出部

は日本語ツイートを地名と関連付け，

曖昧性の除去を行い，イベント情報

抽出部へと出力する． 

3.2 イベント情報抽出部 
イベント情報抽出部では，地名関

連付け済みツイートから，イベント

名称と開催期間の抽出を行う．本処

理は大きく4つのステップで構成さ

れる．第一に，地名と関連付け済み

のツイートからイベント名称や開催

 
 
 
 

＊7 形態素解析：文章を形態素と呼ばれる意味
のある単語の最小単位に区切る技術のこ
と． 
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地名関連付け
済みツイート

素性抽出
（素性：単語の出現回数）

SVMの分類
モデル作成

⒜SVMの学習フェーズ

SVMによる推定

⒝SVMの推定フェーズ

素性抽出
（素性：単語の出現回数）

正解ラベル付与

地名関連付け
済みツイート

イベント関連
ツイート

その他の
ツイート

 
図3 SVMによるイベント関連ツイートの抽出処理 

期間といった情報を含むツイートを

抽出するイベント関連ツイート抽出

処理を行う（図2④）．第二に，イ

ベント情報を含むツイートからイベ

ント名称の抽出を行う．また開催場

所の情報には地名抽出部を用いてツ

イートと関連付けられた地名を割り

当てる（図2⑤）．第三に，イベン

ト名称が抽出されたツイートから開

催期間を抽出する（図2⑥）．第四

に抽出されたイベント情報に対して，

開催場所とイベント名称の類似度を

用いて同一のものかを判定する名寄

せ処理を行い，イベント情報ごとに

IDを付与する（図2⑦）．それぞれ

の処理の詳細を以下に解説する． 

⑴イベント関連ツイート抽出処理 

イベント関連ツイート抽出処理で

は，地名関連付け済みツイートから

機械学習を用いてイベントに関係す

るツイートのみを抽出する．本処理

では，イベントに関するツイートは

“開催”や“祭り”といった語が文

中に出現しやすいといった特徴を分

類器＊8に学習させて，イベントに関

連したツイートを地名関連付け済み

ツイートから抽出する．大量のツ

イートを高速に処理するため，線形

SVM（Support Vector Machine）

[4]と呼ばれるアルゴリズムを採用し

ている．このアルゴリズムは図3の

ように，2つのフェーズに分かれて

いる． 

⒜学習フェーズではまずツイート

を収集して，各ツイートを目視

で確認して，イベントに関係し

たツイートとイベントに関係の

ないツイートのどちらかのラベ

ルを付与する．次に，ラベルを

付与したツイートから素
そ

性
せい
＊9を

抽出する．素性には各単語がそ

れぞれ何回出現したかという単

語の出現回数を用いている．そ

のため“開催”や“展示”など，

イベントに関連するツイートに

含まれやすく，かつイベントに

関係しないツイートには含まれ

にくい単語が多く出現するツ

イートほど，イベントに関連し

ていると判定される． 

⒝推定フェーズでは，学習フェー

ズで構築した分類器を用いて，

地名関連付け済みの各ツイート

がイベント情報を含むかどうか

を判別する．そしてイベント情

報を含むと判別されたツイート

はイベント名称抽出処理と出力

される． 

⑵イベント名称抽出処理 

イベント名称抽出処理は，SVM

によってイベントと関連すると判別

されたツイートの本文に含まれるイ

ベント名称を抽出する．本処理では

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

＊8 分類器：入力をその特徴量に基づいてあら
かじめ定められた分類先のいずれかに分類
する装置． 

＊9 素性：自然言語処理における特徴量のこと． 
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正解ラベル付与

素性抽出：
（表記・品詞等）

CRFの分類
モデル作成

⒜CRFの学習フェーズ

CRFによる推定

⒝CRFの推定フェーズ

素性抽出
（表記・品詞等）

イベント関連
ツイート

イベント関連
ツイート

イベント情報

 
図4 CRFによるイベント名称抽出処理 

CRF（Conditional Random Fields）＊10 [4]

という機械学習のアルゴリズムを用

いて，イベント名称を抽出する． 

CRFによるイベント名称の抽出

も図4のように2つのフェーズに分

かれている． 

⒜学習フェーズでは，イベントに

関連するツイートに対して，ど

の部分がイベント名称に相当す

るか，またどの部分がイベント

名称に関係ないかといったラベ

ルを付与する．そしてCRFは付

与されたラベルから，イベント

名称には“祭り”という表現が

含まれやすい，“October fest”

のようにアルファベットが続き

やすいといったさまざまな特徴

を学習し，分類モデルを作成す

る．また素性には各単語の読み

や表記，品詞，文字数などを使

用している． 

⒝推定フェーズでは，学習フェー

ズで作成した分類モデルを用い

て，イベントに関連していると

判定されたツイートのうち，ど

の部分がイベントの名称に関連

しているかを判別する．そして

イベント名称が抽出されたツ

イートは次の開催期間抽出に出

力される． 

⑶開催期間抽出処理 

①正規表現を用いた抽出 

開催期間抽出処理では，正規

表現を用いて，ツイートの本文

中に含まれるイベントの開催期

間を抽出する．正規表現とは自

然言語処理の手法の1つで，あ

らかじめ定義されたパターンに

文字列が該当するかを判定した

り，そのパターンに該当する文

字列を文中から抽出したりする

ことができる．例えば「¥d{2,4} 

年¥d{1,2}月¥d{1,2}日」というパ

ターンを定義することで「2016

年1月1日」や「16年12月31日」

などの2桁から4桁の年と1桁か

ら2桁の月と日から構成される

文字列を抽出することができる．

開催期間抽出では，日付に関連

するパターンをあらかじめ大量

に登録しておき，それらをパ

ターンマッチングに用いて文中

に含まれる日付を抽出する． 

②日付の補完 

抽出した日付は「1月1日」

や「本日」などのように必ずし

も年月日が全て含まれていると

は限らない．これらについては

ツイートの投稿日付を参照して，

適切な年月日を補完する．また

「2016年1月1日から3日まで開

催」といった，開催日が単一の

日付ではなく，期間となってい

る場合に対応するため，抽出し

た日付間に「より」や「から」，

「～」などの期間であることを

 
 
 
 
 

＊10 CRF：条件付確率場．入力された要素が連
なったもの（系列）に対して，その特徴量
に基づいてあらかじめ定められたラベルを
付与する手法の一種． 
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ペアの例:
（21世紀の未来展，21世紀のみらい展）

（イベントID，名称，開催場所，開催期間）

開催場所が同じイベント情報をグルー
ピングし，ペアを全通り作成

各ペアの最長共通部分列比を計算

しきい値処理

異なるイベントと判定

イベント情報

最長共通部分列:（21世紀の展）
最長共通部分列比:
（6/9）= 0.666…

しきい値以下

同一のイベント
IDを付与

異なるイベントIDを付与
イベント情報

（名称，開催場所，開催期間）

同一のイベントと判定

しきい値以上

 
図5 イベント情報の名寄せ処理 

示す語が，抽出した日付の間に

あるかを確認する．そして，こ

のような期間である語が入って

いる場合には，さらに日付の前

後関係などを確認し，開催期間

として抽出する． 

以上の処理によってイベントの名

称と開催期間，また地名抽出部に

よって割り当てられた開催場所の3

つ組を抽出する． 

⑷名寄せ処理 

開催期間抽出までの一連の処理に

よって，イベント情報は抽出できる

ものの，1つのイベントに対して複

数のツイートが告知を行っている場

合があるため，抽出されたイベント

情報には重複するものが存在する． 

しかもユーザによって，「21世紀

の未来展」と「21世紀のみらい展」

のように，イベント名称の表記が異

なる場合があるため，異名で重複し

たイベント情報が含まれている． 

そこで本処理ではイベントの名称

と開催場所の2つの情報を用いてイ

ベント情報の同一性の判定を行った

うえで，イベントIDを割り当てる．

これはイベント情報を管理するため

の番号であり，重複するイベント情

報には同一のイベントIDが割り当

てられる． 

本処理では図5のように，抽出し

たイベント情報を開催場所ごとにグ

ルーピングをする．次に，開催場所

が同じイベント情報どうしのペアを

全通り作成する．そして作成したペ

アのイベント名称の類似度を計算し，

しきい値以上であれば，同一のイベ

ント情報と判定し，それぞれに同一

のイベントIDを割り当てる．イベ

ント名称の類似度には最長共通部分

列比という類似度を用いている．本

処理により，図5のように同じ場所

で開催される類似した名前のイベン

ト情報をまとめることができる． 

4. ｢街のイベント情報｣
サービス 

本技術を活用した「街のイベント

情報」サービスが2015年5月12日よ

り，dメニューのリアルタイム検索

コーナー内で提供されている．本

サービスは，図6に示す通り，本技

術で収集したイベント情報のうち，
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図6 「街のイベント情報」サービス画面 

ユーザの現在地付近のものを表示す

ることで，近くの話題のイベントを

見つけることを可能とするものであ

る．現在地のイベントだけでなく地

図やカレンダーで場所と日付を指定

してイベント情報を調べることがで

きるため，旅行やおでかけの計画に

利用することもできる． 

5. あとがき 
本稿では，ツイートを情報源とし

た地域イベント情報の自動発見技術

の概要を解説し，本技術を活用した

「街のイベント情報」サービスを紹

介した．今後は本技術を活用して全

国各地のイベント情報をコンテンツ

化しそれによって地方創生につなが

るサービスを創造していく．また各

地の名産品やその評判といったイベ

ント情報以外の地域情報抽出技術の

研究開発を行う． 
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M2M トラフィック分離 

端末種別に基づいてトラフィック分離を実現する
Dedicated Core Network 

 

端末のトラフィック特性に応じた専用コアネットワーク
“Dedicated Core Network”を準備し，アクセスさせるコ
アネットワークを端末別に分離する新方式の標準仕様が，
3GPP SA2において合意された．本方式では，端末に手を
加える必要がなく，コアネットワーク側の加入者情報に端
末識別パラメータを持たせることで，交換機にて所望のコ
アネットワークに振り分ける制御が可能となり，主にM2M
通信での利用が期待される．本稿では，本方式の技術的特
長や動作概要，標準化動向および将来展望について解説す
る． 

  

1. まえがき 
2010年にドコモがLTEによる

高速データ通信サービスを開始し

て以来，MVNO（Mobile Virtual 

Network Operator）＊1へのサービ

ス提供やLTE国際データローミン

グの実現[1] [2]，そして2014年に

はVoLTE（Voice over LTE）[3]

による音声およびSMSのサービス

提供も開始し，スマートフォンが

モバイル通信市場へ急速に浸透し

てきている．一方，近年ではM2M

（Machine-to-Machine）＊2デバイス

も低廉化されて徐々に普及への期

待が高まっており，LTEに接続

する端末やデバイスの種類や数は

これからますます増加すると予想

される． 

今後，多種多様な端末やデバイ

スをネットワークに収容すること

を考慮した場合，そのトラフィッ

ク特性や優先度に応じて収容する

コアネットワーク＊3を分離するこ

とができれば，ネットワーク負荷

の局所化や収容設計の効率化など，

これまでよりさらにフレキシブル

かつ最適にネットワークを制御す

ることができる．例えば低優先度

のM2Mデバイスの大量接続によっ

て引き起こされた輻輳＊4による

ネットワーク障害で，高優先度の

スマートフォンユーザの通信が阻

害されるというケースにおいても，

低優先度のM2Mデバイスを収容す

るコアネットワークを分離してお

けば，輻輳やネットワーク障害を

低優先度のM2Mデバイスのみを

収容したコアネットワーク内に留

め，高優先度の通信に一切影響を

与えることなくそれらを制御する

ことが可能となる．一方，収容す

る端末やデバイスのトラフィック

特性や優先度に応じて，サービス

要求レベルを調整してネットワー

クを設計することも可能なため，

適切な信頼性確保とコスト削減が

見込まれる． 

3GPP（3rd Generation Part-

nership Project）では，以前より

コアネットワークを分離する方式

が存在しているが，それは端末や

デバイスへの機能実装が必要であ

り，普及済みの既存端末には適用

ネットワーク開発部 藤島
ふじしま
 大輔
だいすけ

 
 
 

ドコモ・テクノロジ株式会社
パケットNW事業部 

 IM ザヒドル
 

 

     
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊1 MVNO：携帯電話事業者のネットワー
クインフラを借りて，音声通話やデー
タ通信などの通信サービスを提供する
事業者． 

＊2 M2M：定期的あるいは条件付で通信す
るようあらかじめ設定しておき，人の
手を介さず装置間で自発的に通信する
方式． 

＊3 コアネットワーク：交換機，加入者情
報管理装置などで構成されるネット
ワーク．移動端末は無線アクセスネッ
トワークを経由してコアネットワーク
との通信を行う． 

＊4 輻輳：通信信号が短期間に集中するこ
とで交換機の処理能力を超え，通信に
障害が発生した状態． 

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al



 

 NTT DOCOMOテクニカル・ジャーナル Vol. 23 No. 4 77

凡例：
① Attach/TAU/RAUを送信
② 識別情報（Attach時）または伝達情報（TAU/RAU時）を要求
③ 識別情報（Attach時）または伝達情報（TAU/RAU時）を送信※

④ ③で端末識別子が取得できなかった場合，認証情報要求で端末識別子を要求
⑤ 認証情報応答で端末識別子を送信
⑥ 交換機で端末識別子を判別してAttach/TAU/RAUをリダイレクト
⑦ 無線装置はNNSFに応じて接続するDCNの交換機を選定し，Attach/TAU/RAUを転送

※端末が旧在圏の交換機に在圏しており，かつ本交換機がDCNに関連する機能をサポートする場合，端末識別子が含まれる．

M2M専用コアネットワーク
（DCN）

従来のコアネットワーク
（デフォルトコアネットワーク）

一般ユーザ

無線装置
（eNodeB/RNC）

HSS

①

①

④

⑤

⑥

交換機
（MME/SGSN）

交換機
（MME/SGSN）

一般ユーザはデフォルトコア
ネットワークに収容される

⑦

スマートフォン
フィーチャーフォン

旧在圏の交換機
（old MME/SGSN）

②

③

M2Mユーザ

ゲーム

フォトフレーム カーナビ

【加入者情報】
・IMSI
・APN
・…
・端末識別子（UE Usage Type）

【識別情報または伝達情報】
・IMSI
・MM Context
・…
・端末識別子（UE Usage Type）

 
図1 DCNのアーキテクチャ 

が難しい．そこで，端末へインパ

クトのない方式の必要性をドコモ

が主張した結果，3GPP SA（Ser-

vice and System Aspects）2の

Release 13におけるWI（Work 

Item）＊5として，コアネットワー

ク分離に関するDedicated Core 

Network（以下，DCN）の検討が

認められることとなった．本WI

（名称は“DECOR”）では，ドコ

モがラポータ＊6となって積極的に

検討をリードしており，2015年5

月，3GPP SA2においてアーキテ

クチャの標準仕様化が完了した[4]．

本機能は，LTEだけでなく3Gで

も実装可能な仕様として標準に規

定されている[5]． 

本稿ではDCNの技術的特長，

コアネットワークの振分けや再選

択に関する呼制御手順の概要，標

準化の最新動向および今後の展望

を解説する． 

2. DCNの技術的特長 
DCNのアーキテクチャを図1に

示す．ここではM2Mデバイスを

DCNに収容する例として示す．

＊5 WI：3GPP標準化における検討テーマ． 
 
 
 
 
 
 
 

＊6 ラポータ：例えば，LTEなどのWork
Itemのような検討対象項目に対して，
進捗の管理，議論のとりまとめ，議論
結果をキャプチャしたテクニカルレ
ポートのエディタなどを務める3GPPの
役職． 
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DCNへの振分けや利用に関して

は，以下のような特長がある． 

・普及済みの既存端末を含めて

DCNへの振分けが可能．振

分けのための端末識別子

（UE Usage Type）＊7は，HSS

（Home Subscriber Server）＊8

内の加入者情報に含め，端末

へは通知が不要． 

・DCNへの振分けは，Attach＊9

およびTAU（Tracking Area 

Update）＊10/RAU（Routing 

Area Update）＊11の基本的な呼

処理手順の中で実行可能．端

末側からの特別なリクエスト

は不要で，すべてネットワー

ク側で自動的に制御される．

端末からAttach/TAU/RAU

の要求が従来のコアネット

ワーク（デフォルトコアネッ

トワーク）に送信されると

（図1①），交換機（MME（Mo-

bility Management Entity）＊12/ 

SGSN（Serving GPRS (Gen-

eral Packet Radio Service）

Support Node）＊13）はまず旧

在圏の交換機（old MME/ 

SGSN）へ，Attachの場合は

識別情報要求／応答，TAU/ 

RAUの場合は伝達情報要求／

応答の手順を経て，old MME/ 

SGSNが持つ情報から端末識

別子の取得を試みる（図1②③）．

この手順で取得できなかった

場合，次にHSSより認証情

報＊14要求／応答の手順を経て，

加入者情報に含まれる端末識

別子を取得する（図1④⑤）．

交換機は取得した端末識別子

を参照して，DCNへ振分けを

実施するか否かを決定する． 

・DCNの交換機が複数の場合で

あっても，従来技術を活用し，

制御することが可能である．

DCNへの振分けの際，交換機

から無線装置（eNodeB＊15/ 

RNC（Radio Network Control-

ler）＊16）へ，端末からの情報

を所望のDCNに送るための

リダイレクション指示を出す

（図1⑥）．無線装置は，従来

技術であるネットワークノー

ド選択機能（NNSF：Network 

Node Selection Function）＊17

を利用してDCNの交換機を選

択する（図1⑦）． 

・LTEの場合，S-GW（Serving 

GateWay）＊18/P-GW（Packet 

data network GateWay）＊19も

DCN専用に設置することが可

能であり，それによりスマー

トフォンとM2Mなどのトラ

フィック分離が可能．これ

らの装置は，端末識別子を

キーとして，交換機に装置情

報を設定する，もしくはDNS

（Domain Name System）＊20を

利用すれば適切に選択できる． 

以上の特長より，端末に手を加

えず，かつ従来の呼処理手順を最

大限に活用したDCNの配備が可

能となる． 

3. DCNへの呼制御
手順 

本方式の動作概要を以下に解説

する．ここでは，端末はDCNに振

分けされる対象であり，第一MME/ 

SGSNはデフォルトコアネット

ワークに，第二MME/SGSNは

DCNに所属するとする．また，無

線装置（eNodeB/RNC）はどち

らのMME/SGSNにも接続してい

るとする． 

3.1 振分け手順 
DCNへの振分け手順を図2に示

す．HSSもしくは旧在圏のMME/ 

SGSNより取得（3.2節参照）した

端末識別子よりDCNへの振分けが

必要と判断した第一MME/SGSN

は，図2①でeNodeB/RNCに，振

分け要求としてReroute NAS Mes-

sage Requestを送信する．本メッ

セージには，端末より受信した元

のAttach/TAU/RAUのメッセー

ジの他に，振分け先DCNを識別

するために必要となるMMEGI

（MME Group ID）＊21（LTEの場

合）もしくはNull NRI（Null Net-

work Resource Identifier）＊22，ま

たはSGSN Group ID＊23（3Gの場

＊7 端末識別子：加入者情報に含まれる，
端末やデバイスの種別や用途を示す識
別子． 

＊8 HSS：3GPP移動通信ネットワークにお
ける加入者情報データベースであり，認
証情報および在圏情報の管理を行う． 

＊9 Attach：移動端末の電源ON時などにお
いて，移動端末をネットワークに登録

する処理． 
＊10 TAU：LTE向けに移動端末が移動した

際，移動端末をネットワークに再登録，
もしくは登録するネットワーク装置を
変更する処理． 

＊11 RAU：3G向けに移動端末が移動した
際，移動端末をネットワークに再登録，
もしくは登録するネットワーク装置を

変更する処理． 
＊12 MME：eNodeB（＊15参照）を収容し，モ

ビリティ制御などを提供する論理ノード． 
＊13 SGSN：RNC（＊16参照）を収容し，モ

ビリティ制御などを提供する論理ノード． 
＊14 認証情報：HSSが移動端末向けに払い

出す，認証およびセキュリティなどの
情報． 
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①Reroute NAS Message Request（Attach/TAU/RAU，
MMEGI/Null NRI もしくは SGSN Group ID，UE Usage Type）

③Initial UE Message（Attach/TAU/RAU，MMEGI/Null NRI もしくは SGSN Group ID，UE Usage Type）

②NNSF

第一MME/SGSN
（デフォルトコアネットワーク）

eNodeB/RNC 第二MME/SGSN
（DCN）

 
図2 DCN振分け手順 

合）（以下，DCN識別子），また条

件付きで端末識別子が含まれる．

端末識別子が含まれる条件は，旧

在圏のMME/SGSNがDCNに関連

する機能をサポートしていないな

どの理由で，旧在圏のMME/SGSN

が第一MME/SGSNに端末識別子

を提供できないケースに該当する． 

図2②では，図2①で受信した

DCN識別子を基にeNodeB/RNC

がNNSFを実行して，端末の接続

先となる第二MME/SGSNを決定

した後，図2③で元のAttach/TAU/ 

RAUメッセージおよびDCN識別

子を送信する．図2③でDCN識別

子を含める目的は，送信される

Attach/TAU/RAUメッセージが，

端末から直接送信されたものでは

なく，振分けされたものであるこ

とを示すと同時に，第二MME/ 

SGSNでの本Attach/TAU/RAU

メッセージの再振分けを抑止する

フラグとしての効果を持つ．図2①

で端末識別子が含まれる場合は，

図2③にも同一の端末識別子が含

まれる．これにより第二MME/ 

SGSNでのHSSへの端末識別子の

問合せ処理を省略することができ

る． 

なお，本振分け手順は通信状態

への影響を考慮し，端末がidle状

態＊24での実施のみを対象とする． 

3.2 Attach手順 
DCNへの振分け手順を含めた

Attach手順を図3に示す．Attach 

Requestが端末からeNodeB/RNC

を経由して第一MME/SGSNに送

信される（図3①）．端末が以前別

のold MME/SGSNに在圏しており，

かつold MME/SGSNがDCNに関

連する機能をサポートしている

場合は，第一MME/SGSNはold 

MME/SGSNから取得できる識別

情報より端末識別子も取得が可能

である（図3②③）． 

端末が以前在圏したold MME/ 

SGSNがない，もしくはold MME/ 

SGSNがDCNに関連する機能を

サポートしていないなど，第一

MME/SGSNがold MME/SGSNか

ら端末識別子を取得できない場合，

第一MME/SGSNはAIR（Authen-

tication Information Request）を

送信してHSSよりAIA（Authen-

tication Information Answer）で

端末識別子を取得する（図3④⑤）．

この場合，端末識別子の取得に加

えて，必要に応じて認証情報も取

得することが可能である． 

＊15 eNodeB：LTEの無線基地局． 
＊16 RNC：3Gの無線ネットワーク制御装置． 
＊17 NNSF：eNodeB/RNCが具備する，複数

のMME/SGSNの中から負荷分散などを
考慮して適切なノードを選択する処理． 

＊18 S-GW：3GPPアクセスシステムを収容
する在圏パケットゲートウェイ． 

＊19 P-GW：外部ネットワーク（PDN）との

接続点であり，IPアドレスの割当てや
S-GWへのパケット転送などを行うゲー
トウェイ． 

＊20 DNS：IPネットワーク上のホスト名と
IPアドレスの対応付けを行うシステム． 

＊21 MMEGI：MMEのグループ（Pool Area
（＊26参照））を特定するためのグロー
バルでユニークな識別子． 

＊22 Null NRI：NRIは，SGSNを特定するた
めの識別子．DCNではSGSNのグルー
プ（Pool Area（＊26参照））を特定す
るための識別子として定義されている． 

＊23 SGSN Group ID：Null NRIに代わり，
新たに定義されたSGSNのグループ
（Pool Area（＊26参照））を特定するた
めの識別子． 
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eNodeB
/RNC

第一
MME/SGSN

old 
MME/SGSN

UE 第二
MME/SGSN

HSS

④AIR

初回Attach，もしくは③で
UE Usage Typeが取得でき
なかった場合のみ実施

⑥UE Usage Typeから
振分け要否判断

⑦DCN振分け手順（図2）

⑧認証／秘匿処理

⑩ベアラ設定処理※

⑪Attach Accept

UEが以前old MME/SGSNに
在圏した場合のみ実施

⑨位置登録処理

※S-GW/P-GW/PCRFの記載は省略

①Attach Request

②Identification Request

③Identification Response（UE Usage Type）

⑤AIA（UE Usage Type）

 
図3 DCN振分けを含めたAttach手順 

図3⑥で第一MME/SGSNが端

末識別子からDCNへの振分け要

否を判断し，振分けが必要な場合

は，図3⑦で3.1節にて説明した

DCNへの振分け手順を実行する．

振分けが不要な場合は，オペレー

タポリシーに則り，端末を従来の

コアネットワークの配下に在圏さ

せる，もしくはAttachを拒否する． 

DCNへの振分け実行後，第二

MME/SGSNに対して従来と同様

のAttach手順が実行される．端末

は第二MME/SGSNへのAttach手

順を完了し，DCNの配下に在圏す

る（図3⑧～⑪）． 

3.3 TAU/RAU手順 
TAU/RAUの手順でも，3.1節

で解説したDCNへの振分け動作を

サポートする．その手順を図4に

示す． 

TAU/RAU Requestが端末から

eNodeB/RNCを経由して第一MME/ 

SGSNに送信される（図4①）．

DCN振分け要否判断のための端

末識別子の取得に関しては，第一

MME/SGSNは伝達情報＊25取得手

順（Context Request/Response）

にてold MME/SGSNから端末識

別子の取得を試みる（図4②③）．

本手順で取得できた場合は，old 

MME/SGSNにContext Acknowledge

メッセージを送信するが，後の

処理で，振分け先の第二MME/ 

SGSNからもold MME/SGSNにア

クセスして，伝達情報取得手順に

＊24 idle状態：移動端末と無線ネットワーク
間のリソースが解放された状態． 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊25 伝達情報：交換機が保持する，移動端
末の認証およびセキュリティなどの情
報． 

 

N
TT

 D
O

C
O

M
O

 T
ec

hn
ic

al
 J

ou
rn

al



 

 NTT DOCOMOテクニカル・ジャーナル Vol. 23 No. 4 81

eNodeB
/RNC

第一
MME/SGSN

old 
MME/SGSN

UE 第二
MME/SGSN

HSS

③でUE Usage Typeが取得で
きなかった場合のみ実施

⑦UE Usage Typeから
振分け要否判断

⑧DCN振分け手順（図2）

⑩認証／秘匿処理

⑫ベアラ設定/変更処理※

⑭TAU/RAU Accept

第二MME/SGSNに伝達情報を取得さ
せるため，ここではいったん伝達情
報取得失敗として通知

⑨Context Request/Responseの処理

⑬位置登録処理

②Context Request

③Context Response（UE Usage Type）

⑤AIR

⑥AIA（UE Usage Type）

④Context Acknowledge

①TAU/RAU Request

⑪Context Acknowledge

※S-GW/PCRFの記載は省略

 
図4 DCN振分けを含めたTAU/RAU手順 

より端末識別子も含めた伝達情報

を取得する必要がある（図4⑨）．

そのため第一MME/SGSNはCon-

text Acknowledgeメッセージに

いったん伝達情報の取得失敗を示

すコードを設定することで，old 

MME/SGSNで伝達情報を消去せ

ずに保持させるようにする（図4④）． 

一方，伝達情報取得手順で端末

識別子が取得できなかった場合は，

Attach手順と同様，AIR/AIAの

手順（図4⑤⑥）にてHSSより端

末識別子を取得する．第一MME/ 

SGSNにおける端末識別子からの

DCN振分け要否判断（図4⑦）か

らDCN振分け手順（図4⑧）を経

た後の，端末と第二MME/SGSN

間で実施する処理は，既存のTAU/ 

RAU処理と同様である（図4⑨～⑭）． 

端 末 が MME/SGSN の Pool 

Area＊26を跨って移動する場合，

MME/SGSNの再選択（TAU/RAU）

が必要となるが，この時eNodeB/ 

RNCのNNSFにより，所望のDCN

以外のMME/SGSNが選択される

可能性がある．この際の振分け手

順の発生を抑止するための方法イ

メージを図5（図中ではLTEに限

定）に示す．eNodeB/RNCに，自

身が所属するMME/SGSN Pool 

Areaと隣接する各MME/SGSN 

Pool AreaのMMEGI（LTEの場

合），もしくはNull NRIまたは

SGSN Group ID（3Gの場合）に

ついて，DCNおよび非DCNどう

しの対応付けをあらかじめ設定し

 
 
 
 
 
 
 
 

＊26 Pool Area：MMEがeNodeB，もしくは
SGSNがRNCとの間でフルメッシュ接
続（網の目のように全区間が接続）さ
れるエリア． 
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交換機
（MME）

無線装置
（eNodeB）

無線装置
（eNodeB）

交換機
（MME）

交換機
（MME）

交換機
（MME）

【隣接Poolの交換機とCNタイプ】

MMEGI #11から来たUE

⇒ MMEGI #21へ（デフォルト）

MMEGI #101から来たUE

⇒ MMEGI #201へ（DCN）

Pool 2Pool 1
MMEGI #101

【隣接Poolの交換機とCNタイプ】

MMEGI #21から来たUE

⇒ MMEGI #11へ（デフォルト）

MMEGI #201から来たUE

⇒ MMEGI #101へ（DCN）

設定 設定

移動

対応付け

対応付け

M2Mユーザ

ゲーム

フォトフレーム カーナビ

ゲーム

フォトフレーム カーナビ

MMEGI #201

MMEGI #11 MMEGI #21

Pool Areaの境界

従来のコアネットワーク
（デフォルトコアネットワーク）

従来のコアネットワーク
（デフォルトコアネットワーク）

M2M専用コアネットワーク
（DCN）

M2M専用コアネットワーク
（DCN）

 
図5 Pool Areaを跨って移動する場合のDCN振分け手順抑止イメージ（LTE例） 

ておけば，端末がTAU/RAU時に

対応付けたDCN間で遷移する可能

性を高める，すなわち振分け手順

の発生頻度を低減させることが可

能である． 

3.4 DCNの再選択手順 
端末がネットワーク在圏中に，

HSSの加入者情報に設定される端

末識別子の値が変更となり，在圏

させるDCNも変更となった場合

の手順を図6に示す． 

HSSで管理する加入者情報内の

端末識別子が更新された場合，

HSSは現在端末が在圏している

第二MME/SGSNに加入者情報変

更要求（Insert Subscriber Data 

Request）を送信し，第二MME/ 

SGSNは加入者情報変更応答（In-

sert Subscriber Data Answer）で

応答する（図6①②）． 

端末を即座に変更先のDCNに振

り分ける必要がある場合，端末が

idle状態であれば第二MME/SGSN
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UE
eNodeB

/RNC
第二

MME/SGSN
第三

MME/SGSN
HSS

④UEがconnected状態に遷移

⑥RRC接続を解放し，UEがidle状態に遷移

UEを即座に変更先のDCN
（第三MME/SGSN）に振り
分ける必要がある場合の
み実施

⑧DCN振分け手順（図2）

①Insert Subscriber Data Request

②Insert Subscriber Data Answer

③ページング

⑦TAU/RAU Request

⑤GUTI/P-TMSI Reallocation（GUTI/P-TMSI，
non-broadcast TAI/RAI）

 
図6 端末識別子の値が変更された場合のDCN再選択手順 

はページング＊27で端末をconnected

状態＊28に遷移させる必要がある

（図6③④）．端末がconnected状態

であれば，LTEの場合はMMEか

らGUTI（Globally Unique Tem-

porary UE Identity）＊29 Realloca-

tionという手順を実行して端末に

non-broadcast TAI （ non-broad-

cast Tracking Area ID）＊30を，3G

の場合はP-TMSI（Packet-Tem-

porary Mobile Subscriber Identi-

ty）＊31 Reallocationという手順を

実行して，端末へnon-broadcast 

RAI（non-broadcast Routing Area 

ID）＊32を割り当てた後，RRC（Ra-

dio Resource Control）＊33接続を

解放して端末を元のidle状態に遷

移させる（図6⑤，⑥）．端末の実

装にも依存するが，non-broadcast 

TAI/RAIを割り当てられた場合，

端末はTAUもしくはRAUを直後

に実行する（図6⑦）． 

端末を即座に変更先のDCNに

振り分ける必要がない場合は，端

末がconnected状態であれば，第

二MME/SGSNは端末が自発的に

idle状態に遷移して図6⑦が実行さ

れるまで待つことも可能である． 

図6⑦のTAU/RAU手順時に，

3.3節で記載した振分け手順が第二

MME/SGSNから実行されること

で，UEは変更先のDCNである第

三MME/SGSNへ遷移する（図6⑧）． 

4. 標準化動向 
3GPP SA2でDCNのアーキテク

＊27 ページング：着信時に移動端末を一斉
に呼び出す処理． 

＊28 connected状態：移動端末と無線ネット
ワーク間にリソースが割り当てられた
状態． 

＊29 GUTI：GUMMEI（Globally Unique MME
Identifier）とTMSI（＊31参照）から構成
される情報．移動端末やユーザ（USIM）

の恒久IDを使用せずに移動端末を一意
に認識するために用いられる一時的なID． 

＊30 non-broadcast TAI：TAIはLTEネット
ワーク上の位置登録エリアのユニーク
な識別子．non-broadcast TAIは，どこ
のエリアにも割り当てられていない，
例外的な値を持つTAI． 

＊31 P-TMSI：UIM（User Identity Module）

内に格納される，移動通信で使用する
ユーザごとにNW内で一時的に割り当て
られる番号． 

＊32 non-broadcast RAI：RAIは3Gネット
ワーク上の位置登録エリアのユニーク
な識別子．non-broadcast RAIは，どこ
のエリアにも割り当てられていない，例
外的な値を持つRAI． 
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チャの仕様化が完成した後，この

仕様に応じて2015年8月よりRAN3

およびCT（Core Network and 

Terminals）4の各会合にて，新規

の信号やパラメータに関する詳細

仕様の議論が開始された． 

RAN3会合では，無線装置～交

換機間のS1AP（S1 Application 

Protocol）＊34/RANAP（Radio Ac-

cess Network Application Part）＊35

インタフェースに関して，新規信

号であるReroute NAS Message 

Requestの仕様化や既存信号の

Initial UE message＊36の仕様変更

について検討を進めている． 

一方CT4会合では，端末識別子

の値の詳細や各インタフェースに

おける端末識別子の伝達方法，お

よびLTEの場合は，端末識別子を

キーとして，S-GW/P-GWといっ

た適切な接続先ノードを選定する

ためのDNS手順の標準仕様につ

いて議論中である． 

RAN3およびCT4に関しても，

Release13の検討完了予定時期で

ある2016年3月までに，DCNの仕

様化が完了する予定である． 

5. あとがき 
本稿では，端末種別に基づいて

在圏させるコアネットワークを分

離するDCNの技術的特長や呼制

御手順，標準化動向について解説

した． 

ドコモは3GPPのSA2における

本機能の検討に対し，ラポータと

いう立場で議論を積極的にリード

し，アーキテクチャの標準仕様化

を完了させた．また，RAN3やCT4

といったグループでも，主要な技

術的要素の仕様化に大きく寄与し

ている． 

現在，5G＊37時代を見据えた次世

代コアネットワークの議論が3GPP

をはじめ，さまざまな団体で開始

されている．例えばNGMN（Next 

Generation Mobile Networks）＊38

が5Gホワイトペーパー[6]上で将

来像としてネットワークスライシ

ング＊39という概念を打ち出したが，

これに対し，DCNは実現に向け

た基礎技術の1つとなる可能性が

ある．本件の詳細については本誌

5G特集を参照されたい[7]．ドコ

モは本技術を強みとし，次世代コ

アネットワークの標準仕様化にも

さらなる貢献を続けていく． 
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SIP メニュー操作 USSI 

©2016 NTT DOCOMO, INC. 
本誌掲載記事の無断転載を禁じます． 
 
 
 

＊1 IMS：3GPPで標準化された，固定電話NWや移動通信NWなど
の通信サービスを，IP技術やインターネット電話で使われるプ
ロトコルであるSIP（＊4参照）で統合し，マルチメディアサー
ビスを実現させる通信方式． 

＊2 キャッチホン®：日本電信電話㈱の登録商標． 
＊3 CSFB：LTE在圏中に音声などの回線交換サービスを使用する

場合に，W-CDMA/GSMなどのCSドメインのある無線アクセス
方式に切り替える手順． 
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2015夏モデル以前 2015冬モデル以降

LTEのままNWサービス
設定を変更／確認できる

CSFBしUSSDでNWサービス

設定を変更／確認する
NWサービス設定
を変更／確認する

 
図1 LTE在圏中のメニュー操作（画面遷移） 

LTE上でNWサービスのメニュー操作を 
実現するUSSIの開発 

ネットワーク開発部 大橋
おおはし
 亜希
あ き
      

 
 

移動機開発部 玉置
たまおき
 真大
まさひろ
 越智

お ち
  繁 

しげる
 

ドコモテクノロジ株式会社 コアNW事業部 上田
うえ だ
 啓二朗
けいじろう

     
 

 

USSI（USSD using IMS（Unstructured Supple-
mentary Service Data using Internet protocol Multi-
media Subsystem）＊1）とは，留守番電話，キャッチ
ホン®＊2などのNWサービスの設定／変更を行うメ
ニュー操作がLTE上で実現可能な技術であり，標準
化団体である3GPPで必要な機能が規定されている[1]． 
ドコモでは，2014年6月からLTE上で音声通話が
可能となるVoLTE（Voice over LTE）[2]を提供し
ているが，メニュー操作については既存の3G方
式であるUSSDにより提供を行っており，CSFB
（Circuit Switched FallBack）＊3による3Gへの遷
移が必要であった．そのため，次の3点の課題が
あった． 

・メニュー操作完了までの時間が長くなること． 
・メニュー操作中はパケット通信速度が3G相当
となること． 

・CSFBによる呼切断を避けるため，移動機にて
VoLTE通話中のメニュー操作を抑止していること． 

そこで，ユーザの利便性向上のため，ドコモNWお
よび2015冬モデル以降の移動機においてUSSIに対
応することとした．それによって前述の課題を解決
し，LTEに在圏したままでメニュー操作を行うこと
を可能とした．LTE在圏中のメニュー操作実施時の
差分を，画面遷移については図1に，NW接続形態
については図2に示す． 
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3G

LTE

NW

USSD USSI

遷移
2015冬

モデル以降
2015夏

モデル以前

 
図2 LTE在圏中のメニュー操作（NW接続形態） 

⑴標準仕様におけるUSSI実現方式 
USSIは，VoLTEの制御と同様にSIP（Session 
Initiation Protocol）＊4プロトコルを用いる方式であ
る（図3）． 
ユーザがメニュー操作を行うと（図3①），移動

機がNWサービス設定／変更のためのUSSIメッセー
ジをSIP_INVITE＊5に格納し，P-CSCF（Proxy Call 
Session Control Function）＊6に送信する．P-CSCF
は，SIP_INVITEをS-CSCF（Serving Call Session 
Control Function）＊7を経由してAS（Application Serv-
er）＊8に送信する（図3②）．ASは，SIP_INVITEに
含まれるUSSIメッセージに従いサービス状態の設
定／変更を行い（図3③），設定結果応答のための
USSIメッセージをSIP_BYEに格納し，移動機に返
送する（図3④）． 
⑵ドコモNWにおけるUSSI実現方式 
標準仕様上，NWサービスの設定はASで保持し
ているため，USSIメッセージもASで終端する方式
となっている．しかし，ドコモNWではその設計ポ
リシーにより，一部サービスの設定を，加入者情報
を管理するF-SCP/D-SCPで保持している．そのた
め，NWサービスの設定情報をF-SCP（Front end 
Service Control Point）/D-SCP（Database SCP）
まで送信する必要があり，ドコモNWにおけるメ
ニュー操作制御の流れは図4に示すとおりとなって
いる． 
USSIの開発にあたっては，標準仕様上のASに相
当するASN（Application Serving Node）とF-SCP/ 
D-SCPの間を，既存USSDのインタフェース（IF）

のまま実現できるよう工夫を行った． 
具体的には，ASNは受信したUSSIメッセージを

分析し，F-SCP/D-SCPが設定を保持するサービス
だった場合は，既存のUSSDと同様のIFにプロトコ
ル変換（SIP→MAP変換）を行いF-SCP/D-SCPに
通知する．また，F-SCP/D-SCPからの設定結果応
答については，既存IFからUSSIへの変換（MAP→
SIP変換）を実施する．このことにより，F-SCP/ 
D-SCPに開発を行うことなくUSSIの実現が可能と
なった． 

本稿では，NWサービスの設定／変更を行うメ
ニュー操作をLTE上で実現可能なUSSIについて解
説した．今回USSIへの対応を行ったことで，冒頭
に記載の課題を解決し，ユーザの利便性を向上させ
た．また，LTE接続時のNWサービスのメニュー操
作を提供したことが，将来的に3GからLTEの単独
NWに移行していくことの一助となった． 

文 献 
[1] 3GPP TS24.390: V11.4.0 “3rd Generation Partnership 

Project; Technical Specification Group Core Network and 

＊4 SIP：IETF（Internet Engineering Task Force）で標準化され
た通信制御プロトコルの1つ．IP電話などで利用される． 

＊5 Invite：SIPの信号の1つであり，接続要求を行うための信号． 
＊6 P-CSCF：EPCとの接続点および，移動端末とS-CSCFおよび

I-CSCFとの接続点に配備され，EPCと連携しQoS制御を起動
させる役割と，移動端末とS-CSCFおよびI-CSCF間のSIP信号
の中継の役割を担う． 

＊7 S-CSCF：端末のセッション制御，およびユーザ認証を行うSIP
サーバ． 

＊8 AS：サービスを提供するアプリケーションを実行するサーバ． 
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USSD USSI

SIPプロトコル

SSプロトコル

MAPプロトコル

3G LTE

F-SCP/D-SCP

ASN

SS_REGISTER

SIP⇔MAP
プロトコル変換

SS_RELEASE
COMPLETE

SIP_INVITE SIP_BYE

MAP_
PUSSR req

MAP_
PUSSR ack

MAP_
PUSSR req

MAP_
PUSSR ack

CSN：Call Session control Node
SIN ：Signaling Interworking Node for 3G access
VGN：VoLTE Gateway Node

VGN

CSN

SIN

 
図4 ドコモNWにおけるメニュー操作制御 

LTE

AS

③ NWサービス
設定／変更

② SIP_INVITE
（USSIメッセージ）

④ SIP_BYE
（USSIメッセージ）

① NWサービス
設定／変更操作

P-CSCF

S-CSCF

 
図3 標準仕様におけるUSSI制御 

 

Terminals; Unstructured Supplementary Service Data 
(USSD) using IP Multimedia (IM) Core Network (CN) 
subsystem IMS; Stage 3,” Sep. 2013. 

[2] 徳永，ほか：“新たなサービスを実現するVoLTEの開発，”
本誌，Vol.22，No.2，pp.7-23，Jul. 2014． 
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写真2 展示の様子 

写真1 尾上常務による基調講演 

写真3 5G展示の様子 

 

DOCOMO R&D Open House 2015開催 

2015年11月26日（木），27日（金）の2日間にわ

たってNTT DOCOMO R&Dセンタ（神奈川県横須

賀市）におきましてNTT DOCOMOおよびNTTグ

ループの最新の研究開発成果を紹介するDOCOMO 

R&D Open Houseを今年も開催しました[1]． 

ドコモR&Dの取組みを通じて，お客様の生活を

より豊かにするとともに，社会価値の創造を果たし

ていく点を，効果的にアピールすることを目的とし

て実施した本イベントでは，「AI＆ビッグデータ」

「クラウド＆外部連携」「翻訳」「デバイス＆インタ

ラクション」「センサー＆ナビ」「モバイルネット

ワーク」の6つのゾーンに分けて展示を構成しまし

た．「AI＆ビッグデータ」では自然対話や画像認識，

新しいモバイル空間統計などの技術，「クラウド＆外

部連携」ではクラウドの導入を支援するサービスや

自治体と連携した地方創生サービスの創造などの取

組み，「翻訳」ではSNSで使われる口コミ特有の崩

れた書き言葉を翻訳できる技術やてがき翻訳などの，

2020年を見据えたさまざまな翻訳サービス，「デバ

イス＆インタラクション」ではさまざまなデバイス

とスマートフォンを繋げる新しい仕組みやVR/AR

などを使った新しい取組み，「センサー＆ナビ」で

は磁気を用いた位置マーカやBLE（BluetoothⓇ＊1 

Low Energy）ビーコンなどを使った位置検出／顧

客行動分析，生体ガス計測によるカロリー収支推定

などの技術，「モバイルネットワーク」では次世代

移動通信システム5Gの取組みやネットワーク仮想

化，PREMIUM 4Gをさらに高速化するための取組

みなどについて紹介しました． 
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写真4 展示の様子（自然対話技術） 写真5 展示の様子（てがき翻訳） 

写真6 展示の様子（VRxフィットネス） 写真7 イノベーションチャレンジゾーン展示の様子 

恒例となりました招待講演も，スマートフォンを

超えるキラーハードウェアの1つとして考えられて

いるロボットの今後の方向性を語っていただくなど，

これからのコミュニケーションの形を創造するため

のきっかけにすることができたのではないかと考え

ております． 

また，パートナーの皆様とアイデア創出段階から

連携し，新たな価値創造のきっかけを作ることを目

的に，社員が自ら考え，社外のハッカソンなどで生

み出したアイデアや技術を「イノベーションチャレ

ンジゾーン」として展示することで，ドコモR&D

のイノベーション推進に対する取組みについても理

解いただくことができたと思います． 

ドコモでは，新しいことが“いつかみんなのあた

りまえ”になる，そのようなスマートライフの実現

に向けて，これからもお客様への提供価値を最大化

するためのR&Dに取り組んでいきます． 

【イベント内容】 

〈展示〉 65件（NTT展示9件含む） 

〈講演〉  5件（うち，社外講演1件） 

文 献 
[1] NTTドコモ：“DOCOMO R&D Open House 2015．” 

https://www.docomo.ne.jp/corporate/technology/rd/openhouse/ 
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第48回電気通信産業功労賞受賞 

2015年11月20日に開催された「第48回電気通信
産業功労賞贈賞式」において，笹部 晃秀氏が「国内
初のVoLTEサービスを提供したシステムを開発した
功績」により，柴田 章弘氏が「災害時でも継続して
ネットワークの保守運用を可能とする広域分散オペ
レーションシステムの構成技術を確立した功績」によ
りそれぞれ電気通信産業功労賞を受賞しました．同賞
は，電気通信技術の普及・啓発活動などに取り組む一
般社団法人電気通信協会（昭和13年設立）が表彰し
ているもので，電気通信事業またはこれに関連する事
業に従事し，創意工夫により業務改善をあげ，あるい
は機器の開発・改良により，事業の発展に貢献された
方の功績を顕彰するものです． 
「国内初のVoLTEサービスを提供したシステムを開
発した功績」については，FOMAのパケットサービス
ネットワーク，音声サービスのIP化と，長年にわたり
ネットワークのIP化開発に携わり，方式検討やネット

ワーク機器評価・導入に従事し，近年はLTEネット
ワーク上で高品質音声サービスを提供するVoLTE開
発を主導し，2014年6月に国内初となるサービス提
供に大きく貢献したことが評価され受賞となりました． 
「災害時でも継続してネットワークの保守運用を可
能とする広域分散オペレーションシステムの構成技術
を確立した功績」については，移動通信ネットワーク
の保守運用，オペレーション装置の開発に長く従事し，
マルチベンダ装置を効率的に保守運用できる統合オペ
レーション方式を実現し，近年はネットワークのIP-
Flex化に携わり，ネットワーク構成情報変換システム
を開発し，早期移行に大きく貢献した後に，大震災時
でも継続して保守運用を可能とする広域分散オペレー
ションシステムの構成技術を確立し，通信ネットワー
クを安定して運用できるシステムの実現に大きく貢献
したことが評価されて受賞となりました． 
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